
函館市監査公表第４号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３７第５項の規

定に基づき，包括外部監査人高地保之から次の報告書の提出があったの

で，同法第２５２条の３８第３項の規定により，これを公表する。

なお，当該報告書は，函館市監査事務局に備え縦覧に供する。

平成２９年４月３日

函館市監査委員 山 田 潤 一

函館市監査委員 植 松 直

函館市監査委員 吉 田 崇 仁

函館市監査委員 阿 部 善 一

平成２８年度包括外部監査結果報告書



 

 

平平平平    成成成成    22228888    年年年年    度度度度    

    

包包包包    括括括括    外外外外    部部部部    監監監監    査査査査    報報報報    告告告告    書書書書    

    

    

    

    

    

    

    

    

平成平成平成平成 29292929 年年年年 3333 月月月月    

    

函館市包括外部監査人函館市包括外部監査人函館市包括外部監査人函館市包括外部監査人    

税理士税理士税理士税理士    高地高地高地高地    保之保之保之保之    

    



ⅠⅠⅠⅠ

ⅡⅡⅡⅡ

37373737

39393939

41414141

42424242

27272727

28282828

31313131

34343434

36363636 別記様式（第４条関係）函館市指定管理者指定申請書

1111

1111

1111

1111

1111

2222

2222

2222

3333

39393939

41414141

43434343

3333

4444

5555

6666

7777

指定管理者制度の全般的な監査結果

(2)

（参考）指定管理者制度と業務委託との違い
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（参考４）函館市の公の施設に係る指定管理者の指定手続等に

（参考５）函館市の公の施設に係る指定管理者の指定手続等に

指定管理者制度による市民サービスの向上、行政コスト削減

（参考６）函館市指定管理者候補者選定委員会設置要綱

（参考３）地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知）

（参考７）指定管理者制度におけるモニタリングに関する指針

指定管理者制度の原則公募について【意見４件】

①　指定管理業務におけるモニタリングについて【意見】

②　自主事業の取扱いとモニタリング【指摘】
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包括外部監査の監査期間
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監査業務の流れ

　指定管理者制度の全般にわたっての検討　指定管理者制度の全般にわたっての検討　指定管理者制度の全般にわたっての検討　指定管理者制度の全般にわたっての検討

1 指定管理者制度とは

包括外部監査の方法

2 指定管理者制度導入にあたっての検討の視点

(1)

（参考１）公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱

（参考２）地方自治法（抜粋）
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監査結果

ⅤⅤⅤⅤ 　まとめ　まとめ　まとめ　まとめ

(2)

(3)

(4) 財産管理の全般について【意見】

指定管理者が購入した備品等の所有権移転等の手続き

『業務処理要領』の『リスク分担』について【意見】

指定管理者が指定期間中に購入した備品等の帰属について【指摘】

【意見２件、指摘２件】

2 財産（備品）の帰属について

3 指定管理委託料の市の積算（見積もり）について

4

財産の管理等について

(1) 『協定書』記載事項（抜粋）

(2) 『管理業務処理要領』記載事項（抜粋）

①　備品の管理および帰属について

募集要項

②　リスク（維持管理リスク）分担表について

(3)

市に帰属する物品の取扱い（「物品出納事務処理要領」）について
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ⅠⅠⅠⅠ    包括外部監査の概要包括外部監査の概要包括外部監査の概要包括外部監査の概要    

 

１．監査の種類１．監査の種類１．監査の種類１．監査の種類    

 

地方自治法第２５２条の３７第１項に基づく包括外部監査 

 

 

２．選定した特定の事件２．選定した特定の事件２．選定した特定の事件２．選定した特定の事件（テーマ）（テーマ）（テーマ）（テーマ）及び監査対象期間及び監査対象期間及び監査対象期間及び監査対象期間    

 

（１） 選定した特定の事件（テーマ） 

指定管理者制度に関する事務の執行について 

 

（２） 包括外部監査対象期間 

平成２５年度から平成２７年度の３年間（平成２５年４月１日～平成 

２７年３月３１日）。 

ただし、必要に応じて過年度及び平成２８年度の一部についても監査対

象とした。 

 

 

３．事件３．事件３．事件３．事件（テーマ）（テーマ）（テーマ）（テーマ）を選定した理由を選定した理由を選定した理由を選定した理由    

 

地方自治法改正（平成１５年９月２日施行）により、公の施設（文化施設、

スポーツ施設、福祉施設など住民福祉を増進するために設置される施設）の管

理運営について、管理委託制度が廃止され指定管理者制度が導入された。 

以前は市の直営か市の出資団体や公共的団体に限定されてきた公の施設の

管理が、民間事業者等も可能となった。 

指定管理者制度の目的は、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対

応するため、民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、住民サー

ビスの質の向上を図っていくとともに、行政コストの削減を図ることにある。 

 

函館市においては、限られた財源を有効に活用し、質の高いサービスの提供

や効率的な行政運営を実現させていくため、アウトソーシングを積極的に推進

し、指定管理者制度を活用することとした。 

平成１６年５月『公の施設の指定管理者制度運用指針』、平成１７年１月に

『公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱』（以下「要綱」という。）を策定し、

指定管理者制度の円滑な導入と統一した事務処理を行ってきている。 

平成１８年４月からの指定管理者制度の本格的な導入に合わせ、『函館市公

の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例』（以下「条例」という。）、

同条例施行規則を制定し、指定手続の透明性を高め、一層の明確化を図ってき

ている。 
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本格導入から１０年が経過した現在において、指定管理者制度の導入趣旨に

沿って市民サービスの向上や行政コストの削減に寄与しているかどうか重大

な関心事である。 

そこで函館市の指定管理者制度に関する事務の執行について監査を行うこ

とは有用であると判断し、特定の事件として選定した。 

 

 

４．包括外部監査の方法４．包括外部監査の方法４．包括外部監査の方法４．包括外部監査の方法    

 

      ※※※※ 監査監査監査監査業務の流れ業務の流れ業務の流れ業務の流れ 

・指定管理事業の抽出    

           

 

・指定管理事業の財政状況の把握及び決算状況の把握 

（所轄部局からヒアリングにより、内容の確認） 

・監査事業の抽出 

 

 

   ・監査事業に対する監査 

      制度目的との整合性 

      事業状況及び財政状況 

      指定管理事業と委託事業等との比較、関係性 

 

  

     ・監査内容については、意見、指摘事項に応じて整理 

        

 

５．５．５．５．包括外部監査人包括外部監査人包括外部監査人包括外部監査人及び及び及び及び補助者補助者補助者補助者    

    

（１）包括外部監査人 

税 理 士   高 地  保 之 

  

（２）包括外部監査補助者 

  税 理 士   蛸 島  一 伸 

税 理 士   野 呂    豊 

                若 山    愛 
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６．包括外部監査の監査期間６．包括外部監査の監査期間６．包括外部監査の監査期間６．包括外部監査の監査期間    

 

平成２８年５月２４日～平成２９年３月３０日までの期間 

 

 

７．外部監査人の独立性（利害関係）７．外部監査人の独立性（利害関係）７．外部監査人の独立性（利害関係）７．外部監査人の独立性（利害関係）    

 

函館市と包括外部監査人および包括外部監査補助者との間には、地方自 

治法第２５２条の２９の規定により記載すべき利害関係はない。 
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ⅡⅡⅡⅡ    指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度の全般にわたっての検討の全般にわたっての検討の全般にわたっての検討の全般にわたっての検討    

    

    １１１１    指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度とはとはとはとは    

    

公の施設の管理に民間の能力や公の施設の管理に民間の能力や公の施設の管理に民間の能力や公の施設の管理に民間の能力やノウハウを幅広く活用し、市民サービスの向上ノウハウを幅広く活用し、市民サービスの向上ノウハウを幅広く活用し、市民サービスの向上ノウハウを幅広く活用し、市民サービスの向上

や行政コストの縮減等を図ることを目的に、地方自治法が改正や行政コストの縮減等を図ることを目的に、地方自治法が改正や行政コストの縮減等を図ることを目的に、地方自治法が改正や行政コストの縮減等を図ることを目的に、地方自治法が改正され、従来の「管され、従来の「管され、従来の「管され、従来の「管

理委託制度」に代わり、新たに創設された制度である。理委託制度」に代わり、新たに創設された制度である。理委託制度」に代わり、新たに創設された制度である。理委託制度」に代わり、新たに創設された制度である。    

地方自治法第２４４条の２第３項において、地方公共団体は、公の施設の管理

を行わせることができることとなっており、この地方公共団体から指定された者

を「指定管理者」と呼んでいる。    

指定管理者は、「公の施設を利用する権利に関する処分」をすることができる

前提になっているが、使用料の強制徴収、過料の賦課などは除かれるものと解さ

れている。    

また、指定管理者は、「法人その他の団体」となっていることから、個人が単

独で「指定管理者」になることはない。    

指定管理者に施設の管理を行わせる際には、指定の手続き、管理の基準及び業

務の範囲のほか、公の施設の目的や態様に応じたその他必要な事項を条例で定め

なければならないこととなっており、さらに指定管理者の指定をしようとすると

きは、議会の議決を経なければならないこととなっている。    

このような点で、業務委託とは異なる。 

    

地方自治法第２４４条の２第３項の改正にあたって、平成１５年７月１７   

日付（総行行第８７号）「地方自治法の一部を改正する法律の公布について」（通

知）（Ｐ２８参照）を受け、函館市において条例（Ｐ３１参照）が定められた。 

また、条例の施行に関し必要な事項を定めた「函館市公の施設に係る指定管理

者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１７年９月２９日施行）」および「函

館市教育委員会の所管に係る函館市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に

関する条例施行規則（平成１７年９月２９日施行）」ならびに「函館市企業局長

の所管に係る函館市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行

規程（平成２３年４月１日施行）」（以下「規則等」という。）が定められた。 
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２２２２    指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度導入にあたっての検討の視点導入にあたっての検討の視点導入にあたっての検討の視点導入にあたっての検討の視点    

（（（（指定管理者制度運指定管理者制度運指定管理者制度運指定管理者制度運用用用用取扱取扱取扱取扱要綱要綱要綱要綱より）より）より）より）    

 

全ての公の施設について、下記の項目により、指定管理者制度に移行するか直

営にするかを検討し、該当する施設については、指定管理者制度に移行すること

ができるものと判断し、積極的に取り組むものとする。 

 

① 法律等により、民間事業者等が行うことに明確な制約がない。 

② 民間事業者等に行わせることにより、市民ニーズにあった開館日や開館

時間の拡大など、サービスの充実や民間事業者等のノウハウの活用が期待

できる。 

③ 民間事業者等に行わせることにより、行政コストの削減が期待できる。 

④ 民間事業者等が同様又は類似するサービスを提供している。 

⑤ 施設が提供するサービスの専門性や特殊性、施設の規模等を勘案して、

民間事業者等も行うことができる。 

⑥ 利用料金制を導入することにより、収益が期待できる施設である。 

 

函館市における指定管理者制度を導入する公の施設については、原則として

公募することとしているが、施設の設置目的や性格、また、これまで管理委託

を行ってきた市の出資団体等の活動実績等を考慮し、特定の団体に管理を行わ

せることが適当と判断される場合は、特例として公募しない場合もある。（前

者を「公募施設」、後者を「特例措置施設」と称している。）    

なお、指定する期間は原則として公募施設を５年、特例措置施設を３年として

いる。    

各部局は，あらかじめ選定委員会に
各施設の重視すべき評価ポイント等
を説明する資料を提出する

各部局が申請内容の
概略や特徴的記述等
を記した比較資料を
作成し不安要素等が
ある場合には，それ
らを具体的に示す

応募団体が各部局に
申請書類提出

各部局が応募団体か
ら申請内容について
ヒアリング

指定管理者
候補者決定

応募団体からの
提案・アピール
（全ての団体）

※必要に応じて各部局
からヒアリング

応募団体へ質疑

委員が評価・選定

選定委員会

指定管理者候補者の選定の流れ
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 （参考）（参考）（参考）（参考）    

 指定管理者制度と業務委託との違い指定管理者制度と業務委託との違い指定管理者制度と業務委託との違い指定管理者制度と業務委託との違い    

 指定管理者制度 業務委託 

１.受託主体 

 

法人、その他の団体  

※法人格は必ずしも必要

ではない。ただし、個人

は不可 

限定はない 

※議員、長についての禁止規

定あり（地方自治法第９２条

の２、１４２条） 

２.法的性格 

「管理代行」  

指定（行政処分の一種）

により、公の施設の管理

権限を、指定を受けたも

のに委任指定処分は請負

契約と異なるため入札手

続きの対象とならない 

「私法上の契約関係」  

契約に基づく個別の事務また

は業務の執行の委託 

３.公の施設の管理権限 

指定管理者が有する  

※「管理の基準」「業務

の範囲」は、条例で定め

ることが必要 

設置者たる地方公共団体が有

する 

(１)施設の使用許可等 

指定管理者が行うことが

できる 

受託者はできない 

(２)管理の基準及び業務

の範囲の規定方法 

条例で定める 契約で定める 

(３)指定管理者（受託者）

の決定 

施設ごとに、議会の議決

を経て決定 

議会の議決は不要 

(４)指定管理者（受託者）

に管理を行わせる期間 

施設ごとに、議会の議決

を経て決定 

施設ごとに契約で定める 

(５)基本的な利用条件の

設定 

地方公共団体  

（指定管理者はできな

い。）※条例で定めるこ

とが必要 

地方公共団体  

（受託者はできない） 

４.公の施設の設置者とし

ての責任 

地方公共団体 地方公共団体 

(１)利用者に損害を与え

た場合 

地方公共団体にも責任が

生じる場合がある 

地方公共団体にも責任が生じ

る場合がある 

５.利用料金制度 

採用することができる 

※条例で定める範囲内で

料金設定が可能 

採用することはできない 
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公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱                                                                            （（（（参考１参考１参考１参考１））））    

    

目目目目        次次次次    

    

１．指定管理者制度導入にあたっての検討の視点 

 

２．公の施設の設置条例の制定・改正および債務負担行為 

（１）公の施設の設置条例の制定・改正 

（２）設置条例に規定する事項 

（３）債務負担行為 

 

３．候補者の募集に係る基本的な考え方 

（１）候補者の募集 

（２）申請資格 

（３）申請書等 

（４）指定期間 

（５）利用料金制 

 

４．候補者の選定 

（１）指定管理者候補者選定委員会 

（２）選定方法 

（３）応募者に対するヒアリング 

（４）候補者の選定に係る特例措置 

（５）選定結果の通知・公表 

（６）仮協定の締結 

（７）指定議案 

 

５．指定管理者の指定後の手続き 

（１）指定の通知および告示 

（２）協定の締結 

（３）協定の改定 

（４）事前準備 

 

６．指定期間の満了 

 

７．要綱の施行期日 
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はじめにはじめにはじめにはじめに    

 

公の施設の管理に民間部門の能力やノウハウを幅広く活用しつつ，市民サービスの向上や行

政コストの削減等を図ることを目的に，地方自治法が改正（平成１５年９月２日施行）され，

公の施設に係る管理主体の範囲を民間事業者等にまで広げた「指定管理者制度」が創設された。 

また，函館市においては，現在第３次行財政改革を推進している中で，限られた財源を有効

に活用し，質の高いサービス提供や効率的な行政運営を実現していくため「民間に委ねること

ができるものは民間に委ねる」ことを原則に，アウトソーシングを積極的に推進していくこと

としており，指定管理者制度を活用することにより，地域の振興および活性化等へつながるこ

とが期待されることから，平成１６年５月に策定した「公の施設の指定管理者制度運用指針」

に基づき，平成１７年１月に「公の施設の指定管理者制度運用取扱要領」を策定し，全庁的に

指定管理者制度の円滑な導入と統一した事務処理を行ってきたところである。 

その後，平成１８年４月からの指定管理者制度の本格導入に合わせ，公の施設に係る指定管

理者の指定手続等に関する条例（以下「手続条例」という。）および同条例施行規則（以下「手

続規則」という。）を制定し，指定手続の透明性を高め，一層の明確化を図ったところである

が，このたび，それらの規定内容等を新たに加え，包括的な指定手続を定めるため，ここに改

定版を策定するものである。 

 

１１１１．．．．指定管理者制度導入にあたっての検討の視点指定管理者制度導入にあたっての検討の視点指定管理者制度導入にあたっての検討の視点指定管理者制度導入にあたっての検討の視点    

    

全ての公の施設について，下記の項目により，指定管理者制度に移行するか直営にするかを

検討し，該当する施設については，指定管理者制度に移行することができるものと判断し，積

極的に取り組むものとする。 

なお，指定管理者制度を導入しようとする場合には，その導入する目的，効果等を明らかに

し，制度導入についての市長決裁（総務部行政改革課合議）を，２の（３）に規定する「債務

負担行為」の議案提出前までに得ているものとする。 

（１）法律等により，民間事業者等が行うことに明確な制約がない。 

（２）民間事業者等に行わせることにより，市民ニーズにあった開館日や開館時間の拡大な

ど，サービスの充実や民間事業者等のノウハウの活用が期待できる。 

（３）民間事業者等に行わせることにより，行政コストの削減が期待できる。 

（４）民間事業者等が同様または類似するサービスを提供している。 

（５）施設が提供するサービスの専門性や特殊性，施設の規模等を勘案して，民間事業者等

も行うことができる。 

（６）利用料金制を導入することにより，収益が期待できる施設である。 
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２２２２．．．．公の施設の設置条例の制定・改正および債務負担行為公の施設の設置条例の制定・改正および債務負担行為公の施設の設置条例の制定・改正および債務負担行為公の施設の設置条例の制定・改正および債務負担行為    

    

（１）公の施設の設置条例の制定・改正（１）公の施設の設置条例の制定・改正（１）公の施設の設置条例の制定・改正（１）公の施設の設置条例の制定・改正    

指定管理者候補者（以下「候補者」という。）を公募，選定し，指定管理者の指定に係る議

案（以下「指定議案」という。）を提出するため，遅くとも募集を開始する前の議会において，

公の施設の設置条例（以下「設置条例」という。）の制定または改正を行うこととする。 

現在，指定管理者制度を導入している施設について，次の指定管理者を募集する際に，次号

に規定する事項（規則で定める供用時間等を含む。）を変更する場合も同様とする。 

また，指定管理者の管理等の内容については，必要に応じ，設置条例の施行規則においても

規定するものとする。 

 

（２）設置条例に規定する事項（２）設置条例に規定する事項（２）設置条例に規定する事項（２）設置条例に規定する事項    

設置条例に規定する事項は，次のとおりとする。 

① 指定管理者に施設の管理を行わせる旨の規定 

② 指定管理者が行う業務の範囲（施設の管理，使用許可など） 

③ 管理の基準（利用の制限に関する事項などを含む，住民が公の施設を利用するにあたっ

ての基本的条件） 

④ 利用料金制を導入する場合は利用料金に関する事項    

⑤ その他，適正な施設の管理を行ううえで必要な事項 

    

（３）債務負担行為（３）債務負担行為（３）債務負担行為（３）債務負担行為    

候補者を選定する際に，指定期間に関わらず，指定管理者の指定により管理費用の支払義務

が生じる場合は，債務負担行為の議決が必要である。 

公募する際には，応募者が提案する委託料についても選定の基準となり，その場合，委託料

の判断基準を予算措置と考えることから，債務負担行為は公募の実施前，すなわち設置条例の

改正と同じ時期に議決を得ていることとする。 

また，公募せずに特定の団体を選定する場合（以下「特例措置」という。）についても同様

に，債務負担行為は選定委員会に諮る前，すなわち設置条例の改正と同じ時期に債務負担行為

の議決を得ていることとする。 

 

３３３３．．．．候補者の募集に係る基本的な考え方候補者の募集に係る基本的な考え方候補者の募集に係る基本的な考え方候補者の募集に係る基本的な考え方    

    

（１）候補者の募集【手続条例第２条第１項，手続規則第２条関係】（１）候補者の募集【手続条例第２条第１項，手続規則第２条関係】（１）候補者の募集【手続条例第２条第１項，手続規則第２条関係】（１）候補者の募集【手続条例第２条第１項，手続規則第２条関係】    

① 候補者の募集については，原則として公募とする。 

② 施設の管理とあわせ，その施設において市の施策に関連する事業の代行や自主事業を展

開させることが望ましい施設については，特別の条件を付し，募集できるものとする。 

③ 原則として一施設ごとに行うこととするが，施設の効率的な管理や効果的な活用によ

り，市民サービスの向上が図られると認められる場合は，複数の施設を一の指定管理者に 
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一括し，募集することができるものとする。 

④ 候補者の募集は，次に掲げる方法のうち，２以上の方法により行うものとする。 

ア 広報紙に掲載する方法 

イ インターネットを利用して閲覧に供する方法 

ウ 市長等が定める場所において応募要領を配布する方法 

エ 新聞等に掲載する方法 

オ これらのほか，市長等が適当と認める方法 

⑤ 応募要領には，次に掲げる事項を明示するものとする。 

ア 施設の概要 

イ 申請の資格 

ウ 申請の期間 

エ 申請書に添付する書類 

オ 選定の方法および基準 

カ 管理の基準 

キ 管理の業務の範囲および具体的内容 

※ 管理の業務の範囲は，設置条例に規定したものとなるが，その具体的内容も明示し，応

募者が管理業務の計画書や管理に係る収支計画書などを作成するのに十分な情報を提供

すること。 

ク 管理を行わせる期間 

ケ その他市長等が必要と認める事項 

（例）利用料金制に関する事項 

・利用料金制の採用の有無 

・利用料金の額に関する事項 

・指定管理者が本市の承認を受けて利用料金を定めるときの本市との事前協議の方

法等に関する事項 

⑥ 募集に係る庶務は，公募を行う施設を所管する部局において処理する。 

 

（２）申請資格【手続条例第２条第２項，第４条，手続規則第３条関係】（２）申請資格【手続条例第２条第２項，第４条，手続規則第３条関係】（２）申請資格【手続条例第２条第２項，第４条，手続規則第３条関係】（２）申請資格【手続条例第２条第２項，第４条，手続規則第３条関係】    

① 申請資格を定める場合は，不当に応募者を限定することにならないように施設の性質や

目的に応じた必要最小限の内容とする。 

② 具体的な申請資格として，次のとおりとする。 

ア 団体であること 

（ア）法人格の有無は問わない 

※ 複数の団体により構成されたグループで申請することもできることとし，グルー

プで申請を行う場合は，グループの代表となる団体を定め，代表団体が申請する。 

また，グループの代表団体および構成団体の変更は原則認めない。 

（イ）施設の性格，規模，機能等を考慮し，施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成

するため，地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことが必要であると認める 
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ときは，当該団体の事務所の所在地に関し制限を付すことができるものとする。 

事務所の所在地に制限を付す施設の考え方は， 

・住民活動など各種活動の拠点施設として，地域に精通した団体による運営

が望ましい施設であること 

・施設を活用した各種事業の展開や施設利用者への対応などから，地域に精

通した団体による運営が望ましい施設であること 

・コミュニティ意識の醸成や住民活動の促進等の観点から，住民活力を生か

しながら運営を図ることが望ましい施設であること 

など，効率性や市民サービス等の観点から，管理を地域に担わせることが望まし

いかどうかを，施設ごとに判断することとする。 

なお，事務所の所在地に制限を付す場合の優先順位の考え方としては， 

・函館市内に主たる事務所を有する団体  

・北海道内に主たる事務所を有し，函館市内に支店または営業所等の事務所

を有する団体 

・函館市内に支店または営業所等の事務所を有する団体 

とする。 

 

※「事務所」 

一般的には，団体の事業活動の中心である一定の場所をいい，団体の代表権，少なくと

も，ある範囲内の独立の決定権を有する責任者の所在する場所であり，かつ，その場所で

継続的に業務が行われていることを必要とする。 

 

※「主たる事務所」 

事務所のうち，団体の活動や事務運営の中心をなす事務所をいい，法人の場合，本市に

おいては，本社または本店をいうものとする。 

（ウ）当該施設を管理するうえで必要な資格を有していること 

 

イ 団体およびその代表者（（キ）においては役員を含む。）が，次のいずれにも該当しない

こと（様式例１） 

（ア）法律行為を行う能力を有しない者 

（イ）破産者で復権を得ない者 

（ウ）地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１項において

準用する場合を含む。）の規定により，市における競争入札への参加を制限されて

いる者 
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（一般競争入札の参加者の資格） 

第１６７の４ 

２ 普通地方公共団体は，次の各号の一に該当すると認められる者をその事 

実があった後二年間一般競争入札に参加させないことができる。その者を 

代理人，支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても， 

また同様とする。 

一 契約の履行に当たり，故意に工事若しくは製造を粗雑にし，又は物件 

の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

二 競争入札又はせり売りにおいて，その公正な執行を妨げた者又は公正 

な価格の成立を害し，若しくは不正の利益を得るために連合した者 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げ 

た者 

 

（エ）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けた日から５

年を経過しない者，または，指定管理者に指定することができなくなり，もしくは

著しく不適当と認められる事情により，指定管理者の候補者の取消しを受けた日か

ら５年を経過しない者 

 

（公の施設の設置，管理及び廃止） 

第２４４条の２ 

１１ 普通地方公共団体は，指定管理者が前項の指示に従わないときその他当 

該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは，そ 

の指定を取り消し，又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を 

命ずることができる。 

 

※「指定管理者に指定することができなくなり，もしくは著しく不適当と認められる事

情」 

・被選定者が倒産，または解散したとき 

・被選定者が提出した書類の内容に虚偽があることが判明したときなど 

 

（オ）次に掲げる者が無限責任社員，取締役，執行役，監査役，理事もしくはこれらに

準ずる者，支配人または清算人である団体（㋑および㋒に掲げる者にあっては，市

が資本金，基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人を

除く。）であって，指定管理者として指定することにより，市における指定管理者

の業務が当該団体の業務の主要部分を占めることとなる者 

㋐ 議会の議員 

㋑ 市長および副市長 

㋒ 法第１８０条の５の規定により市に設置されている委員会の委員および委 

 員 
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※「これらに準ずる者」 

法人の無限責任社員，取締役，執行役，監査役もしくは理事と同等程度の執行力と

責任とを当該法人に対して有する者をいう。 

「公益社団・財団法人」，「一般社団・財団法人」における評議員会の評議員は，こ

れにあたる。 

 

     第９２条の２ 普通地方公共団体の議会の議員は，当該普通地方公共団体に対 

し請負をする者及びその支配人又は主として同一の行為をする法人の無限責 

任社員，取締役，執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者，支配 

人及び清算人たることができない。 

 

 

 

第１４２条 普通地方公共団体の長は，当該普通地方公共団体に対し請負をす 

る者及びその支配人又は主として同一の行為をする法人（当該普通地方公共団 

体が出資している法人で政令で定めるものを除く。）の無限責任社員，取締役， 

執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者，支配人及び清算人たるこ 

とができない。 

第１６６条 副知事及び副市長は，検察官，警察官若しくは収税官吏又は普通 

地方公共団体における公安委員会の委員と兼ねることができない。 

２ 第１４１条，第１４２条及び第１５９の規定は，副知事及び副市長にこれ 

を準用する。 
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 第１８０条の５ 執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に 

置かなければならない委員会及び委員は，左の通りである。 

一 教育委員会 

二 選挙管理委員会 

三 人事委員会又は人事委員会を置かない普通地方公共団体にあっては公平 

委員会 

四 監査委員 

２ 前項に掲げるものの外，執行機関として法律の定めるところにより都道府 

県に置かなければならない委員会は，左の通りである。 

一 公安委員会 

二 地方労働委員会 

三 収用委員会 

四 海区漁業調整委員会 

五 内水面漁場管理委員会 

３ 第一項に掲げるものの外，執行機関として法律の定めるところにより市町村 

に置かなければならない委員会は，左の通りである。 

一 農業委員会 

二 固定資産評価審査委員会 

（略） 

６ 普通地方公共団体の委員会の委員又は委員は，当該普通地方公共団体に対 

しその職務に関し請負をする者及びその支配人又は主として同一の行為をす 

る法人（当該普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるものを除 

く。）の無限責任社員，取締役，執行役若しくは監査役若しくはこれらに準 

ずべき者，支配人及び清算人たることができない。 

 

（カ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団およびその利益となる活動を行う者  

（キ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第６号に規定する暴力団員  

※ 法人の場合は，法人の非常勤役員を含む役員ならびに支配人および営業所の代表者

を含み，その他の団体の場合は，団体の代表者・理事等法人の場合と同様の責任を有

する者。 
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暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（抄） 

 

（定義） 

第２条 この法律において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各 

号に定めるところによる。 

２ 暴力団その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的 

に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体を 

いう。 

６ 暴力団員暴力団の構成員をいう。 

 

③ 複数申請の禁止 

一施設に対し，同一団体が複数の申請をすることはできないものとする。 

また，単独で申請した団体が他のグループの構成団体として当該施設の指定管理者に申請

することおよびグループとして申請した構成団体が単独で，または他のグループの構成団体

として当該施設の指定管理者に申請することはできないものとする。 

なお，この場合のグループとは，指定管理者となることを目的に構成された団体とする。 

④ 申請期間 

申請期間は，公募の開始の日から起算して５０日間とする。ただし，市長が必要と認める

場合（申請の際に提出する書類の作成上必要があると認められる場合または５０日間を確保

することが困難な場合など）は，これよりも延長しまたは短縮することができるものとする。 

 

（３）申請書等【手続条例第３条，手続規則第４条関係】（３）申請書等【手続条例第３条，手続規則第４条関係】（３）申請書等【手続条例第３条，手続規則第４条関係】（３）申請書等【手続条例第３条，手続規則第４条関係】    

申請書（規則別記様式）に次の書類を添えて提出させる。 

また，応募者に対する説明会等については，当該応募者の中で不公平を招かないよう所管部

局において適宜対応することとする。 

① 申請の資格を有していることを証する書類 

② 定款，寄附行為，規約その他これらに類する書類 

③ 法人にあっては，当該法人の登記事項証明書（地方自治法第２６０条の２第１項の認可

を受けた地縁による団体にあっては，同条第１２項の証明書） 

④ 事業計画書，施設の管理に係る収支計画書（評価基準の評価項目に該当する内容を提出

させること） 

※ なお，収入および支出額については，消費税込みの金額で計上し，支出については，申

告納税する消費税額を「消費税」として計上させる。また，消費税の免税および簡易課税

の対象事業者はその旨を記載させる。 

ア 事業計画書の内容の例 

・施設の管理に係る基本方針 

・指定期間内の年度ごとの業務計画書 

・業務の具体的実施要領 
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・人員体制 

イ 収支計画書の提出方法 

・指定期間内の年度ごとおよび合計の収支計画書 

⑤ この申請をする日の属する事業年度の収支予算書および事業計画書ならびに前事業年

度の収支計算書および事業報告書 

⑥ 営利を目的とする法人にあっては，この申請をする日の属する事業年度の収支予算書お

よび事業計画書ならびに直前３年の各事業年度の収支決算書および事業報告書ならびに

法人市民税の納税を証する書類 

なお，⑤および⑥において，それらの書類がなく，新たに作成することができない特別

の事情等がある場合は，団体の経営状況を説明する書類がない旨およびその理由を記載し

た申立書を提出させる。 

⑦ その他市長等が必要と認める書類 

 

（４）指定期間（４）指定期間（４）指定期間（４）指定期間    

指定期間については，原則として管理業務を開始する日から起算して５年とする。ただし，

施設の設置目的や性格等を考慮し，これにより難い施設については，この限りでない。 

① 特例措置により公募せずに特定の団体を選定する施設３年間 

② 上記以外で特別な要素を勘案する必要のある施設相当の期間 

 

（５）利用料金制（５）利用料金制（５）利用料金制（５）利用料金制    

利用料金制については，利用料金が指定管理者の収入となることにより，当該施設の経営に

直接反映できるため，指定管理者の創意工夫の余地が広がるとともに，コスト面の効率化やサ

ービスの向上につながるなど，自主的な経営努力を発揮しやすくし，また，地方公共団体およ

び指定管理者の会計事務の効率化を図るなどの効果が期待できるため，施設の設置目的や現在

の管理状況などを考慮しながら，施設ごとに，利用料金制の導入について検討するものとする。 

 

（公の施設の設置，管理及び廃止） 

第２４４条の２ 

８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公 

の施設の利用に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管 

理者の収入として収受させることができる。 

 

なお，利用料金制を導入する場合は，利用料金の設定について，公益上必要があると認める

場合を除くほか，条例の定めるところにより，指定管理者が市の承認を受け，設定するものと

する。 
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（公の施設の設置，管理及び廃止） 

第２４４条の２ 

９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、 

条例の定めるところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合におい 

て、指定管理者は、あらかじめ当該利用料金について当該普通地方公共団体の 

承認を受けなければならない。 

 

また，施設の利用にあたって収納した前納の利用料金については，利用する日に当該施設

を管理している指定管理者の収入とし，指定管理期間終了の年度において，次期指定管理期

間の利用に係る利用料金を収受した場合は，その分を新たな指定管理者へ引き継ぐものとす

る。 

 

４４４４．．．．候補者の選定候補者の選定候補者の選定候補者の選定    

    

（１）指定管理者候補者選定委員会（１）指定管理者候補者選定委員会（１）指定管理者候補者選定委員会（１）指定管理者候補者選定委員会    

① 候補者の選定を行うため，指定管理者候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

を設置する。 

② 選定委員会は，総務部長，財務部長および外部の識見を有する者をもって組織する。 

③ 指定管理者を指定しようとする公の施設を所管する部局は，申請団体から提出された書

類を精査し，必要事項を十分に整理したのち，選定委員会に諮ることを申し出るものとす

る。 

④ 選定後は，選定結果を応募者全員に通知し，選定理由を公表する。 

⑤ 選定委員会は非公開とする。 

⑥ 選定委員会の庶務は，総務部行政改革課において処理する。 

 

（２）選定方法【手続条例第５条関係】（２）選定方法【手続条例第５条関係】（２）選定方法【手続条例第５条関係】（２）選定方法【手続条例第５条関係】    

選定委員会は，申請資格を有する応募者の中から，別に定める評価基準（Ｐ２３参照）に基

づき，総合的な観点により，最も適当と認められる団体を候補者として選定することとし，そ

の具体的方法は次のとおりとする。 

・総合点数方式（公募により選定する場合） 

評価基準の各項目について点数化し，総合点数により評価する 

・採決方式（特例措置により選定する場合，総合点数方式による選定が困難な場合） 

評価基準の各項目に基づき，当該団体が指定管理者として適当かどうかを判断する 

 

（３）応募者に対するヒアリング（３）応募者に対するヒアリング（３）応募者に対するヒアリング（３）応募者に対するヒアリング    

選定委員会は，必要に応じ，応募者に対してヒアリングを実施し，提出書類の内容等につい

て説明を受けるものとする。 
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（４）候補者の選定に係る特例措置【手続条例第６条関係】（４）候補者の選定に係る特例措置【手続条例第６条関係】（４）候補者の選定に係る特例措置【手続条例第６条関係】（４）候補者の選定に係る特例措置【手続条例第６条関係】 

次のいずれかに該当するときは，特例措置により候補者を選定することができるものとす

る。ただし，②，③および④の場合については，特例措置のほか，あらたに公募するか，また

は市が直接管理するかについても判断するものとする。 

なお，特例措置により選定しようとする場合には，更新の場合においても，特例措置により

選定することについての市長決裁（総務部行政改革課合議）を２の（３）に規定する「債務負

担行為」の議案提出前までに得ているものとする。 

また，市の施策と密接に関連する事務事業を実施している市の出資団体等を市の政策推進上

の観点等から特例措置により指定している施設であっても，競争原理の導入による管理運営の

さらなる効率化やサービス向上のほか，民間事業者の受注機会の拡大等の観点から公募化の可

能性について常に検討を行うものとする。 

 

① 施設の設置目的，性格，規模等から特に必要があると認められるとき 

※「特に必要があると認められるとき」 

・施設設置時の経緯などから特定の者を指定する必要がある施設 

・地縁による団体（地方自治法第２６０条の２第１項）や，それらの連合体など，地域

の住民グループ等に管理を行わせることが，施設の設置目的等に照らして効果的・効率

的と考えられる施設 

・ＰＦＩ法の適用を受けて実施する事業等で，長期契約を前提とした事業方式等により

公の施設を設置し，設置後一定の期間，管理を行う者が限定されている施設 

・施設の管理運営やサービスの提供に関し，専門性や特殊性を有するため，管理を行う

者が限定される施設，または特定の者を指定する必要がある施設（「業務内容を熟知し

ており信頼度が高いこと」「当該業務に精通していること」「実績のある者が他にないこ

と」「実績が豊富であること」等のみをもって適用できない。） 

・当該施設の廃止や経営形態の変更が予定または検討されている施設 

・市の政策推進上の観点，または経済合理性，その他特段の事由により，特定の者を指

定する必要がある施設 

② 指定の申請がなかったとき，または選定委員会による審査の結果，候補者として選定す

ることができなかったとき 

③ 候補者を指定管理者として指定することができなくなり，または著しく不適当と認めら

れる事情が生じたとき 

ア 公募で選定した場合は，既に応募があった団体の中から総合得点の高い順から優先的

に選定するものとする。 

イ 特例措置で選定した場合は，あらためて適当と認める団体を選定する。 

ウ 再度の選定を行うとき，または直接管理とするときは，指定をしないこととした被選

定者および既に応募があった団体に対し，その旨を通知するものとする。 

※「指定管理者として指定することができなくなり，または著しく不適当と認められる事

情」 
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・被選定者が倒産，または解散したとき 

・被選定者が提出した書類の内容に虚偽があることが判明したときなど 

④ 指定管理者が法第２４４条の２第１１項の規定により，その指定を取り消されたとき 

ア 公募で選定した場合は，既に応募があった団体の中から総合得点の高い順から優先的

に選定するものとする。 

イ 特例措置で選定した場合は，あらためて適当と認める団体を選定する。 

ウ 再度の選定を行うとき，または直接管理とするときは，指定を取り消した被選定者お

よび既に応募があった団体に対し，その旨を通知するものとする。 

 

（５）選定結果の通知・公表（５）選定結果の通知・公表（５）選定結果の通知・公表（５）選定結果の通知・公表    

選定を行ったときは，速やかにその結果を全ての応募者に通知するとともに，選定理由を公

表する。（様式例２－１および２－２） 

 

（６）仮協定の締結（６）仮協定の締結（６）仮協定の締結（６）仮協定の締結    

候補者の選定後，指定の議案発送前に候補者と仮協定を締結するものとし，議会の議決をも

って，当該仮協定書を本協定の協定書とする。（様式例３） 

 

（７）指定議案【手続条例第７条第１項関係】（７）指定議案【手続条例第７条第１項関係】（７）指定議案【手続条例第７条第１項関係】（７）指定議案【手続条例第７条第１項関係】    

① 指定議案の提出時期 

指定議案は，指定管理者が施設の管理業務を開始する前に，議決を得る必要がある。 

なお，施設の供用開始日前に，準備行為として事前の準備を指定管理者に行わせるときは，

指定管理者が準備行為を開始する前に，指定の議決を得る必要がある。 

② 指定議案の記載内容 

指定議案の内容は，次のとおりとする。（様式例４－１または４－２） 

ア 指定管理者に管理を行わせる公の施設の名称および位置 

イ 指定管理者となるべき団体の住所，名称および代表者の氏名 

ウ 指定期間 

③ 指定議案の提出方法 

一施設につき，一議案とする。 

ただし，複数の施設を一の指定管理者に一括して行わせる場合は，それを一議案とする。 

 

５５５５．．．．指定管理者の指定後の手続き指定管理者の指定後の手続き指定管理者の指定後の手続き指定管理者の指定後の手続き    

    

（１）指定の通知および告示【手続条例第７条第２項，第３項関係】（１）指定の通知および告示【手続条例第７条第２項，第３項関係】（１）指定の通知および告示【手続条例第７条第２項，第３項関係】（１）指定の通知および告示【手続条例第７条第２項，第３項関係】    

指定の議決を得たときは，指定管理者を指定し，その旨を指定管理者に通知（様式例５）す

るとともに，函館市公告式条例により告示することとする。（様式例６） 

なお，指定の告示の内容について改定したときは，指定の議決を要する場合を除き，変更の

告示は要しないものとする。 
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（２）協定の締結【手続条例第８条，手続規則第５条関係】（２）協定の締結【手続条例第８条，手続規則第５条関係】（２）協定の締結【手続条例第８条，手続規則第５条関係】（２）協定の締結【手続条例第８条，手続規則第５条関係】    

管理に係る細目的事項や本市が支払うべき管理費用の額等を定めるため，指定管理者と協定

を締結することとし，協定で定める事項は，次のとおりとする。 

なお，ＰＦＩ法の適用を受けて実施した事業等であって，これに基づき作成された契約は協

定とみなすことができるものとする。 

① 管理の業務の内容に関する事項 

被選定者が提出した管理業務の計画書に記載されたもの（指定期間，管理業務の内容など） 

② 市が支払うべき管理費用に関する事項 

ア 管理費用の年度ごとの額 

イ 管理費用の支払時期および支払方法 

ウ 管理費用の額等の変更方法 

エ その他必要と認めるもの 

③ 管理の業務を行うにあたって保有する個人情報の保護に関する事項 

（函館市個人情報保護条例第２０条の２第１項および第３項） 

また，管理業務の処理にあたり，個人情報の保護の取扱いについては，次に掲げる事項を規

定する。 

ア 秘密の保持 

イ 目的外利用等の禁止 

ウ 複写および複製の禁止 

エ 資料等の返還等 

オ 事故の報告 

カ 立入検査等 

 

函館市個人情報保護条例（抄） 

 

（指定管理者の責務） 

第２０条の２ 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条 

の２第３に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）は，自己が行う同法第 

２４４条第１項に規定する公の施設に係る管理業務の範囲内で，個人情報の 

保護について実施機関と同様の義務を負うものとする。 

３ 第１項の管理業務に従事している者または従事していた者は，その業務に関 

して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ，または不当な目的に利 

用してはならない。 

 

④ モニタリングに関する事項 

別に定める「指定管理者制度におけるモニタリングに関する指針」に基づき以下のとおり実

施するものとする。 
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ア 各種報告書によるモニタリング 

（ア）指定管理者は，事業報告書，定期報告書，業務日報などにより，日常的，定期的に

行う業務の状況を記録することにより，施設の管理運営状況，経営状況等を把握する

とともに，自己評価し，課題の迅速な改善に努めるものとする。 

（イ）市は，事業計画書，協定書および管理業務処理要領等に基づき，指定管理者が適正

な管理運営を行っているかについて，事業報告書，定期報告書，業務日報などの各種報

告書により，その内容を確認する。 

イ 実地調査によるモニタリング 

市は，事業報告書および定期報告書等の書類による確認とともに，定期的に実地調査を

行い，現地での業務遂行状況について確認を行うものとする。 

また，実地調査の実施によって，指定管理者の自己申告情報である事業報告書の信頼性

の確保を図る。 

ウ 利用者アンケートの実施 

利用者の意見や要望を把握するため，当該施設において提供されるサービスに関する利

用者アンケートを実施する。なお，施設の性格や設置目的等により実施することが，困難

な場合は施設所管課と協議の上，省略することができる。 

   エ 管理運営状況の評価 

（ア）指定管理者は，毎年度終了後に事業報告書の作成と同時に自己評価を行い，市に提

出するものとする。 

（イ）市は，指定管理者から提出された事業報告書および自己評価に基づき，指定管理者

に対する実績評価を行い指定管理者に通知する。 

オ 評価の公表 

指定管理者が行う管理業務の透明性向上や施設設置者としての説明責任を果たすため，

業務の内容や実績評価等について毎年度６月末までに施設所管部局においてホームページ

で公表する。 

⑤ 関係法令等の遵守に関する事項 

管理業務を遂行する上で，手続条例，手続規則や設置条例，同条例施行規則のほか，特に以

下の法令の遵守に留意するものとする。 

なお，このほか，関係法令等がある場合は，当該法令等についても遵守するものとする。 

ア 地方自治法２４４条第２項および第３項 

 

（公の施設） 

第２４４条 

２ 普通地方公共団体（次条第３項に規定する指定管理者を含む。次項において同 

じ。）は，正当な理由がない限り，住民が公の施設を利用することを拒んではなら 

ない。 

３ 普通地方公共団体は，住民が公の施設を利用することについて，不当な差別的 

取扱いをしてはならない。 
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イ 函館市情報公開条例第２７条の２第１項および第２項 

 

函館市情報公開条例（抄） 

 

（指定管理者の情報公開） 

第２７条の２ 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の 

  ２第３に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）は，その保有する文書のうち 

  自己が管理を行う同法２４４条第１項に規定する公の施設に関する文書の公開 

に努めるものとする。 

２ 実施機関は，前項の公の施設に関する文書について公開請求があった場合にお 

  いて，当該文書を実施機関が保有していないときは，当該指定管理者に対して 

当該文書を実施機関に提出するよう求めるものとする。 

 

⑥ 管理上発生する責任分担に関する事項  

市と指定管理者の管理業務に関する責任の分担については，リスクマネジメントの観点はも

とより，施設の性格や規模等から適切に設定する必要がある。 

このうち，物価の変動によるリスク分担については，原則として指定管理者の負担とするが，

指定管理者の収支計画に多大な影響を与える可能性がある物価の変動については，施設の特性

を踏まえつつ，市民サービスの低下にならないよう，実態を踏まえ指定管理者と協議のうえ，

総合的に判断するものとする。 

（この場合において，所管部局は必要に応じて総務部行政改革課および財務部財政課との協議

が必要） 

⑦ 事故発生時の報告等に関する事項 

⑧ 管理業務の委託の禁止等に関する事項 

管理業務を一括して第三者に委託し，または請負わせてはならないが，業務の一部について，

あらかじめ書面により市が承諾した場合はこの限りではない。 

⑨ 指定の取消し等に関する事項 

施設の所管部局においては，指定管理者の指定を取り消す場合は，当該事由の重大性，当該

事由が発生した原因（正当事由の有無），処分を行った場合の当該施設の運営と市民に対する

影響の大きさ，他の指定管理者に対する措置との公平性等の観点から，次の内容を検討し，公

平・適切な処分を行う。 

（ア）処分の実施の判断 

（イ）処分の程度（指定取消し，業務全部停止，業務一部停止） 

（ウ）処分の時期と処分後の施設の管理方法（指定管理者の指定を取り消した場合でも，処

分の効力の発生時期を次の指定管理者の指定後とするなど） 

※ 取消し等の事由 

・地方自治法第２４４条の２第１０項の規定による報告の要求または調査に対して，こ

れに応じず，または虚偽の報告をし，もしくは調査を妨げたとき 
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・地方自治法第２４４条の２第１０項の規定による指示に故意に従わないとき 

・設置条例，設置条例の施行規則または協定に定める規定に違反したとき 

・明示する申請資格を失ったとき 

・申請の際に提出した書類の内容に虚偽があることが判明したとき 

・団体の経営状況の悪化等により管理業務を行うことが不可能または著しく困難になっ

たとき 

・組織的な非違行為が行われていた場合など，当該指定管理者に管理業務を行わせてお

くことが，社会通念上著しく不適当と判断されるとき 

・管理業務が行われないときなど 

 

（公の施設の設置，管理及び廃止） 

第２４４条の２ 

１１ 普通地方公共団体は，指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該 

指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは，その指 

定を取り消し，又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずる 

ことができる。 

 

⑩ 損害賠償に関する事項 

⑪ 利用料金に関する事項（利用料金制を導入する場合） 

ア 利用料金の額に関する事項 

イ 指定管理者が本市の承認を受けて利用料金を定めるときの本市との事前協議の方法

等に関する事項 

ウ その他必要と認める事項 

⑫ その他必要と認める事項 

 

（３）協定の改定（３）協定の改定（３）協定の改定（３）協定の改定    

協定で定めた事項については，次に掲げる特別の事情がある場合に限り，指定管理者と協議

し，協定を改定することができる。 

※「特別の事情がある場合」 

・委託料の額が変更になった場合 

・利用料金に関し，設置条例の規定を改正する場合 

・開館時間，休館日等の管理の基準に関し，設置条例の規定を改正する場合 

・施設の一部を新設し，または廃止する場合 

・その他管理を行ううえで重大な変更があった場合など 

 

（４）事前準備（４）事前準備（４）事前準備（４）事前準備    

指定管理者は，自己の責任と負担により，業務を円滑に行えるよう指定期間の開始日前に準

備を行い，市または前指定管理者から必要な引き継ぎを受けるものとする。 
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６６６６．．．．指定期間の満了指定期間の満了指定期間の満了指定期間の満了    

    

指定期間が満了し，引き続き指定管理者に施設の管理を行わせる場合は，あらためて，公募

等により指定の手続を実施する。 

この場合，指定期間が満了する前に，指定期間満了後の指定管理者に係る指定の議決を得て

おく必要がある。 

 

７７７７．．．．要綱の施行期日要綱の施行期日要綱の施行期日要綱の施行期日    

    

この要綱は，平成１７年１月２５日から施行する。 

この要綱は，平成１８年６月２８日から施行する。 

この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 

この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。 

この要綱は，平成２１年５月１日から施行する。 

この要綱は，平成２１年７月１日から施行する。 

この要綱は，平成２４年１１月５日から施行する。 

この要綱は，平成２５年３月１９日から施行する。 

この要綱は，平成２６年１月２７日から施行する。 

この要綱は，平成２６年５月９日から施行する。 

この要綱は，平成２７年１月２６日から施行する。 

この要綱は，平成２７年３月６日から施行する。 
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指定管理者制度運用取扱要綱の改定経過指定管理者制度運用取扱要綱の改定経過指定管理者制度運用取扱要綱の改定経過指定管理者制度運用取扱要綱の改定経過    

 

■平成１８年６月２８日 改定 

（１）申請資格の変更（複数申請の禁止を詳細に定義，事務所の所在地に制限を付す考え方，

応募者から暴力団等の排除） 

（２）指定期間の変更 

（３）選定委員会の委員変更（外部委員の追加） 

（４）仮協定書の様式，指定議案の様式の追加 

（５）その他（告示の手続，評価基準に「視点の例」を追記） 

 

■ 平成１９年４月１日 改定 

（１）助役制度の見直し・収入役制度廃止に伴う規定の整備 

 

■ 平成１９年５月１６日 改定 

（１）選定委員会の委員構成の変更（外部委員の増員） 

 

■ 平成２０年４月１日 改定 

（１）公の施設の設置条例の改正時期の変更 

（２）評価基準の変更 

 

■ 平成２１年１月１３日 改定 

（１）指定期間の変更（平成２２年度更新・新規施設から適用） 

 

■ 平成２１年５月１日 改定 

（１）モニタリング指針策定に伴う規定の整備 

 

■ 平成２１年７月１日 改定 

（１）選定委員会の委員構成の変更（外部委員の増員） 

 

■ 平成２４年１１月５日 改定 

（１）債務負担行為の議決要件の変更 

（２）申請期間の変更 

（３）収支計画書に係る消費税の記載方法の統一 

（４）仮協定の締結時期の明確化 

 

■ 平成２５年３月１９日 改定 

（１）新公益法人制度の施行に伴い，指定管理者の申請資格に係る新たな注釈の付記 
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■ 平成２６年１月２７日 改定 

（１）利用料金制に係る規定の追加 

（２）指定管理者の事前準備行為に係る規定の追加 

（３）選定委員会の運用規定の変更 

 

■ 平成２６年５月９日 改定 

（１）評価基準の見直し（配点の見直し，「従業員の給与水準」に係る評価の視点の追加） 

 

■ 平成２７年１月２６日 改定 

（１）議案提出予定案件資料の様式例の追加 

 

■ 平成２７年３月６日 改定 

（１）指定管理者制度導入等の決裁手続に係る規定の追加 

（２）候補者の選定に係る特例措置の規定の変更 

（３）事前準備に係る別途契約の規定の削除 

（４）事務管理上発生する責任分担について規定の追加 
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地方自治法（抜粋）地方自治法（抜粋）地方自治法（抜粋）地方自治法（抜粋）                                                                                                                （参考２）（参考２）（参考２）（参考２）    

 

（公の施設） 

第２４４条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供するための

施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第３項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は、正

当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱いをして

はならない。 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第２４４条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除

くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定めなければならない。 

２ 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なものにつ

いて、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとするときは、議会

において出席議員の３分の２以上の者の同意を得なければならない。 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めると

きは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方公共団体が指定す

るもの（以下本条及び第２４４条の４において「指定管理者」という。）に、当該公の施設の

管理を行わせることができる。 

４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲そ

の他必要な事項を定めるものとする。 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普通地方

公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書を作成

し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。 

８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利用に係

る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受させること

ができる。 

９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定める

ところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者は、あらかじ

め当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければならない。 

10 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正を期する

ため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について

調査し、又は必要な指示をすることができる。 

11 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理者による

管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管

理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 
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総務省自治行政局通知総務省自治行政局通知総務省自治行政局通知総務省自治行政局通知                                                                                                            （参考３）（参考３）（参考３）（参考３）    

 

総行行第８７号 

平成１５年７月１７日 

 

各都道府県知事殿 

 

総務省自治行政局長 

 

地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知） 

 

地方自治法の一部を改正する法律（平成１５年法律第８１号。以下「改正法」という）は、平

成１５年６月６日に成立し、同月１３日に公布されました。 

今回の地方自治法の一部改正は、地方公共団体の内部組織に関する規定を見直すとともに、公

の施設の管理について指定管理者制度を導入し、その適正かつ効率的な運営を図ることを目的と

したものです。 

指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に改正前の地方自治法（以下「旧法」と

いう。）第２４４条の２第３項の規定に基づき管理の委託を行っている公の施設については、こ

の法律の施行後３年以内に当該公の施設の管理に関する条例を改正する必要があり、その際、公

の施設の管理状況全般について点検し、指定管理者制度を積極的に活用されるようお願いしま

す。 

また、指定管理者制度と地方独立行政法人制度との関係等については、「地方独立行政法人法

及び地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の公布について（通知）」

（平成１５年７月１７日付け総行行第８６号、総行公第３９号、総財公第６１号、総財務第７１

号、１５文科高第２７５号総務省自治行政局長・総務省自治財政局長・文部科学省高等教育局長

通知）を参照してください。 

貴職におかれましては、下記事項に留意の上、地方公共団体の内部組織に関する規定及び公の

施設の指定管理者制度の適正な運用に十分配慮されるとともに、貴都道府県内の市町村に対して

もこの旨周知願います。 

なお、施行に当たって留意すべき事項については、政令、省令等と併せ後日お示しします。 

 

記 

第１ 地方公共団体の内部組織に関する事項（略） 

第２ 公の施設の管理に関する事項 

今般の改正は、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公の施設の管理

に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経費の節減等を図ることを目

的とするものであり、下記の点に留意の上、公の施設の適正な管理に努められたいこと。 

１ 指定管理者に関する事項 

(１) 今般の改正により導入される指定管理者制度は、地方公共団体が指定する法人その他の 
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団体に公の施設の管理を行わせようとする制度であり、その対象は民間事業者等が幅広く

含まれるものであること。（第２４４条５３の２第３項関係） 

 

(２)  地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、指定管理者に使用許可を行わせるこ

とができるものであるが、使用料の強制徴収（第２３１条の３）、不服申立てに対する決

定（第２４４条の４）、行政財産の目的外使用許可（第２３８条の４第４項）等法令によ

り地方公共団体の長のみが行うことができる権限については、これらを指定管理者に行わ

せることはできないものであること。（第２４４条の２第３項関係） 

(３)  指定に当たって議決すべき事項は、指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名

称、指定管理者となる団体の名称、指定の期間等であること。（第２４４条の２第６項関

係） 

 

２ 条例で規定すべき事項 

（１） 指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要な事

項は条例で定めることとされており、その具体的な内容は以下のとおりであること。（第

２４４条の２第４項関係） 

①「指定の手続」としては、申請の方法や選定基準等を定めるものであること。 

なお、指定の申請に当たっては、複数の申請者に事業計画書を提出させることとし、選

定する際の基準としては例えば次のような事項を定めておく方法が望ましいものであるこ

と。 

ア 住民の平等利用が確保されること。 

イ 事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の縮減が図

られるものであること。 

ウ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力、人的能力を有していること。 

②「管理の基準」としては、住民が当該公の施設を利用するに当たっての基本的な条件（休

館日、開館時間、使用制限の要件等）のほか、管理を通じて取得した個人に関する情報の

取扱いなど当該公の施設の適正な管理の観点から必要不可欠である業務運営の基本的事項

を定めるものであること。 

③「業務の範囲」としては、指定管理者が行う管理の業務について、その具体的範囲を規定

するものであり、使用の許可まで含めるかどうかを含め、施設の維持管理等の範囲を各施

設の目的や態様等に応じて設定するものであること。 

(２)  旧法第２４４条の２第４項及び第５項と同様、指定管理者制度においても、利用料金を

当該指定管理者の収入として収受させることができることとし、当該利用料金は、公益上

必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるところにより、指定管理者が定めるも

のとしていること。（第２４４条の２第８項及び第９項関係） 

(３)  指定管理者に支出する委託費の額等、細目的事項については、地方公共団体と指定管理

者の間の協議により定めることとし、別途両者の間で協定等を締結することが適当である

こと。 
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３ 適正な管理の確保等に関する事項 

（１）「事業報告書」においては、管理業務の実施状況や利用状況、料金収入の実績や管理経 

費等の収支状況等、指定管理者による管理の実態を把握するために必要な事項が記載さ

れるものであること。（第２４４条の２第７項関係） 

（２） 清掃、警備といった個々の具体的業務を指定管理者から第三者へ委託することは差し

支えないが、法律の規定に基づいて指定管理者を指定することとした今回の制度の趣旨

にかんがみれば、管理に係る業務を一括してさらに第三者へ委託することはできないも

のであること。 

（３） 指定管理者が管理を通じて取得した個人情報については、その取扱いについて十分留

意し、「管理の基準」として必要な事項を定めるほか、個人情報保護条例において個人情

報の保護に関して必要な事項を指定管理者との間で締結する協定に盛り込むことを規定

する等、必要な措置を講ずべきものであること。また、指定管理者の選定の際に情報管

理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適切に保護されるよう配慮されたい

こと。 

その際、「地方公共団体における個人情報保護対策について」（平成１５年６月１６日

付け総行情第９１号総務省政策統括官通知)の内容を十分に踏まえて対応されたいこと。 

４ その他 

道路法、河川法、学校教育法等個別の法律において公の施設の管理主体が限定される

場合には、指定管理者制度を採ることができないものであること。 

第３ 施行期日等 

１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行するものとすること。（改正法附則第１条関係） 

２ 指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に旧法第２４４条の２第３項の規

定に基づき管理の委託を行っている公の施設については、この法律の施行後３年以内に当

該公の施設の管理に関する条例を改正し、改正後の地方自治法第２４４条の２の規定によ

る指定等を行う必要があるものであること。（改正法附則第２条関係） 
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                                                                                                                                                    （参考４）（参考４）（参考４）（参考４）    

 

函館市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条

第１項に規定する公の施設（以下「施設」という。）に係る指定管理者（法第２４４条の

２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）の指定の手続等に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（公募) 

第２条 市長，公営企業管理者または教育委員会（以下「市長等」という。）は，指定管理者に

施設の管理を行わせようとするときは，次に掲げる事項を明示して，指定管理者の指定を

受けようとする法人その他の団体を公募するものとする。 

(１) 施設の概要 

(２) 申請の資格 

(３) 申請の期間 

(４) 申請書に添付する書類 

(５) 選定の方法および基準 

(６) 管理の基準 

(７) 管理の業務の範囲および具体的内容 

(８) 管理を行わせる期間 

(９) その他市長等が必要と認める事項 

２ 市長等は，施設の性格，規模，機能等を考慮し，施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成

するため，地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことが必要であると認めるときは，当

該団体の事務所の所在地に関し制限を付すことができる。 

（申請） 

第３条 指定管理者の指定を受けようとする団体は，市長等が定める申請書に次に掲げる書面を

添えて，申請の期間内に市長等に申請しなければならない。 

(１) 申請の資格を有していることを証する書類 

(２) 管理の業務の計画書（以下「事業計画書」という。） 

(３) 管理に係る収支計画書 

(４) 当該団体の経営状況を説明する書類 

(５) その他市長等が定める書類 

（指定管理者となることができない団体） 

第４条 次に掲げる者が無限責任社員，取締役，執行役，監査役，理事もしくはこれらに準ずる

者，支配人または清算人である団体（第２号および第３号に掲げる者にあっては，市が資

本金，基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している法人を除く。）であ

って，指定管理者として指定することにより，市における指定管理者の業務が当該団体の

業務の主要部分を占めることとなるものは，指定管理者となることができない。 
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(１) 議会の議員 

(２) 市長および副市長 

(３) 法第１８０条の５の規定により市に設置されている委員会の委員および委員 

（候補者の選定） 

第５条 市長等は，第３条の規定による申請があったときは，次に掲げる選定の基準に照らして

総合的に審査し，最も適当であると認める団体を指定管理者の候補者として選定するもの

とする。 

(１) 事業計画書の内容が，市民の平等な利用が確保されるものであること。 

(２) 事業計画書の内容が，施設の効用を最大限に発揮するとともに，管理経費の縮減が図ら

れるものであること。 

(３) 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力および人的能力を有していること。 

(４) その他市長等が施設の設置目的を達成するために必要があると認めるものとして別に定

める基準 

（選定の特例） 

第６条 市長等は，次の各号のいずれかに該当するときは，第２条第１項の規定にかかわらず，

適当と認める団体を指定管理者の候補者として選定することができる。 

(１) 施設の設置目的，性格，規模等から特に必要があると認められるとき。 

(２) 第３条の規定による申請がなかったとき，または前条の審査の結果，指定管理者の候補

者として選定することができなかったとき。 

(３) 指定管理者の候補者を指定管理者として指定することができなくなり，または著しく不

適当と認められる事情が生じたとき。 

(４) 指定管理者が法第２４４条の２第１１項の規定により，その指定を取り消されたとき。 

２ 市長等は，前項の規定により指定管理者の候補者を選定しようとするときは，当該団体に対

し，第３条に規定する書類の提出を求め，前条各号に掲げる選定の基準により審査するものと

する。 

（指定管理者の指定等） 

第７条 市長等は，第５条または前条の規定により選定した団体を，法第２４４条の２第６項の

規定による議会の議決を経て，指定管理者に指定するものとする。 

２ 市長等は，指定管理者の指定をしたときは，速やかに，当該団体に通知しなければならない。 

３ 市長等は，指定管理者の指定をしたときは，その旨を告示するものとする。その指定を取り

消したときも，同様とする。 

（協定の締結） 

第８条 前条第１項の規定により指定された指定管理者は，市長等と次に掲げる事項について施

設の管理に関する協定を締結しなければならない。 

(１) 管理の業務の内容に関する事項 

(２) 市が支払うべき管理費用に関する事項 

(３) 管理の業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

(４) その他市長等が必要と認める事項 
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（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長等が定める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年３月２２日条例第４号抄） 

この条例は，平成１９年４月１日から施行する。 
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                                                                                                                                                    （参考５）（参考５）（参考５）（参考５）    

 

函館市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は，函館市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年

函館市条例第４５号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

(公募の方法) 

第２条 条例第２条第１項の規定による公募は，次に掲げる方法のうち，２以上の方法により行

うものとする。 

(１) 広報紙に掲載する方法 

(２) インターネットを利用して閲覧に供する方法 

(３) 市長が定める場所において応募要領を配布する方法 

(４) 新聞等に掲載する方法 

(５) 前各号に掲げるもののほか，市長が適当と認める方法 

（申請の資格等） 

第３条 条例第２条第１項第２号の申請の資格は，当該団体およびその代表者が次の各号のいず

れにも該当しないものであることとする。 

(１) 法律行為を行う能力を有しない者 

(２) 破産者で復権を得ない者 

(３) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同令第１６７条

の１１第１項において準用する場合を含む。）の規定により，市における競争入札への参

加を制限されている者 

(４) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定による指定の取

消しを受けた日から５年を経過しない者 

(５) 指定管理者に指定することができなくなり，または著しく不適当と認められる事情によ

り指定管理者の候補者の取消しを受けた日から５年を経過しない者 

２ 市長は，前項に定めるもののほか，施設の管理に当たって必要と認める場合は，当該施設に

ついての申請の資格を定めるものとする。 

３ 条例第２条第１項第３号の申請の期間は，公募の開始の日から起算して５０日間とする。 

ただし，市長が必要と認める場合は，延長し，または短縮することができる。 

（指定申請書等） 

第４条 条例第３条の申請書は，別記様式によらなければならない。 

２ 条例第３条第５号の市長が定める書類は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 定款，寄附行為，規約その他これらに類する書類 

(２) 法人にあっては，当該法人の登記事項証明書（地方自治法第２６０条の２第１項の認可

を受けた地縁による団体にあっては，同条第１２項の証明書） 

(３) その他市長が必要と認める書類 
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（協定の締結事項） 

第５条 条例第８条第４号の市長が必要と認める事項は，次に掲げるとおりとする。 

(１) 事業報告に関する事項 

(２) 関係法令等の遵守に関する事項 

(３) 管理上発生する責任分担に関する事項 

(４) 事故発生時の報告等に関する事項 

(５) 管理業務の委託の禁止等に関する事項 

(６) 指定の取消し等に関する事項 

(７) 損害賠償に関する事項 

(８) 利用料金に関する事項 

(９) その他市長が必要と認める事項 

附 則 

この規則は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年１１月５日規則第８８号） 

この規則は，公布の日から施行する。 
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別記様式（第４条関係）別記様式（第４条関係）別記様式（第４条関係）別記様式（第４条関係）    

 

函館市指定管理者指定申請書 

年   月   日 

 

函館市長  様 

 

所在地または代表者の住所 

申請者  名称 

代表者の氏名         印 

電話    －    － 

 

（公の施設の名称）の指定管理者の指定を受けたいので申請します。 

添付書類 

１ 申請の資格を有していることを証する書類 

２ 定款，寄附行為，規約その他これらに類する書類 

３ 法人にあっては，当該法人の登記事項証明書（地方自治法第２６０条の２第１項の 

認可を受けた地縁による団体にあっては，同条第１２項の証明書） 

４ 事業計画書 

５ 施設の管理に係る収支計画書 

６ この申請をする日の属する事業年度の収支予算書および事業計画書ならびに前事業 

年度の収支計算書および事業報告書 

７ 営利を目的とする法人にあっては，この申請をする日の属する事業年度の収支予算 

書および事業計画書ならびに直前３年の各事業年度の収支決算書および事業報告書な 

らびに法人市民税の納税を証する書類 

８ その他市長が必要と認める書類 
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（参考６）（参考６）（参考６）（参考６）    

 

函館市指定管理者候補者選定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 本市における指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項に規定する指定管理者。以下同じ。）の候補者の選定について，公平かつ適正に実施す

るため，函館市指定管理者候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 選定委員会は，指定管理者を指定しようとする公の施設を所管する部局長（以下「所管

部局長」という。）からの申出により，事業計画書その他の書類を審査し，その公の施設

の条例の目的を達成するために最も適切な管理を行うことができると認める団体を指定

管理者として選定する。 

（組織） 

第３条 選定委員会は委員長，副委員長および委員をもって組織する。 

２ 委員長は外部の識見を有する者（以下「外部委員」という。）のうち委員の互選により１人

を定め，副委員長は総務部長をもって充て，委員は財務部長および外部委員（委員長に定めら

れた者を除く。）をもって充てる。 

３ 外部委員は５人以内とし，その任期は，２年以内とする。ただし，当該委員が欠けた場合に

おける補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

４ 外部委員は，再任されることができる。 

（委員長および副委員長） 

第４条 委員長は，委員会を総理し，会務を代表する。 

２ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が定めた者が

その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 選定委員会の会議は，委員長が招集する。 

２ 委員長は，会議の議長となる。 

３ 会議は，選定委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

（庶務） 

第６条 選定委員会の庶務は，総務部行政改革課において処理する。 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか，選定委員会の運営に関し，必要な事項は，委員長が別に

定める。 

附 則 

この要綱は，平成１６年５月２１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成１７年１０月１７日から施行する。 
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附 則 

この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成１９年５月１６日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２１年７月９日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２３年６月２１日から施行する。 
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３３３３    指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度の全般的な監査結果の全般的な監査結果の全般的な監査結果の全般的な監査結果    

  

（１）指定管理（１）指定管理（１）指定管理（１）指定管理者者者者制度制度制度制度の原則の原則の原則の原則公募について公募について公募について公募について    

「指定管理者制度」創設の本旨は、公の施設に係る管理主体の範囲を民間事業

者等にまで広げ、民間部門の能力やノウハウを幅広く活用し、市民サービスの向

上や行政コストの削減等を図ることを目的としている。 

 

函館市の指定管理者制度導入施設における公募施設は、詳細については後述し

ているところであるが、５５３施設（市営住宅等７８施設、都市公園３５４施設

を含む。）中、６５施設１１．８％（Ｈ２８年４月１日現在）に過ぎない。 

特例措置施設（非公募施設）については、取扱要綱４（４）候補者の選定に係

る特例措置として定められ「特に必要があると認められるとき」とされている。 

  その条件のうち、 

① 施設設置時の経緯などから特定の者を指定する必要がある施設  

② 市の政策推進上の観点、又は経済合理性、その他特段の事由により、 

特定の者を指定する必要がある施設 

 について検討した。 

現在、函館市が出資した一般財団、公益団体が特例措置施設の指定管理者とな

っている場合が多い。 

それぞれの特例措置施設についての詳細は後述しているところであり、ここで

は全般的な事項を述べるにとどめる。 

 

①について、選定理由に過去の経験、過去の実績という理由が多いが、指定管

理者制度が創設される以前の管理は、その団体に限られ運営されてきた経緯もあ

り、他の法人、団体が管理した実績はない。そのことを理由に特定措置施設とす

ること、更に、指定管理事業の内容では、事務管理以外の業務部分が委託事業と

なっているほか、独自の自主事業もない状況では、過去の状況の継続となり指定

管理者制度の趣旨たる「民間部門の能力やノウハウを幅広く活用し、市民サービ

スの向上や行政コストの削減等を図る」から離れるところとなる。 

また、①②共通ではあるが、各団体の公益性の維持、経営基盤や雇用等、市の

政策、その他特段の事由などが理由とされるところであるが、各団体は目的に沿

った様々な事業を推進し、市や関係団体と連携等を図り、独自の事業をはじめ、

函館市からの受託事業、事業補助があるほか、団体運営費補助が支出されている

場合もある。 

また、一部の特例措置施設においては、施設の管理代行に係る業務のほか、事

業に要する費用を含めた指定管理委託料の算定が協議されていることが多いが、

業務内容や積算根拠の妥当性を明確にするとともに透明性を確保し、適正に指定

管理委託料を積算しなければ、指定管理者制度の創設趣旨、原則公募による制度

の根幹が揺らぐこととなる。 

監査内容においては、公の施設の設置条例と指定管理業務の内容の整合性に疑
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問がある場合や、公募施設における人件費の積算は職務内容や役職、就業形態ご

とに人件費単価を設定し詳細な積算を行っているにもかかわらず、一部の特例措

置施設では、同じ人件費単価を用いている場合が見られる。 

特例措置施設についても公募施設の指定管理委託料の積算方法と同様の考え

方に基づき積算しなければ、指定管理者制度の透明性、公平性、行政コストの見

直しに反することとなることから、特に、特例措置施設の指定管理委託料の積算

に当たっては、厳密に行ってもらいたい。【意見】【意見】【意見】【意見】 

 

公募施設における全般的な事項として、まず、各施設の経年数が高く、設置時

と現在では市民ニーズ、経済状況、人口構成など大きく変化している。 

函館市において、「今後の公共施設のあり方に関する基本方針」が示され、「取

り組みの３つの柱」として、 

① 施設機能の最適化「設置意義の検討（機能の必要性の検討）」 

② 施設数の適正化「施設処分の検討」 

③ 管理運営方法の最適化「効率的な管理運営方法の検討」 

 を設定し、今後の基本的な方向性を検討しているところであるが、今後の検討

においては、設置目的や施設が行う事業など設置条例の見直しも含め検討を願

いたい。【意見】【意見】【意見】【意見】    

 

公の施設は設置条例により、その設置目的や行う事業を定めているが、貸室

など同様の機能を有する施設が近隣に重複することとなり、公の施設の統廃合

を進めるうえでも、設置目的や事業のほか目的外使用の範囲などについて見直

しを図ることにより、指定管理者制度への参入障壁を縮小し、指定管理者を希

望する民間事業者を増やし競争を促すことで、民間事業者の持つ能力やノウハ

ウを幅広く活用でき、結果として、市民サービスの向上や行政コストの削減等

を図る指定管理者制度の目的にも合致することとなる。 

特に、設置条例に施設が行う事業が規定されてる場合、指定管理者は当該事

業を実施することが可能な事業者に限られることとなり、事業者にとって大き

な参入障壁となることから、特例措置の見直しの際は、施設が行う事業の規定

を設けることの是非について慎重な検討をしてもらいたい。【意見】【意見】【意見】【意見】    

 

次に、指定管理事業における自主事業であるが、自主事業は指定管理事業者

が当該施設の設置条例に基づき、自らの責任において事業を行い、民間事業者

の能力やノウハウを幅広く活用し、市民サービスの向上や行政コストの削減等

を図ることにある。 

函館市における指定管理者の自主事業に関しては、前述のほか、施設利用者

の利便性向上のため自動販売機を設置している施設が多いが、指定管理者と自

動販売機設置者が異なっている場合がある。 

一部の施設における自動販売機の設置については、設置者選定の公平性・透

明性を図るとともに、設置者参入の機会拡大や財産の有効活用による自主財源
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確保のため、公募を行い、設置個所について賃貸借契約を締結しているが、そ

の他の施設においては、ほぼ従前と同じ設置業者と随意契約が行われている。 

公の施設の管理、市民サービスの見直しという観点からは、施設の管理代行

を行わせるという指定管理者制度の主旨に照らし、当該施設に設置する自動販

売機からの収益は、施設利用者に対するサービスとして還元すべきであり、ま

た指定管理事業者は施設運営リスクに備えることができ、結果として市民サー

ビスの向上、コスト削減に繋がることから、指定管理者制度導入施設への自動

販売機の設置については、指定管理者の自主事業として運用するよう見直しを

図ってもらいたい。【意見】【意見】【意見】【意見】 

 

（２）指定管理（２）指定管理（２）指定管理（２）指定管理者者者者制度による市民サービスの向上、行政コスト削減について制度による市民サービスの向上、行政コスト削減について制度による市民サービスの向上、行政コスト削減について制度による市民サービスの向上、行政コスト削減について    

指定管理者制度の主旨である市民サービスの向上、行政コスト削減について

は、次の点について検討を要する。    

 

①①①①    指定管理業務指定管理業務指定管理業務指定管理業務におけるにおけるにおけるにおけるモニタリングについてモニタリングについてモニタリングについてモニタリングについて    

現在、函館市においては、公の施設の管理について積極的に指定管理者制

度の導入を図ってきたところである。    

指定管理者制度は、公の施設運営を複数年にわたって民間の団体等に委 

ねることから、継続的にその状況を把握し、必要な指導や指示等を行い、多

様化するニーズ対応しながら、施設の適正な管理運営を図っていく必要があ

る。    

そこで「モニタリング」により、指定管理者による管理運営が、協定書や

管理業務処理要領などに沿って適切に履行されているかを継続的に確認・評

価し、必要に応じ改善に向けた指示や是正を行っている。    

「モニタリング」については、「指定管理者制度におけるモニタリングに

関する指針（平成２１年５月１日総務部長決済）」（Ｐ４３参照）により共通

の基準を定め、指定管理者による適正な管理運営とサービスの向上を図るこ

ととしている。    

モニタリングの内容、評価については、函館市ＨＰにて公表されていると

ころである。    

評価については、年次報告、定期報告書又は業務日報により、指定管理者

が行う自己評価、市（施設管理部局）が行う実績評価が行われているが、一

部の施設において市の指針に示す実地調査を実施せずに、指定管理者から提

出された報告書を基に評価を行っている事例が見られた。    

また、評価内容においても、利用者が年々減少している場合や、まったく

自主事業がなく、利用者増加策や収益改善の努力が客観的に認められないに

も関わらず、業務の履行状況、サービスの質、経営状況などについて指定管

理者の自己評価で「Ａ」評価（協定書を遵守し、事業計画及び仕様書の水準

以上がなされている）の判定を行っており、さらに市の評価でも何ら指示、

指導もなく「Ａ」評価の判定がなされている場合がある。 



42 

指針において実地調査は、現地での業務の遂行状況について確認し、指定

管理者の自己申告情報である事業報告書の信頼性の確保とともに次の効果、 

ア 事業報告書では見えない問題点を確認し、改善につなげることが

可能 

イ 指定管理者と問題点を共有することで、継続的な業務改善への取

り組みが可能 

ウ 次回の指定管理者選定時における効果的な評価のポイントを把握

できる 

エ 指定管理者である事業者の倒産や指定の取り消しにより、市が直

営で行う必要となった場合に速やかに事業を引き継ぐことができる 

が期待できるとしているところであり、実績評価にあたっては、必ず実地調

査によるモニタリングを実施し、指針の厳格な運用を行ってもらいたい。【意【意【意【意

見】見】見】見】 

 

②②②②    自主事業自主事業自主事業自主事業のののの取扱いとモニタリング取扱いとモニタリング取扱いとモニタリング取扱いとモニタリング    

    現在の函館市ＨＰに掲載されているモニタリングの結果においては、協定

書において自主事業を行うとされ、自主事業が「有」と表示されているにも

かかわらず、収支実績には自主事業の結果が反映されていないケースや内容

が表記されず、事業実態が表面に現れない処理がされている場合がある。 

    また、自主事業と指定管理者の事業の区分が明確に認識されておらず、指

定管理者の事業収入として処理されている場合もある。 

このように、自主事業の範囲や収支の計上方法が明確に区分、認識され

ない状況では、 

     ① 自主事業の範囲や収支状況が公表されない場合、他の事業者が指定

管理者として参入するための適切な判断が出来ないこととなる。 

② 自主事業に係る収入および経費が、指定管理業務に係る会計区分で

はなく、指定管理者自身の会計区分で経理されている場合、モニタリ

ングによる適切な評価を行うことはできず、指定管理業務で得られた

利益を用いて、自主事業を実施することも可能なため、見方によって

は、自主事業に要する経費を利用料金や指定管理委託料を自主事業に

流用しているにも関わらず、市民サービスへの還元や行政コストの削

減に結びついていないこととなる。 

     ③ 指定管理者が、公の施設内に指定管理業務以外の用途で事務所を置

いている場合に当該事務所に係る使用料等を減免しているケースが

あるが、公の施設内で行う自主事業の利益が指定管理者自身の収入と

なり施設利用者に還元されていない場合、当該事務所に係る使用料等

を減免していることに疑問があり、適切に使用料等を徴収するべきで

あると考える。    

今後の対応として、自主事業の範囲や収支の計上方法や公表の基準を明確

に定め、統一した取り扱いを行うべきである。【指摘】【指摘】【指摘】【指摘】    



43 

 指定管理者制度におけるモニタリングに関する指針指定管理者制度におけるモニタリングに関する指針指定管理者制度におけるモニタリングに関する指針指定管理者制度におけるモニタリングに関する指針                                                        （参考７）（参考７）（参考７）（参考７）    

    

モニタリングの方法モニタリングの方法モニタリングの方法モニタリングの方法    

        各種報告書、実地調査、管理運営に関する評価等によりモニタリングを行い、改善すべき事

項が認められたときは、市から指定管理者に対し必要な指示等を行うものである。 

 

 １１１１    各種報告等によるモニタリング各種報告等によるモニタリング各種報告等によるモニタリング各種報告等によるモニタリング    

     指定管理者は、事業報告書、定期報告書、業務日報などにより、日常的・定期的に行う業務

の状況を記録することにより、施設の管理運営状況、経営状況等を把握するとともに自己評価

し、課題の迅速な改善に努めるものである。 

  市は、事業計画書、協定書および管理業務処理要領（業務仕様書）等に基づき、指定管理者

が適正な管理運営を行っているかについて、事業報告書、定期報告書、業務日報などの各種報

告書により、その内容を確認するとともに、定期的に実地調査を行い、改善が必要な場合は改

善等の指示を行うものとする。 

  また、指定管理者は、利用者ニーズの把握やサービス向上のため、利用者アンケート調査を

実施しなければならない。 

 

（１）事業報告書（年次） 

  指定管理者は、地方自治法第２４４条の２第７項の規定に基づき毎年度終了後、４月末まで

に、市へ事業報告書を提出しなければならない。 

  ≪事業報告書に記載すべき主な内容≫ 

   ア 事業計画書、協定書および管理業務処理要領（業務仕様書）に基づく実施状況 

   イ 自主事業実施状況 

   ウ 事業収支状況 

   エ 施設利用状況（利用者数（月別、年齢別、男女別など）、利用率、稼働率） 

   オ 事故発生状況、クレーム処理（件数、内容） 

   カ 市民満足度調査、市民ニーズ把握実施状況 など 

   キ 団体の経営状況を確認できる財務諸表（貸借対照表、損益計算書など） 

  市は、事業報告書への記載を求める内容や様式について、協定書に添付する管理業務処理要

領（業務仕様書）に位置づけ明確にしておかなければならない。 

 

 （２）定期報告書（四半期、半期など） 

  市は、施設の性格や規模などにより、定期的に管理状況を確認することが必要な事項につい

ては、管理業務処理要領（業務仕様書）に位置づけ、指定管理者へ定期報告書の提出を求める

ものとする。 

  この場合、定期報告書の作成が、指定管理者の過度な業務負担にならないよう報告書に求め

る内容等を適切に選択するとともに報告書の作成自体が目的とならないよう指定管理者が主

体的に取り組みができるよう留意する。 
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（３）業務日報（月報） 

  指定管理者は、日常的・定期的に行う施設の清掃、機器の点検、安全対策のほか、施設の利

用状況や苦情・事故等の対応状況、使用料の収納状況などについて業務日誌等に記録すること

により、日々の管理業務の実施状況や施設の利用状況を把握し業務が適正に履行されているか

どうか確認することができるとともに、評価することによって、新たな課題などへの迅速な対

応に役立てるものとする。 

  なお、市への提出については、施設の性格や規模などにより判断するものとし、その内容や

提出期日等については管理業務処理要領（業務仕様書）に位置づけ、業務日報等の提出を求め

るものとする。 

 

 ２２２２    実地調査によるモニタリング実地調査によるモニタリング実地調査によるモニタリング実地調査によるモニタリング    

  市は、事業報告書および定期報告書等の書類による確認とともに、定期的に実地調査を行い、

現地での業務の遂行状況について確認を行うものとする。 

  また、実地調査の実施によって、指定管理者の自己申告情報である事業報告書の信頼性の確

保とともに、以下の効果が期待できる。 

   ・事業報告書では見えない問題点を確認し、改善につなげることが可能 

   ・指定管理者と問題点を共有することで、継続的な業務改善への取り組みが可能 

   ・次回の指定管理者選定時における効果的な評価のポイントを把握できる 

   ・指定管理者である事業者の倒産や指定の取消しにより市が直営で行う必要となった場合

に速やかに業務を引き継ぐことができる 

 

 ３３３３    利用者アンケートの実施利用者アンケートの実施利用者アンケートの実施利用者アンケートの実施    

利用者の意見や要望を把握するため、当該施設において提供されるサービスに関する利用者

アンケートを実施することとする。 

指定管理者は利用者に対するアンケート用紙を作成し、施設内に回収箱を設置するなどして

回収することとする。なお、施設の性格や設置目的等により実施することが困難な場合は市（施

設設置担当課）と協議の上、省略することができる。 

アンケート結果については、管理業務に反映させるよう努めるとともに、市への報告を求め

るものとする。 

※紙ベースによるアンケート調査を省略する場合であっても利用者に対する聞き取り調査

やインターネット利用等によるアンケート等極力利用者ニーズの把握に努めること。 

 

≪主なモニタリング事項≫ 

・事業報告書、定期報告書に基づく実地確認 

・管理の基準（開館時間、休館日） 

・使用許可（申請書受付、許可） 

・使用料収入管理（徴収、減免） 

・委託事業 
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・施設の維持管理（施設の保全、清掃、機器点検、安全対策、備品の購入保管） 

・実施体制（職員の配置、職員の接客） 

・団体の経営状況 

・その他協定書および業務処理要領（業務仕様書）に基づく業務履行状況の確認 

・トラブル発生時の随時調査 

・指定管理者との定期的なミーティングの実施など 

 

  管理運営状況の評価管理運営状況の評価管理運営状況の評価管理運営状況の評価    

１１１１    管理業務の評価管理業務の評価管理業務の評価管理業務の評価    

  （１）指定管理者が行う自己評価 

  指定管理者は、毎年度終了後に事業報告書の作成と同時に自己評価を行い、市に提出するも

のとする。 

 

  （２）市（施設管理部局）が行う実績評価 

  市は、指定管理者から提出された事業報告書および自己評価に基づき、指定管理者に対する

実績評価を行い、指定管理者へ通知するものとする。 

 

 ２２２２    評価の公表評価の公表評価の公表評価の公表    

  指定管理者が行う管理業務の透明性向上や施設設置者としての説明責任を果たす必要があ

ることから、業務の内容や実績評価等について指定管理者業務実績シートを作成し、毎年度６

月末までに施設所管部においてホームページ上で公表する。 

 

指導および処分指導および処分指導および処分指導および処分    

        市は、モニタリングの実施結果を踏まえ、地方自治法第２４４条の２第１０項の規定に基づ

き、指定管理者に対し必要な指示を行うとともに、指定管理者がその指示に従わず管理を継続

することが適当でないと認めるときは、同条２第１１号の規定に基づき指定の取り消しなどを

命ずるものである。 

 

 １１１１    指定管理者への指示指定管理者への指示指定管理者への指示指定管理者への指示    

        市は、モニタリングの結果、実施状況が事業計画や収支計画と大きく乖離している場合や自

主事業が実施されていない場合、利用者数が著しく減少している場合など必要に応じ、指定管

理者へ口頭や文書により期限を定め改善等の指示を行うものとする。 

  指示した内容や相手などについては、詳細に記録し、後日改善された内容等を確認、記録す

るものとする。 

 

 ２２２２    指定の取り消し等指定の取り消し等指定の取り消し等指定の取り消し等        

        市は、指定管理者が指示に従わないときや指定管理者による管理を継続することが適当でな

いと認めるときは、指定の取り消しや期間を定めて管理の業務の全部または一部の停止を命ず 

 



46 

 

ることができる。（地方自治法第２４４条の２第１１項） 

 管理を継続することが適当でない事由として、次のようなものが考えられる。 

 （１）設置条例および設置条例施行規則または協定に違反したとき 

 （２）函館市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第４条に規定する指定管

理者となることができない団体となったとき 

 （３）函館市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則第３条第１項に

規定する申請の資格を失ったとき 

 （４）管理業務が行われないとき 

 （５）組織的な違法行為が行われていた場合など、管理業務を継続させることが社会通念上

著しく不適当と判断されるとき 

 （６）指定管理者の経営状況が著しく悪化し、改善される見込みがないとき 

 （７）自らの責めに帰すべき事由により協定の解除の申出があったとき 

 

    本指針の運用本指針の運用本指針の運用本指針の運用    

本指針は、指定管理者制度を導入する全ての施設について適用する。ただし、すでに指定管

理者と協定を締結し管理運営をしている施設については、定期報告書の提出や自己評価の実施

を協定書等で明記していない場合があるため、指定管理者に本指針の趣旨を十分説明し、協議

のうえ実施することとする。 

 

【参考【参考【参考【参考    法令等抜粋】法令等抜粋】法令等抜粋】法令等抜粋】    

 

   地方自治法 

   （公の施設の設置、管理及び廃止） 

   第２４４条の２ 

   ７  指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し 

事業報告書を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しな 

ければならない。 

   １０ 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管 

理の適正を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状 

況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることがで 

きる。 

   １１ 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該 

指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指 

定を取り消し、又は、期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ず 

ることができる。 
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   平成１５年７月１７日付け総務省自治行政局長通知 

   ３ 適正な管理の確保等に関する事項 

   （１）「事業報告書」においては、管理業務の実施状況や利用状況、料金収入の 

     実績や管理経費等の収支状況等、指定管理者による管理の実態を把握するた 

めに必要な事項が記載されるものであること。（第２４４条の２第７項関係） 
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●　指定管理者制度におけるモニタリングの流れ●　指定管理者制度におけるモニタリングの流れ●　指定管理者制度におけるモニタリングの流れ●　指定管理者制度におけるモニタリングの流れ

●　利用者アンケート結果の報告 ●　実地調査(定時、随時）

●　利用者アンケートの実施

●　事業報告者、定期報告書などの提出

（年間、半期、四半期、月間、随時）

●　事業報告書、定期報告書などに

よる確認

施設利用者施設利用者施設利用者施設利用者

指定管理者指定管理者指定管理者指定管理者

　業務内容や実績評価等の公表　業務内容や実績評価等の公表　業務内容や実績評価等の公表　業務内容や実績評価等の公表

　（業務実績シートの作成・公表）　（業務実績シートの作成・公表）　（業務実績シートの作成・公表）　（業務実績シートの作成・公表）

　　　　自己評価自己評価自己評価自己評価

　（評価シートの作成）　（評価シートの作成）　（評価シートの作成）　（評価シートの作成）

　　　　指定管理者の実績評価指定管理者の実績評価指定管理者の実績評価指定管理者の実績評価

　（評価シートの作成）　（評価シートの作成）　（評価シートの作成）　（評価シートの作成）

改善等の指示

※　※　※　※　指示等に従わない場合や管理継続するこ

とが適当でないと認められる場合

※　※　※　※　モニタリングの結果により必要な場合

市（所管部局）市（所管部局）市（所管部局）市（所管部局）
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●　評価基準及び総合評価基準●　評価基準及び総合評価基準●　評価基準及び総合評価基準●　評価基準及び総合評価基準

　１　業務の履行状況及びサービスの質の状況　１　業務の履行状況及びサービスの質の状況　１　業務の履行状況及びサービスの質の状況　１　業務の履行状況及びサービスの質の状況

　評価基準　評価基準　評価基準　評価基準

評価

Ａ 協定書を遵守し、事業計画及び仕様書の水準以上がなされている

Ｂ 協定書を遵守し、事業計画及び仕様書通り行われている

協定書を遵守しているが、事業計画及び仕様書の水準をやや満たしておらず

課題がある。

Ｄ 協定書や事業計画書に不履行があり、または業務水準を満たしていない

　総合評価基準　総合評価基準　総合評価基準　総合評価基準

評価

Ａ 評価項目がすべてＢ以上であり、かつＡが5割以上である

Ｂ 評価項目がすべてＢ以上である

Ｃ 評価項目がすべてＣ以上である

Ｄ 評価項目にＤがある

　２　団体の経営状況　２　団体の経営状況　２　団体の経営状況　２　団体の経営状況

　総合評価基準　総合評価基準　総合評価基準　総合評価基準

評価

Ａ 事業収支、経営状況に問題はない

Ｂ 事業収支、経営状況の今後に注意を要する

Ｃ 事業収支、経営状況に早急な改善を要する

Ｃ

評 価 基 準

評 価 基 準

評 価 基 準
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ⅢⅢⅢⅢ    公の施設及び指定管理者について公の施設及び指定管理者について公の施設及び指定管理者について公の施設及び指定管理者について    

        

    １１１１    公の施設及び指定管理事業の状況公の施設及び指定管理事業の状況公の施設及び指定管理事業の状況公の施設及び指定管理事業の状況    

        ※※※※    自主事業収入は、モニタリング評価結果（平成２７年度）による自主事業収入は、モニタリング評価結果（平成２７年度）による自主事業収入は、モニタリング評価結果（平成２７年度）による自主事業収入は、モニタリング評価結果（平成２７年度）による    

    

平成28年度～ 有

平成32年度 記載なし

平成26年度～

平成28年度

平成27年度～ 有

平成31年度 445

平成24年度～ 有

平成28年度 記載なし

平成24年度～ 有

平成28年度 記載なし

平成24年度～ 有

平成28年度 91

平成28年度～

平成32年度

平成25年度～

　平成29年度

平成27年度～ 有

平成29年度 記載なし

平成25度～ 有

平成29年度 記載なし

平成24年度～ 有

平成28年度 記載なし

平成27年度～ 有

平成31年度 記載なし

平成27年度～ 有

平成29年度 記載なし

平成24年度～ 有

平成28年度 記載なし

平成24年度～ 有

平成28年度 記載なし

自主事業自主事業自主事業自主事業

の有無の有無の有無の有無

15 函館市産業支援センター 経 済 部

公益財団法人函館地域産業振

興財団

平成18年 公募

14

函館市勤労者総合福祉センター

（ｻﾝ･ﾘﾌﾚ函館）

経 済 部

公益社団法人函館市シルバー

人材センター

平成18年 公募

13 函館市日乃出いこいの家 環 境 部 函館市日乃出町会 平成18年 非公募

12

函館市児童館（美原、昭和、神

山）

子 ど も

未 来 部

学校法人野又学園 平成27年 公募

11 函館市根崎生活館

子 ど も

未 来 部

社会福祉法人函館市社会福祉

協議会

平成18年 公募

10 函館市夜間急病センター

保 健

福 祉 部

公益社団法人函館市医師会 平成20年 非公募

有

471

9 函館市総合福祉センター

保 健

福 祉 部

社会福祉法人函館市社会福祉

協議会

平成18年 非公募

谷地頭老人福祉センター

美原老人福祉センター

8

湯川老人福祉センター

保 健

福 祉 部

セントラル警備株式会社 平成25年 公募

7

函館市斎場、函館市戸井斎場、

函館市椴法華斎場、函館市南茅

部斎場

保 健

福 祉 部

株式会社マルゼンシステムズ 平成20年 公募 無

6 梁川公園内交通公園施設 市 民 部 函館中央交通安全協会 平成18年 公募

企 画 部

一般財団法人　函館国際水

産・海洋都市推進機構

平成26年 非公募

5 函館市女性センター 市 民 部 にっぽん生活文化楽会 平成18年 公募

4 函館市消費生活センター 市 民 部

特定非営利活動法人函館消費

者協会

平成18年 公募

3

函館市地域交流まちづくりセン

ター

総 務 部

ＮＰＯサポートはこだて

グループ

平成19年 公募

無2

函館国際水産・海洋総合研究セ

ンター

1 函館市青函連絡船記念館摩周丸 企 画 部

特定非営利活動法人語りつぐ

青函連絡船の会

平成17年 公募

公公公公 募募募募 ・・・・

非非非非 公公公公 募募募募

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名 所管部局所管部局所管部局所管部局 指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

指指指指定定定定 管管管管理理理理

初初初初 年年年年 度度度度

現指定期間現指定期間現指定期間現指定期間

自主事業自主事業自主事業自主事業

収入収入収入収入

（千円）（千円）（千円）（千円）
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（参考資料）（参考資料）（参考資料）（参考資料）    

 

リスク分担リスク分担リスク分担リスク分担

修繕費修繕費修繕費修繕費

その他収入その他収入その他収入その他収入 その他収入その他収入その他収入その他収入 備　品備　品備　品備　品

30,000 21,855 200

0 221 200

0 0 300

0 870 300

620 8,786 200

423 1,694 200

0 0 10

0 0 10

0 0 200

0 1 200

0 0 100

0 92 100

0 0 200

0 861 200

0 200

145 200

0 200

1,392 200

0 200

184 200

0 0 1,000未満

0 0 1,000未満

46,487 184,924

管理上の瑕疵

によるもの

424 2,826

管理上の瑕疵

によるもの

0 0 100

0 0 100

143 134 100

0 1,943 10

0 0

管理上の瑕疵、責任

に帰すべき場合

0 287

管理上の瑕疵、責任

に帰すべき場合

0 0 300

0 72 300

0 0 300

0 0 300

0 指定管理者23,108 5,571 17,537 19,976 7,555 11,128

40,777 2,743 指定管理者50,199 11,767 38,432 52,331 11,441

391 9,740 8,739 1,009 123 規定なし

協議

11,040 10,649

23,413 7,599 31,280 23,351 10,006 0

80 規定なし

30,870

6,190 4,704 1,486 5,809 4,001 1,808

52,509 0 規定なし15,813 44,137 18,587 10,535 145,776

122,097 208,331 69,741 138,590 4,101 指定管理者

58

219,420 97,323

345

指定管理者40,734 15,854 26,135 79

1,294

31,173

0

44,047 54,547

26,915 15,172 14,641

15,477 13,242

90 指定管理者

97,300

89,667 36,814 57,137 90,658 34,962 56,557

2,034 206

委託料で

購入した

ものは市

8,056 6,653 1,403 8,580 6,638

9,760 23,786 12,130 10,150 0 協議

規定なし

15,173 5,413

10,267 1,387 12,090 10,241 1,849 0

73 全て市

11,654

37,398 15,960 22,481 43,403 30,762 21,522

57,288 8,517 全て市82,209 16,677 65,532 77,239 19,973

指定管理者8,800 16,000

初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円） 現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）

収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　出支　　出支　　出支　　出 収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　　　出支　　　　出支　　　　出支　　　　出

貸与備品貸与備品貸与備品貸与備品

以外の帰属以外の帰属以外の帰属以外の帰属

備　品備　品備　品備　品

購入費購入費購入費購入費

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費

人件費人件費人件費人件費

利用料金利用料金利用料金利用料金

委託料委託料委託料委託料

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費

人件費人件費人件費人件費

利用料金利用料金利用料金利用料金

委託料委託料委託料委託料

22,800 10,942 17,117 14,398 49
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平成24年度～ 有

平成28年度 196

平成27年度～

平成29年度

平成27度～ 有

平成29年度 記載なし

平成24年度～ 有

平成28年度 記載なし

平成24年度～ 有

平成28年度 記載なし

平成28年度～ 有

平成32年度 102

平成28年度～ 有

平成32年度 13

平成27度～

平成29年度

平成27度～

平成29年度

平成26年度～

平成28年度

平成28年度～

平成32年度

平成28年度～

平成32年度

平成24年度～ 有

平成28年度 38

平成24年度～ 有

平成28年度 1,423

平成24年度～ 有

平成28年度 2,541

平成24年度～ 有

平成28年度 320

平成27年度～ 有

平成31年度 8

自主事業自主事業自主事業自主事業

の有無の有無の有無の有無

32 函館市東山墓園 土 木 部 株式会社田中潦風園 平成18年 公募

31

函館市恵山シーサイドパークゴ

ルフ場

土 木 部 株式会社桔梗造園 平成18年 公募

30 白石公園 土 木 部 株式会社マルゼンシステムズ 平成18年 公募

29 すずらんの丘公園 土 木 部 株式会社桔梗造園 平成18年 公募

28 空港緑地志海苔ふれあい広場 土 木 部

田中潦風園・道南園芸コン

ソーシアム

平成18年 公募

無27 函館市函館駅前広場駐車場 土 木 部 セントラル警備株式会社 平成17年 公募

26 函館市桟橋駐車場 土 木 部 セントラル警備株式会社 平成18年 公募 無

25 函館市水産物地方卸売市場

農 林

水 産 部

函館魚市場株式会社 平成26年 非公募 無

24 函館市青果物地方卸売市場

農 林

水 産 部

函館青果管理株式会社 平成21年 非公募 無

無23 函館市漁村センター

農 林

水 産 部

函館市漁業協同組合 平成21年 非公募

22 函館市空港ふれあい菜園

農 林

水 産 部

株式会社アキタ 平成16年 公募

21 函館市亀尾ふれあいの里

農 林

水 産 部

トピア米原 平成20年 公募

20 函館市五稜郭観光駐車場 観 光 部 セントラル警備株式会社 平成18年 公募

19

函館市元町観光駐車場

（広場式・立体式）

観 光 部 株式会社マルゼンシステムズ 平成18年 公募

18 函館市旧イギリス領事館 観 光 部

一般社団法人函館国際観光コ

ンベンション協会

平成18年 非公募

17 函館市職業訓練センター 経 済 部 渡島地方技能訓練協会 平成18年 非公募 無

16 はこだてグリーンプラザ 経 済 部

株式会社はこだてティーエム

オー

平成18年 公募

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名 所管部局所管部局所管部局所管部局 指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

指指指指定定定定 管管管管理理理理

初初初初 年年年年 度度度度

現指定期間現指定期間現指定期間現指定期間

公公公公 募募募募 ・・・・

非非非非 公公公公 募募募募
自主事業自主事業自主事業自主事業

収入収入収入収入

（千円）（千円）（千円）（千円）
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リスク分担リスク分担リスク分担リスク分担

修繕費修繕費修繕費修繕費

その他収入その他収入その他収入その他収入 その他収入その他収入その他収入その他収入 備　品備　品備　品備　品

0 0 100

0 196 100

0 0 100

0 0 100

10,537 11,938 100

40,319 42,916 -

0 0 100

0 0 -

0 0 100

0 0 -

2,681 1,023 200

3,747 167 -

0 0 50

0 26 -

0 0 10

0 0 -

0 0 1,000

0 0 1,000

0 0 1,000

0 0 1,000

0 0 100

0 0 100

0 0 100

0 0 100

0 0 300

0 38 300

0 0 300

0 1,423 300

18,552 16,567 300

3,036 2,541 300

0 0 300

0 320 300

0 0 300

0 8 300

0 指定管理者31,843 17,910 13,933 28,330 9,232 18,461

7,210 10

委託料で

購入した

ものは市

12,639 8,693 3,946 12,799 5,901

27,563 19,943 9,977 28,878 0

委託料で

購入した

ものは市

委託料で

購入した

ものは市

17,000 11,025

3,365 33,602 34,098 10,819 24,450 303

272

委託料で

購入した

ものは市

36,967

24,989 3,830 21,159 24,223 8,154 15,822

1,341 0 規定なし3,386 2,207 1,179 3,972 2,631

1,253 2,822 1,802 1,020 0 規定なし

指定管理者

2,817 1,564

14,594 53,062 68,148 14,665 52,334 0

0 指定管理者

67,657

63,000 10,491 52,509 64,525 10,320 54,205

658 72 指定管理者4,554 3,676 878 4,819 4,071

124 2,214 1,474 766 0 指定管理者

指定管理者

724 600

3,898 6,795 4,925 3,140 2,835 0

0

委託料で

購入した

ものは市

4,265

4,368 2,369 1,999 4,460 2,564 1,896

4,773 0

委託料で

購入した

ものは市

11,362 5,640 5,722 11,277 6,538

51,188 0 12,434 43,058 0 規定なし

指定管理者

0 150,016

1,581 2,368 4,250 3,010 1,003 21

0 指定管理者

3,949

9,325 881 8,444 8,537 1,372 6,541

初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円） 現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）

収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　出支　　出支　　出支　　出 収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　　　出支　　　　出支　　　　出支　　　　出

備　品備　品備　品備　品

購入費購入費購入費購入費

貸与備品貸与備品貸与備品貸与備品

以外の帰属以外の帰属以外の帰属以外の帰属

委託料委託料委託料委託料

利用料金利用料金利用料金利用料金

人件費人件費人件費人件費

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費

委託料委託料委託料委託料

利用料金利用料金利用料金利用料金

人件費人件費人件費人件費

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費



54 

 

平成27年度～ 有

平成31年度 20,048

平成26年度～ 有

平成28年度 916

平成27年度～ 有

平成31年度 237

平成26年度～ 有

平成28年度 記載なし

平成28年度～ 有

平成30年度 2,962

平成26年度～

平成29年度

平成28年度～

平成32年度

平成27年度～

平成29年度

平成25年度～ 有

平成29年度 記載なし

平成27年度～

平成29年度

平成28年度～ 有

平成30年度 記載なし

平成27年度～

平成29年度

平成28年度～

平成30年度

平成24年度～ 有

平成28年度 36,759

平成27年度～

平成29年度

平成27年度～

有

平成31年度 記載なし

自主事業自主事業自主事業自主事業

の有無の有無の有無の有無

記載なし

有

49

函館市図書館

（中央図書館１、図書室５（湯

川、旭岡、千歳、港、美原）配

本所１、移動図書館１）

教 育

委 員 会

ＴＲＣ函館グループ 平成27年 公募

48 函館市古部会館ほか

南 茅 部

支 所

古部町内会ほか 平成18年 非公募 無

47

函館市南かやべ保養センター、

函館市ホテルひろめ荘

南 茅 部

支 所

道南温泉株式会社 平成18年 公募

46 函館市ホテル恵風

椴 法 華

支 所

株式会社椴法華振興開発 平成28年 非公募 無

45 函館市元村会館ほか

椴 法 華

支 所

椴法華地区町会連合会 平成21年 非公募 無

44

函館市恵山コミュニティーセン

ター

恵山支所 恵山地区町会連合会 平成22年 非公募

43 函館市日浦会館ほか 恵山支所 恵山地区町会連合会 平成21年 非公募 無

42 函館市恵山海浜公園 恵山支所 恵山地域振興推進協会 平成25年 公募

41 函館市小安中央会館ほか 戸井支所 小安町会ほか 平成18年 非公募 無

無40 港町ふ頭コンテナヤード施設

港 湾

空 港 部

株式会社函館国際貿易セン

ター

平成18年 公募

39 函館市特定公共賃貸住宅等

38 函館市営住宅等

都 市

建 設 部

一般財団法人函館市住宅都市

施設公社

平成18年 非公募

37 函館市熱帯植物園 土 木 部

特定非営利活動法人函館エコ

ロジークラブ

平成18年 非公募

36 都市公園 土 木 部

一般財団法人函館市住宅都市

施設公社

平成18年 非公募

35 五稜郭公園 土 木 部

一般財団法人函館市住宅都市

施設公社

平成26年 公募

34 昭和公園 土 木 部

一般財団法人函館市住宅都市

施設公社

平成26年 公募

33 函館市戸井ウォーターパーク 土 木 部 株式会社吉田事業所 平成19年 公募

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名 所管部局所管部局所管部局所管部局 指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

指指指指定定定定 管管管管理理理理

初初初初 年年年年 度度度度

現指定期間現指定期間現指定期間現指定期間

公公公公 募募募募 ・・・・

非非非非 公公公公 募募募募 自主事業自主事業自主事業自主事業

収入収入収入収入

（千円）（千円）（千円）（千円）
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リスク分担リスク分担リスク分担リスク分担

修繕費修繕費修繕費修繕費

その他収入その他収入その他収入その他収入 その他収入その他収入その他収入その他収入 備　品備　品備　品備　品

29,689 17,400 300

0 23,276 300

0 0 300

0 916 300

0 0 300

0 237 300

0 0 300

0 0 300

0 0 300

3,040 3,025 300

業務処理要領

による

規定なし

業務処理要領

による

規定なし

14,775 14,275 500

0 0 500

0 0 10

0 0 10

0 0 300

7,000 1,188 300

0 0 30

0 1 30

0 0 100

0 6 100

0 0 30

3 83 30

229,064 300

0 300

173,659 197,687 300

62,203 36,759 300

0 0 30

0 1 30

0 0 200

12,972 10,565 200

初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円） 現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）

収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　出支　　出支　　出支　　出 収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　　　出支　　　　出支　　　　出支　　　　出

委託料委託料委託料委託料

利用料金利用料金利用料金利用料金

人件費人件費人件費人件費

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費

委託料委託料委託料委託料

利用料金利用料金利用料金利用料金

人件費人件費人件費人件費

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費

備　品備　品備　品備　品

購入費購入費購入費購入費

貸与備品貸与備品貸与備品貸与備品

以外の帰属以外の帰属以外の帰属以外の帰属

290 指定管理者

27,526

32,000 24,641 37,048 49,676 30,291 56,130

72,165 84,850 11,817 73,271 0 指定管理者

委託料で

購入した

ものは市

84,850 12,685

8,427 19,099 27,975 8,467 20,425 0

0 指定管理者

410,709

56,910 20,529 39,421 56,388 29,006 28,154

310,599 0 指定管理者573,706 283,460 290,246 454,806 144,207

337,242 98 規定なし

0 0

0

94,706 316,003 418,351

0

81,109

0 規定なし

12,960

5,053 1,447 3,606 4,535 1,537 2,998

23,984 0 指定管理者24,253 7,362 31,666 16,300 7,928

4,042 5,479 1,733 3,744 0 規定なし

指定管理者

5,309 1,267

4,720 15,240 13,330 5,051 9,036 169

2,405 0 規定なし5,390 2,880 2,510 7,200 4,801

0 指定管理者

0

79,523 148,122 0 0 0 0

0 規定なし

0

2,669 888 1,784 2,947 982 2,038

8,369 12,725 3,936 8,790 0 規定なし

指定管理者

12,614 4,245

55,428 153,236 0 75,618 174,175 0

275,799 143,856 144,386 275,799 142,195 141,816 15 指定管理者
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平成24年度～

平成28年度

平成27年度～

平成31年度

平成24年度～ 有

平成28年度 記載なし

平成24年度～

平成28年度

平成27年度～

平成31年度

平成24年度～ 有

平成28年度 記載なし

平成27年度～ 有

平成31年度 記載なし

平成27年度～ 有

平成31年度 記載なし

平成27年度～ 有

平成31年度 記載なし

有

平成27年度～ 記載なし

平成29年度 有

552

平成27年度～ 有

平成31年度 記載なし

平成28年度～

有

平成32年度 記載なし

平成27年度～

平成29年度

平成28年度～ 有

平成30年度
―

63 函館市縄文文化交流センター

教 育

委 員 会

一般財団法人道南歴史文化振

興財団

平成28年 非公募

62 函館市南茅部青少年会館

教 育

委 員 会

安浦町内会 平成18年 非公募 無

61

函館市南茅部スポーツセン

ター、函館市南茅部プール、函

館市南茅部運動広場、函館市南

茅部市民庭球場、函館市臼尻ス

キー場、函館市南茅部ふるさと

文化公園

教 育

委 員 会

南茅部地域教育施設等管理共

同企業体

平成20年 公募

60 函館フットボールパーク

教 育

委 員 会

函館地区サッカー協会 平成27年 公募

函館アリーナ 平成27年

59

函館市民会館

教 育

委 員 会

函館市文化スポーツ振興財

団・コナミスポーツ＆ライフ

グループ

平成18年

公募

58 箱館奉行所

教 育

委 員 会

名美興業株式会社 平成22年 公募

57 函館市亀田福祉センター

教 育

委 員 会

特定非営利活動法人ワーカー

ズコープ茜

平成22年 公募

56 函館市青少年研修センター

教 育

委 員 会

ワーカーズコープ茜 平成22年 公募

55 千代台公園弓道場

教 育

委 員 会

函館市弓道連盟 平成18年 公募

54 函館市西桔梗野球場

教 育

委 員 会

函館軟式野球連盟 平成19年 公募 無

53 函館市亀田青少年会館

教 育

委 員 会

一般社団法人はこだて子ども

の広場を創る会

平成18年 公募 無

52 函館市青年センター

教 育

委 員 会

函館市青年サークル協議会グ

ループ

平成18年 公募

函館市亀田公民館

51

函館市公民館

教 育

委 員 会

公益財団法人函館市文化・ス

ポーツ振興財団

平成27年 公募

無50 市立函館博物館（郷土資料館）

教 育

委 員 会

市立函館博物館友の会 平成18年 公募

有

178

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名 所管部局所管部局所管部局所管部局 指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

指指指指定定定定 管管管管理理理理

初初初初 年年年年 度度度度

現指定期間現指定期間現指定期間現指定期間

公公公公 募募募募 ・・・・

非非非非 公公公公 募募募募

自主事業自主事業自主事業自主事業

の有無の有無の有無の有無

自主事業自主事業自主事業自主事業

収入収入収入収入

（千円）（千円）（千円）（千円）
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リスク分担リスク分担リスク分担リスク分担

修繕費修繕費修繕費修繕費

その他収入その他収入その他収入その他収入 その他収入その他収入その他収入その他収入 備　品備　品備　品備　品

0 0 50

0 0 50

790 906 200

74 181 200

633 691 200

37 42 200

0 0 200

0 2,183 200

0 0 200

0 701 200

0 0 100

0 0 100

0 0 50

94 409 50

0 4,039 200

30 997 200

7,254 8,331 200

0 1,037 200

0 59,963 200

0 13 200

0 29,276 800

0 4,358 200

44,992 48,417 800

1,035 590 200

5,644 6,944 200

0 29 200

0 0 100

0 696 -

0 0 10

0 0 10

0 0 200

5,108 0 200

26,950 0 0 0 0 指定管理者

委託料で

購入した

ものは市

46,352 24,510

302 422 655 420 235 0

470 指定管理者

724

42,000 13,413 28,053 42,665 13,920 29,441

14,147 246

委託料で

購入した

ものは市

15,000 7,881 12,763 15,000 6,472

3,368

委託料で

購入した

ものは市

122,675 48,066 120,636 122,674

202,238 160,534 34,656 158,801 2,300

委託料で

購入した

ものは市

委託料で

購入した

ものは市

341,690 139,452

13,744 30,358 0 26,892 37,541 0

333 指定管理者

44,102

26,573 16,596 17,231 26,980 17,701 18,436

51,506 112,183

18,328 389 指定管理者36,960 17,040 19,950 34,900 18,128

1,086 4,942 3,091 1,955 0 指定管理者

指定管理者

3,394 2,402

3,024 3,506 10,769 4,705 6,045 28

235 指定管理者

6,530

15,830 10,688 5,142 15,565 6,698 9,564

19,726 1,534 指定管理者51,215 27,890 23,325 39,694 20,302

897

指定管理者

17,313 12,004 5,979 17,350 11,716 6,348 194

16,575 9,548 7,891 16,538 9,638 7,972

2,136 52 指定管理者

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費

備　品備　品備　品備　品

購入費購入費購入費購入費

貸与備品貸与備品貸与備品貸与備品

以外の帰属以外の帰属以外の帰属以外の帰属

5,796 3,304 2,492 6,722 4,170

委託料委託料委託料委託料

利用料金利用料金利用料金利用料金

人件費人件費人件費人件費

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費

委託料委託料委託料委託料

利用料金利用料金利用料金利用料金

人件費人件費人件費人件費

初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円） 現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）

収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　出支　　出支　　出支　　出 収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　　　出支　　　　出支　　　　出支　　　　出
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有

記載なし

有

記載なし

有

記載なし

有

記載なし

平成27年度～ 有

平成29年度 記載なし

有

記載なし

有

記載なし

有

記載なし

有

記載なし

有

記載なし

自主事業自主事業自主事業自主事業

の有無の有無の有無の有無

73 函館市民プール

72 函館市芸術ホール

71 函館市北洋資料館

70 函館市文学館

69 函館市北方民族資料館

65 千代台公園陸上競技場

68

函館市重要文化財旧函館区公会

堂

教 育

委 員 会

公益財団法人函館市文化・ス

ポーツ振興財団

平成18年 非公募

千代台公園

64 千代台公園野球場

公公公公 募募募募 ・・・・

非非非非 公公公公 募募募募

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名 所管部局所管部局所管部局所管部局 指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

指指指指定定定定 管管管管理理理理

初初初初 年年年年 度度度度

現指定期間現指定期間現指定期間現指定期間

67

66 千代台公園庭球場

自主事業自主事業自主事業自主事業

収入収入収入収入

（千円）（千円）（千円）（千円）
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リスク分担リスク分担リスク分担リスク分担

修繕費修繕費修繕費修繕費

その他収入その他収入その他収入その他収入 その他収入その他収入その他収入その他収入 備　品備　品備　品備　品

0 800

16 200

0 800

669 200

0 800

805 200

0 800

0 200

0 0 800

0 93 200

0 0 800

0 38 200

0 0 800

0 99 200

0 0 800

0 21 200

0 0 800

0 11,350 200

0 0 800

0 10,216 200

199 規定なし208,265 91,943 116,322 210,174 83,421 134,730

152,406 752 規定なし

12,364 21,435 6,366 15,090 42 規定なし

規定なし

20,386 0 規定なし

規定なし

188,132 57,932 130,200 211,822 72,399

22,763 10,399

32,696 19,131 39,069 23,305 15,863 20

189 規定なし

51,827

47,170 22,545 24,625 46,778 25,606 21,562

65,862 35,663 30,946 471 規定なし

43,415 71,155

55,533 11,618 44,306 1,198

1,535

45,467 23,864 21,603 48,605 28,312

16,798 4,555

114,570

0

初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円）初年度収支計画　（千円） 現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）現年度収支実績　　（千円）

収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　出支　　出支　　出支　　出 収　　入収　　入収　　入収　　入 支　　　　出支　　　　出支　　　　出支　　　　出

規定なし

12,286 0 規定なし

0

12,719 3,506 9,986

委託料委託料委託料委託料

利用料金利用料金利用料金利用料金

人件費人件費人件費人件費

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費

委託料委託料委託料委託料

利用料金利用料金利用料金利用料金

人件費人件費人件費人件費

その他その他その他その他

経　費経　費経　費経　費

備　品備　品備　品備　品

購入費購入費購入費購入費

貸与備品貸与備品貸与備品貸与備品

以外の帰属以外の帰属以外の帰属以外の帰属
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２．候補者の募集および選定２．候補者の募集および選定２．候補者の募集および選定２．候補者の募集および選定    

   

  候補者の募集および選定については、次の流れにより選定される。 

 

 

　＜公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱＞

 指定管理者制度導入に

あたっての検討の視点

候補者を選定することができる

一定の場合に、特例措置により

公の施設

民営化

直営

　一施設ごと公募（原則）　

　条件付き募集（特例）　

　事務所所在地の制限

老朽化・類似施設について、

利用実績・効率性などを検証

指定管理者制度

（一定の場合に、付すことができる）

 ＜今後の公共施設のあり方に関する基本方針＞

＜函館市行財政改革プラン２０１２＞

その他

無し（原則）

有り（特例）

市の出資団体等

統廃合
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（１）直営施設の制度導入（１）直営施設の制度導入（１）直営施設の制度導入（１）直営施設の制度導入    

 

        ①①①①    直営施設の内訳直営施設の内訳直営施設の内訳直営施設の内訳    

平成２８年４月１日現在における函館市の公の施設のうち直営施設は、次のと

おり３６区分１９４施設である。 

 

 ＜直営施設＞＜直営施設＞＜直営施設＞＜直営施設＞    

 

所管部局所管部局所管部局所管部局

施施施施

設設設設

数数数数

直営を選択した理由直営を選択した理由直営を選択した理由直営を選択した理由

理由理由理由理由

内訳内訳内訳内訳

1 函館市臨海研究所 企 画 部 1

　指定管理者制度の導入を検討したが、行政コス

ト削減効果がそれほど期待できないことなどか

ら、Ｈ２８年度からは新たな体制（正規職員を引

きあげ嘱託職員配置）により管理している。現在

用途拡大についての検討をしていることなどか

ら、当面は直営を継続する。

Ｂ

2

はこだて療育・自立支援セン

ター

保 健

福 祉 部

1

　障がい児・者に係る事業所を複数開設してお

り、今後、利用者の支援を一義として運営のあり

方を検討することとしている。

Ｆ

3 函館市総合保健センター

保 健

福 祉 部

1

　夜間急病センターを除き、一体的な施設管理を

行っている。一部の施設については、指定管理者

制度導入の検討を行った経過があるが、行政コス

トの削減効果が期待できないことから断念したと

ころである。現行の管理体制を続け、利用者ニー

ズの変化を捉えながら、管理運営の効率化を図っ

ていく。

Ｂ

4 函館市桔梗福祉交流センター

子 ど も

未 来 部

1

　平成２７年度から試験的に３児童館で指定管理

者制度を導入しており、今後、平成２９年度にそ

の他の児童館への導入について検証する。

Ｆ

5

函館市花園保育園ほか１園

【花園、湯浜】

子 ど も

未 来 部

2

　計画的な民営化や制度導入を検討しているた

め。

Ｆ

6 函館市つつじ保育園

子 ど も

未 来 部

1

　計画的な民営化や制度導入を検討しているた

め。

Ｆ

7 函館市中島児童館ほか２０館

子 ど も

未 来 部

21

　平成２７年度から試験的に３児童館で指定管理

者制度を導入しており、今後、平成２９年度にそ

の他の児童館への導入について検証する。

Ｆ

8 函館市古川母と子の家

子 ど も

未 来 部

1

　平成２７年度から試験的に３児童館で指定管理

者制度を導入しており、今後、平成２９年度にそ

の他の児童館への導入について検証する。

Ｆ

9 函館湯川漁港交流広場

農 林

水 産 部

1

　本施設は、常時の管理を要さず、必要最小限の

維持管理としているため、指定管理者制度になじ

まない。

Ｂ

10 河川 土 木 部 1 　河川法により管理主体が限定されるため。 Ａ

施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名
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 ＜直営施設＞＜直営施設＞＜直営施設＞＜直営施設＞ 

 

所管部局所管部局所管部局所管部局

施施施施

設設設設

数数数数

直営を選択した理由直営を選択した理由直営を選択した理由直営を選択した理由

理由理由理由理由

内訳内訳内訳内訳

11 道路 土 木 部 1 　道路法により管理主体が限定されるため。 Ａ

12

船見町共同墓地ほか８共同墓

地

土 木 部 9

　経費面やサービス面で効果が見込まれない施設

のため。

Ｂ

13

函館市港湾施設

【水域施設、外郭施設、係留

施設、臨港交通施設、荷さば

き施設、旅客施設、船舶役務

用施設、港湾環境整備施設、

港湾管理施設、港湾施設用

地、移動式施設、港湾役務提

供用移動施設、港湾管理用移

動施設】

港 湾

空 港 部

13

　港湾法により国から管理委託を受けている施設

等のため。

Ａ

14 小安共同墓地ほか 戸井支所 7

　経費面やサービス面で効果が見込まれない施設

のため。

Ｂ

15 函館市恵山市民センター 恵山支所 1

　指定管理導入した場合の試算において、コスト

的なメリットはなく、住民サービスについても特

段向上することも見込めないため。

Ｂ

16 函館市恵山福祉センター 恵山支所 1

　指定管理導入した場合の試算において、コスト

的なメリットはなく、住民サービスについても特

段向上することも見込めないため。

Ｂ

17 日浦共同墓地ほか 恵山支所 5

　経費面やサービス面で効果が見込まれない施設

のため。

Ｂ

18 椴法華共同墓地

椴 法 華

支 所

1

　経費面やサービス面で効果が見込まれない施設

のため。

Ｂ

19 函館市港湾施設【椴法華港】

椴 法 華

支 所

1

　港湾法により国から管理委託を受けている施設

等のため、指定管理者制度になじまない。

Ａ

20 函館市灯台資料館

椴 法 華

支 所

1 　平成２８年度から休館 Ｆ

21 古部共同墓地ほか

南 茅 部

支 所

13

　経費面やサービス面で効果が見込まれない施設

のため。

Ｂ

22

根崎公園ラグビー場

根崎公園野球場

根崎公園アーチェリー場

新川公園野球場

教 育

委 員 会

4 　維持管理経費、人件費を抑制できるため。 Ｂ

23

函館市立学校

【小学校４６、中学校２６、

高等学校１、幼稚園２】

教 育

委 員 会

75

　学校教育法により管理主体が限定されているた

め。

Ａ

施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名
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＜直営施設＞＜直営施設＞＜直営施設＞＜直営施設＞ 

 

所管部局所管部局所管部局所管部局

施施施施

設設設設

数数数数

直営を選択した理由直営を選択した理由直営を選択した理由直営を選択した理由

理由理由理由理由

内訳内訳内訳内訳

24 函館市南北海道教育センター

教 育

委 員 会

1

　教育に関する専門的、技術的事項の研究又は教

育関係職員の研修、保健若しくは福利厚生に関す

る施設その他の必要な教育機関であり、制度導入

になじまないため。

Ｄ

函館市戸井西部総合センター

函館市戸井生涯学習センター

函館市戸井総合学習センター

　維持管理経費、人件費を抑制できるため。

函館市椴法華総合センター

函館市南茅部総合センター

　指定管理導入には教育事務所の移転、管理人の

配置等、デメリット要素が多いため。

26 函館市青柳市民庭球場

教 育

委 員 会

1 　維持管理経費、人件費を抑制できるため。 Ｂ

27 市立函館博物館【本館】

教 育

委 員 会

1

　西部地区における総合博物館の整備を検討する

中で、施設の統廃合を検討することとしているた

め、当面は直営を継続。

Ｆ

函館市戸井運動広場

函館市恵山運動広場

函館市恵山総合体育館

　維持管理経費、人件費を抑制できるため。

函館市恵山プール 　廃止の方向【Ｈ２９年度】

29

函館市助産施設

【市立函館病院内】

病 院 局 1

　市民生活に直結し、安定的・公平的な管理運営

が求められる基盤施設のため。

Ｄ

30 市立函館病院 病 院 局 1

　市民生活に直結し、安定的・公平的な管理運営

が求められる基盤施設のため。

Ｄ

31

市立函館恵山病院

市立函館南茅部病院

病 院 局 2

　市民生活に直結し、安定的・公平的な管理運営

が求められる基盤施設のため。

Ｄ

32 市立函館病院高等看護学院 病 院 局 1

　経費面やサービス面で効果が見込まれない施設

のため。

Ｂ

33

水道施設

【貯水施設、取水施設、導水

施設、浄水施設、送水施設、

配水施設】

企 業 局 6

　市民生活に直結し、安定的・公平的な管理運営

が求められる基盤施設のため。

Ｄ

34

温泉供給施設

【源泉、管理施設、導湯施

設、供給関連施設】

企 業 局 4

　市民生活に直結し、安定的・公平的な管理運営

が求められる基盤施設のため。

Ｄ

35

下水道施設

【管渠施設、ポンプ場施設、

処理場施設】

企 業 局 3

　市民生活に直結し、安定的・公平的な管理運営

が求められる基盤施設のため。

Ｄ

36 軌道事業施設 企 業 局 1

　市民生活に直結し、安定的・公平的な管理運営

が求められる基盤施設のため。

Ｄ

施　設　数　合　計施　設　数　合　計施　設　数　合　計施　設　数　合　計 194194194194

Ｂ

Ｂ4

教 育

委 員 会

28

25 5

教 育

委 員 会

施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名
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②②②②    検討の視点検討の視点検討の視点検討の視点    

   （（（（    公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱    

１．指定管理者制度導入にあたっての検討の視点１．指定管理者制度導入にあたっての検討の視点１．指定管理者制度導入にあたっての検討の視点１．指定管理者制度導入にあたっての検討の視点    ））））    

 

全ての公の施設について，下記の項目により，指定管理者制度に移行するか直

営にするかを検討し，該当する施設については，指定管理者制度に移行すること

ができるものと判断し，積極的に取り組むものとする。 

なお，指定管理者制度を導入しようとする場合には，その導入する目的，効果

等を明らかにし，制度導入についての市長決裁（総務部行政改革課合議）を，債

務負担行為の議案提出前までに得ているものとする。 

・ 法律等により，民間事業者等が行うことに明確な制約がない。 

・ 民間事業者等に行わせることにより，市民ニーズにあった開館日や開館時

間の拡大など，サービスの充実や民間事業者等のノウハウの活用が期待でき

る。 

・ 民間事業者等に行わせることにより，行政コストの削減が期待できる。 

・ 民間事業者等が同様または類似するサービスを提供している。 

・ 施設が提供するサービスの専門性や特殊性，施設の規模等を勘案して，民

間事業者等も行うことができる。 

・ 利用料金制を導入することにより，収益が期待できる施設である。 

 

 

③③③③    直営を選択した理由の内訳（合計３６区分１９４施設）直営を選択した理由の内訳（合計３６区分１９４施設）直営を選択した理由の内訳（合計３６区分１９４施設）直営を選択した理由の内訳（合計３６区分１９４施設）                                                

【Ａ】法律等により、民間事業者等が行うことに制約がある。    

                          ・・・５区分９１施設 

【Ｂ】民間事業者等に行わせても、サービスの充実や民間事業者等のノウハウの

活用が期待できない、または行政コストの削減が期待できない。 

                           ・・・１５区分５５施設 

【Ｃ】民間事業者等が同様または類似するサービスを提供していない。 

                           ・・・０区分０施設 

【Ｄ】 施設が提供するサービスの専門性や特殊性、施設の規模等を勘案すると、

民間事業者等が行うことができない。 

                           ・・・８区分１９施設 

【Ｅ】利用料金制を導入しても、収益が期待できない施設である。 

                           ・・・０区分０施設 

【Ｆ】今後、民営化、統廃合または指定管理者制度に移行する予定である。 

                          ・・・８区分２９施設 
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（２）公募施設の募集および選定（２）公募施設の募集および選定（２）公募施設の募集および選定（２）公募施設の募集および選定    

 

    ①①①①    公募施設の内訳公募施設の内訳公募施設の内訳公募施設の内訳    

平成２８年４月１日現在における函館市の指定管理者制度導入施設７３区分

５５３施設（市営住宅等７８施設、都市公園３５４施設を含む。）のうち、公募

による指定管理者制度導入施設は、次のとおり４２区分６５施設（１１．８％）

である。 

なお、公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果（平成２８年

３月 総務省自治行政局行政経営支援室）によれば、平成２７年４月１日現在、

全国の指定管理者制度を導入している市町村の施設（指定都市を除く。）では、

４１．９％の施設で公募による候補者の募集が実施されている。 

 

＜公募施設＞＜公募施設＞＜公募施設＞＜公募施設＞                                                                    平成２８年４月１日現在平成２８年４月１日現在平成２８年４月１日現在平成２８年４月１日現在    

 

平成18年 有 2

12

函館市児童館（美原、昭和、

神山）

子 ど も

未 来 部

学校法人野又学園

314

函館市勤労者総合福祉セン

ター（サン・リフレ函館）

経 済 部

公益社団法人函館市シル

バー人材センター

2

11 函館市根崎生活館

子 ど も

未 来 部

社会福祉法人函館市社会

福祉協議会

平成18年 有 2

平成27年 有

3

1

4谷地頭老人福祉センター

美原老人福祉センター

8

湯川老人福祉センター

保 健

福 祉 部

セントラル警備株式会社 平成25年 有1

1

7

函館市斎場、函館市戸井斎

場、函館市椴法華斎場、函館

市南茅部斎場

保 健

福 祉 部

株式会社マルゼンシステ

ムズ

平成20年 有 1

6 梁川公園内交通公園施設 市 民 部 函館中央交通安全協会 平成18年 有3

3

5 函館市女性センター 市 民 部 にっぽん生活文化楽会 平成18年 有 2

4 函館市消費生活センター 市 民 部

特定非営利活動法人函館

消費者協会

平成18年 有

3

13

函館市地域交流まちづくりセ

ンター

総 務 部

ＮＰＯサポートはこだて

グループ

平成19年 有3

2 1

公公公公 募募募募

回回回回 数数数数

応応応応 募募募募

団団団団 体体体体 数数数数

1

函館市青函連絡船記念館摩周

丸

企 画 部

特定非営利活動法人語り

つぐ青函連絡船の会

平成17年 有 1

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名

所所所所 管管管管

部部部部 局局局局

指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

指指指指定定定定管管管管理理理理

初初初初 年年年年 度度度度

4

事事事事 務務務務 所所所所

所所所所 在在在在 地地地地

のののの 制制制制 限限限限

15 函館市産業支援センター 経 済 部

公益財団法人函館地域産

業振興財団

平成18年 2 有 1
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 ＜公募施設＞＜公募施設＞＜公募施設＞＜公募施設＞ 

 

42 函館市恵山海浜公園 恵山支所 恵山地域振興推進協会 平成25年 有 1

40 港町ふ頭コンテナヤード施設

港 湾

空 港 部

株式会社函館国際貿易セ

ンター

平成18年 有2

1

1

35 五稜郭公園 土 木 部

一般財団法人函館市住宅

都市施設公社

平成26年 有 2

34 昭和公園 土 木 部

一般財団法人函館市住宅

都市施設公社

平成26年 有1

1

4

33 函館市戸井ウォーターパーク 土 木 部 株式会社吉田事業所 平成19年 有 1

32 函館市東山墓園 土 木 部 株式会社田中潦風園 平成18年 有3

3

2

31

函館市恵山シーサイドパーク

ゴルフ場

土 木 部 株式会社桔梗造園 平成18年 有 3

30 白石公園 土 木 部

株式会社マルゼンシステ

ムズ

平成18年 有3

3

2

29 すずらんの丘公園 土 木 部 株式会社桔梗造園 平成18年 有 3

28 空港緑地志海苔ふれあい広場 土 木 部

田中潦風園・道南園芸コ

ンソーシアム

平成18年 有3

3

4

27 函館市函館駅前広場駐車場 土 木 部 セントラル警備株式会社 平成17年

無

（注1）

1

26 函館市桟橋駐車場 土 木 部 セントラル警備株式会社 平成18年

無

（注1）

4

4

1

22 函館市空港ふれあい菜園

農 林

水 産 部

株式会社アキタ 平成16年 有 14

函館市五稜郭観光駐車場 観 光 部 セントラル警備株式会社 平成18年 3 有 2

21 函館市亀尾ふれあいの里

農 林

水 産 部

トピア米原 平成20年 有 13

20

16 はこだてグリーンプラザ 経 済 部

株式会社はこだてティー

エムオー

平成18年 2 有 1

19

函館市元町観光駐車場

（広場式・立体式）

観 光 部

株式会社マルゼンシステ

ムズ

平成18年 3 有 2

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名

所所所所 管管管管

部部部部 局局局局

指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

指指指指定定定定管管管管理理理理

初初初初 年年年年 度度度度

公公公公 募募募募

回回回回 数数数数

事事事事 務務務務 所所所所

所所所所 在在在在 地地地地

のののの 制制制制 限限限限

応応応応 募募募募

団団団団 体体体体 数数数数
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＜公募施設＞＜公募施設＞＜公募施設＞＜公募施設＞ 

 

58 箱館奉行所

教 育

委 員 会

平成18年

平成27年

161

函館市南茅部スポーツセン

ター、函館市南茅部プール、

函館市南茅部運動広場、函館

市南茅部市民庭球場、函館市

臼尻スキー場、函館市南茅部

ふるさと文化公園

教 育

委 員 会

南茅部地域教育施設等管

理共同企業体

平成20年 有3

60 函館フットボールパーク

教 育

委 員 会

函館地区サッカー協会 平成27年 有 1

函館アリーナ

1

函館市民会館

名美興業株式会社 平成22年 有

59

教 育

委 員 会

函館市文化スポーツ振興

財団・コナミスポーツ＆

ライフグループ

55 千代台公園弓道場

教 育

委 員 会

函館市弓道連盟

教 育

委 員 会

ワーカーズコープ茜

平成18年 3 有

平成22年56 函館市青少年研修センター 有

57 函館市亀田福祉センター

教 育

委 員 会

特定非営利活動法人ワー

カーズコープ茜

平成22年

2

54 函館市西桔梗野球場

教 育

委 員 会

函館軟式野球連盟 平成19年 有 1

53 函館市亀田青少年会館

教 育

委 員 会

一般社団法人はこだて子

どもの広場を創る会

平成18年 有2

3

52 函館市青年センター

教 育

委 員 会

函館市青年サークル協議

会グループ

平成18年 有 1

函館市亀田公民館

2

教 育

委 員 会

市立函館博物館友の会 平成18年 有2

51

教 育

委 員 会

公益財団法人函館市文

化・スポーツ振興財団

平成27年 有1

函館市公民館

1

1

有 1

3

2

1

3

2

無

（注2）

1

有2

1

1

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名

所所所所 管管管管

部部部部 局局局局

指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

指指指指定定定定管管管管理理理理

初初初初 年年年年 度度度度

公公公公 募募募募

回回回回 数数数数

事事事事 務務務務 所所所所

所所所所 在在在在 地地地地

のののの 制制制制 限限限限

応応応応 募募募募

団団団団 体体体体 数数数数

1有1

1

49

函館市図書館

（中央図書館１、図書室５

（湯川、旭岡、千歳、港、

美原）配本所１、移動図書館

１）

教 育

委 員 会

ＴＲＣ函館グループ 平成27年

47

函館市南かやべ保養セン

ター、函館市ホテルひろめ荘

南 茅 部

支 所

道南温泉株式会社 平成18年

50

市立函館博物館（郷土資料

館）
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（注１） これらの施設は、警備員の配置を要しない機械式による駐車場管理であ

ることから、市内に事業所を限定しないほうが、より競争性が確保され経

費圧縮につながることが期待できるとして、所在地の制限を行っていなか

ったものであるが、市内事業者の育成の観点から、平成２８年度からの指

定管理者業務者の募集にあたっては、事業所所在地を市内に主たる事務所

を有する団体とする項目を設けたところである。 

 

（注２） 平成２６年度以前は直営施設であった中央図書館は、業務の一部につい

て外部委託を行っていたが、平成２７年度からの指定管理者制度導入に伴

い、運営の担い手となりうる市内事業者が、これまで業務委託を受注して

いた事業者のみであることから、募集にあたり所在地を制限することが逆

に競争性を損ねる恐れがあり、所在地の制限をしなかったものである。 

 

 

②②②②    事務所所在地の制限事務所所在地の制限事務所所在地の制限事務所所在地の制限    

   （（（（    公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱    

                    ３．候補者の募集に係る基本的な考え方（２）申請資格②（イ）３．候補者の募集に係る基本的な考え方（２）申請資格②（イ）３．候補者の募集に係る基本的な考え方（２）申請資格②（イ）３．候補者の募集に係る基本的な考え方（２）申請資格②（イ）    ））））    

    

施設の性格，規模，機能等を考慮し，施設の設置目的を効果的かつ効率的に達

成するため，地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことが必要であると認

めるときは，当該団体の事務所の所在地に関し制限を付すことができるものとす

る。 

事務所の所在地に制限を付す施設の考え方は， 

・住民活動など各種活動の拠点施設として，地域に精通した団体による運

営が望ましい施設であること 

・施設を活用した各種事業の展開や施設利用者への対応などから，地域に

精通した団体による運営が望ましい施設であること 

・コミュニティ意識の醸成や住民活動の促進等の観点から，住民活力を生

かしながら運営を図ることが望ましい施設であることなど，効率性や市民

サービス等の観点から，管理を地域に担わせることが望ましいかどうかを，

施設ごとに判断することとする。 

なお，事務所の所在地に制限を付す場合の優先順位の考え方としては， 

・函館市内に主たる事務所を有する団体  

・北海道内に主たる事務所を有し，函館市内に支店または営業所等の事務

所を有する団体 

・函館市内に支店または営業所等の事務所を有する団体 

とする。 

 

※※※※「事務所」「事務所」「事務所」「事務所」    

一般的には，団体の事業活動の中心である一定の場所をいい，団体の代表権，
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少なくとも，ある範囲内の独立の決定権を有する責任者の所在する場所であり，

かつ，その場所で継続的に業務が行われていることを必要とする。 

 

※※※※「主たる事務所」「主たる事務所」「主たる事務所」「主たる事務所」    

事務所のうち，団体の活動や事務運営の中心をなす事務所をいい，法人の場合，

本市においては，本社または本店をいうものとする。 

 

 

    ③③③③    応募の状況応募の状況応募の状況応募の状況    

    

 （ア）応募団体数（ア）応募団体数（ア）応募団体数（ア）応募団体数    

 

  平成２８年４月１日現在における公募施設４２区分（６５施設）のうち、１団

体のみ応募が約６２％で、２団体以上の複数申請は約３８％である。 

 

    （イ）公募（イ）公募（イ）公募（イ）公募回数回数回数回数    

 

 

  平成２８年４月１日現在における公募施設４２区分（６５施設）のうち、公募

回数３回目以上が約５２％で、公募回数が２回目以下は約４８％である。 

応募団体の数 施設区分 割   合

１団体 　２６区分 　６２％

２団体 ９区分 　２１．４％

３団体 ４区分 　　９．５％

４団体 ３区分 　　７．１％

合   計 ４２区分 １００％

公募回数 １団体 ２団体 ３団体 ４団体 合   計

１回目 　　５区分 　　２区分 　　０区分 　　２区分 　　９区分

２回目 　　９区分 　　０区分 　　２区分 　　０区分 　　１１区分

３回目以上 　１２区分 　７区分 　２区分 　１区分 　２２区分

合   計 ２６区分 ９区分 ４区分 ３区分 ４２区分

公募回数 １団体 ２団体 ３団体 ４団体 合   計

１回目 　　１９．２％ 　　２２．２％ 　　　０．０％ 　　６６．７％ 　　２１．４％

２回目 　　３４．６％ 　　　０．０％ 　　５０．０％ 　　　０．０％ 　　２６．２％

３回目以上 　　４６．２％ 　　７７．８％ 　　５０．０％ 　　３３．３％ 　　５２．４％

合   計 　　　１００％ 　　　１００％ 　　　１００％ 　　　１００％ 　　　１００％
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平成２８年４月１日現在における公募施設４２区分（６５施設）のうち、２団

体以上の複数申請については、公募回数が増えると減少する傾向にある。 

 

 

 ④④④④    平成２６年度包括外部監査（使用料及び手数料等の事務の執行について）平成２６年度包括外部監査（使用料及び手数料等の事務の執行について）平成２６年度包括外部監査（使用料及び手数料等の事務の執行について）平成２６年度包括外部監査（使用料及び手数料等の事務の執行について）

の監査結果に基づく措置（平成２７年９月１１日）の監査結果に基づく措置（平成２７年９月１１日）の監査結果に基づく措置（平成２７年９月１１日）の監査結果に基づく措置（平成２７年９月１１日） 

（ア）原則公募化時における対応（ア）原則公募化時における対応（ア）原則公募化時における対応（ア）原則公募化時における対応    

    ア 意見の概要 

     函館市が原則公募化する際には、設置者が変更になることに伴う影響も

考慮し、公共団体等へ支援する場合は、「補助金のあり方に関するガイド

ライン（平成２５年４月）」に基づき市費から支出するよう検討していた

だきたい。 

 

    イ 措置の内容 

     自動販売機設置者の公募化については、受益者負担の適正化と新たな財

源確保のため、平成２８年度設置分からの本格実施に向けて取り組みを進

めているところである。 

     補助金の交付については、地方自治法第２３２条の２において、「公益

上必要がある場合」に限られていることから、自動販売機設置者の公募化

の影響によるものではなく、補助する個々の事業内容等により判断すべき

ものと考えている。 

 

 

    ⑤⑤⑤⑤    監査結果監査結果監査結果監査結果    

     ((((アアアア))))    事務所所在地に制限を付す施設の見直し【意見事務所所在地に制限を付す施設の見直し【意見事務所所在地に制限を付す施設の見直し【意見事務所所在地に制限を付す施設の見直し【意見】】】】    

 総務省自治行政局長の通知「指定管理者制度の運用について」（平成２２

年１２月２８日）の４には、次の記載がある。 

 

「指定管理者の指定の申請にあたっては、住民サービスを効果的、効率的に提

供するため、サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求めることに意義があ

り、複数の申請者に事業計画書を提出させることが望ましい。一方で、利用者や

住民からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定している例もあり、各地方公共

団体において施設の態様等に応じて適切に選定を行うこと。」 

公募回数 １団体 ２団体 ３団体 ４団体 合   計

１回目 　　５５．６％ 　　２２．２％ 　　　０．０％ 　　２２．２％ 　　　１００％

２回目 　　８１．８％ 　　　０．０％ 　　１８．２％ 　　　０．０％ 　　　１００％

３回目以上 　　５４．５％ 　　３１．８％ 　　　９．１％ 　　　４．６％ 　　　１００％

平   均 　　６４％ 　　　１８％ 　　９．１％ 　　８．９％ 　　　１００％
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函館市においては、平成２８年４月１日現在における公募施設４２区分（６５

施設）のうち６４％は、応募団体が１団体しかない。しかも、公募回数が増える

と、２団体以上の複数申請は減少する傾向にある。 

 

このような状況にもかかわらず、「募集にあたり所在地を制限することが逆に

競争性を損ねる恐れがあり、所在地の制限をしなかった」Ｎｏ．４９函館市図書

館以外の施設には、所在地の制限が設けられている。 

 

次に、Ｎｏ．２６函館市桟橋駐車場およびＮｏ．２７函館市函館駅前広場駐車

場においては、「市内に事業所を限定しないほうが、より競争性が確保され経費

圧縮につながることが期待できるとして、所在地の制限を行っていなかったが、

市内事業者の育成の観点から、事業所所在地を市内に主たる事務所を有する団体

とする項目を設けた」としている。 

 

このように、事務所の所在地に制限を付す理由として、市内事業者の保護を挙

げている。 

しかし、公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱においては、「事務所所在地

の制限」について、次のように定められている。 

「施設の性格、規模、機能等を考慮し、施設の設置目的を効果的かつ効率的に

達成するため、地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことが必要であると

認めるときは、当該団体の事務所の所在地に関し制限を付すことができる」 

「事務所の所在地に制限を付す施設の考え方は、効率性や市民サービス等の観

点から、管理を地域に担わせることが望ましいかどうかを、施設ごとに判断する」   

市内事業者の保護を考慮するには、評価基準において「市内事業者には表の項

目とは別に点数を加算して優先する」という方法も考えられる。 

 また、評価基準の１１．個別項目においては、「地元雇用に積極的か」を施設

の特性に応じ、各部局で設定できる。 

 

つまり、市内事業者の保護を根拠に事務所所在地に制限を付していれば、公の

施設の指定管理者制度運用取扱要綱における「事務所の所在地に制限を付す施設

の考え方」の趣旨に合致せず、しかも、応募団体数の減少に繋がってしまう。 

そのため、複数申請者に事業計画書を提出させて住民サービスを効果的・効率

的に提供するために、サービス提供者を民間事業者等から幅広く求めることが出

来なくなるので、一律に事務所の所在地に制限を付す方針をやめて、効率性や市

民サービス等の観点から必要な場合に限り、施設ごとに判断していただきたい。 
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 ((((イイイイ))))    類似複数施設における指定の検討【意見】類似複数施設における指定の検討【意見】類似複数施設における指定の検討【意見】類似複数施設における指定の検討【意見】    

平成２８年４月１日現在における公募施設の割合は１１．８％（全７３区分５

５３施設中、４２区分６５施設）である。 

その公募施設４２区分のうち約７割は、１団体のみしか応募がない。しかも、

公募回数が増えると、２団体以上の複数申請は減少する傾向にある。 

 

公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱においては、「選定施設の単位」につ

いて、次のように定められている（３ 候補者の募集に係る基本的な考え方（１）

候補者の募集 ③）。 

「原則として一施設ごとに行うこととするが、施設の効率的な管理や効果的な

活用により、市民サービスの向上が図られると認められる場合は、複数の施設を

一の指定管理者に一括し、募集することができるものとする。」 

 

１団体のみしか応募がない約７割の施設を減らすために、応募する民間事業者

等に魅力のある事業規模に近づけるには、複数施設の一括募集が選択肢になる場

合もある。 

そこで、「施設の効率的な管理や効果的な活用により、市民サービスの向上が

図られると認められる」場合で、複数施設の一括募集をすれば２団体以上の複数

申請が見込まれるときは、類似複数施設における指定を検討していただきたい。 

 

（ウ）自主事業実施要件緩和（ウ）自主事業実施要件緩和（ウ）自主事業実施要件緩和（ウ）自主事業実施要件緩和    

（自動販売機に係る手数料の指定管理者への帰属）の検討【意見】（自動販売機に係る手数料の指定管理者への帰属）の検討【意見】（自動販売機に係る手数料の指定管理者への帰属）の検討【意見】（自動販売機に係る手数料の指定管理者への帰属）の検討【意見】    

指定管理者は、施設の設置目的を効果的に達成するため、施設利用の促進およ

び利用者の利便性を高めると認められる場合には、函館市の承認を得て自己の責

任と費用により独自に企画・計画した自主事業を行うことができる。 

なお、物販等の自主事業を行うにあたっては、函館市による行政財産の目的外

使用許可を得る必要がある。 

設置者選定の公平性・透明性をより高めるとともに、新たな自主財源の確保に

つながるため、函館市として自動販売機の公募を進めている。 

しかし、指定管理者の公募の結果１団体のみしか応募がない約７割の施設を減

らすために、応募する民間事業者等に魅力のある事業規模に近づけるには、自動

販売機の設置など収益を見込める取組みを自主事業として積極的に認めること

が、選択肢になる場合もある。 

そこで、特例（非公募）施設の自動販売機は公募のままで、公募施設における

指定管理者のインセンティブとして、公募施設の指定管理者が希望する場合は、

自動販売機の設置を自主事業として位置づけ、運用するよう検討していただきた

い。 
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（３）特例（非公募）施設の選定（３）特例（非公募）施設の選定（３）特例（非公募）施設の選定（３）特例（非公募）施設の選定    

 

        ①①①①    特例（非公募）施設の内訳特例（非公募）施設の内訳特例（非公募）施設の内訳特例（非公募）施設の内訳    

平成２８年４月１日現在における函館市の指定管理者制度導入施設７３区分

５５３施設のうち、特例による指定管理者制度導入施設は、次のとおり３１区分

４８８施設（８８．２％）である。 

 

    ＜特例（非公募）施設＞＜特例（非公募）施設＞＜特例（非公募）施設＞＜特例（非公募）施設＞                                                平成２８年４月１日現在平成２８年４月１日現在平成２８年４月１日現在平成２８年４月１日現在    

 
43 函館市日浦会館ほか 恵山支所 恵山地区町会連合会 無 無 無Ｂ

無 有

39 函館市特定公共賃貸住宅等

41 函館市小安中央会館ほか 戸井支所 小安町会ほか 無

38 函館市営住宅等

都 市

建 設 部

一般財団法人函館市住宅都

市施設公社

有Ａ

Ｂ 無 無

有 有

37 函館市熱帯植物園 土 木 部

特定非営利活動法人函館エ

コロジークラブ

無 無 無

36 都市公園 土 木 部

一般財団法人函館市住宅都

市施設公社

有Ａ

Ｅ

無 無

25 函館市水産物地方卸売市場

農 林

水 産 部

函館魚市場株式会社 無 無 無

24 函館市青果物地方卸売市場

農 林

水 産 部

函館青果管理株式会社 無Ｄ

Ｄ

有 有

23 函館市漁村センター

農 林

水 産 部

函館市漁業協同組合 無 無 無

18 函館市旧イギリス領事館 観 光 部

一般社団法人函館国際観光

コンベンション協会

有Ａ

Ｂ

無 無

17 函館市職業訓練センター 経 済 部 渡島地方技能訓練協会 無 無 有

13 函館市日乃出いこいの家 環 境 部 函館市日乃出町会 無Ａ

Ｄ

有 有

10 函館市夜間急病センター

保 健

福 祉 部

公益社団法人函館市医師会 無 無 無

9 函館市総合福祉センター

保 健

福 祉 部

社会福祉法人函館市社会福

祉協議会

有Ａ

Ｄ

目目目目 的的的的 外外外外

使使使使 用用用用 料料料料

のののの 減減減減 免免免免

補補補補 助助助助 金金金金

のののの 受受受受 領領領領

2

函館市国際水産・海洋総合研

究センター

企 画 部

一般財団法人　函館国際水

産・海洋都市推進機構

有 有

有

（注1）

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名

所所所所 管管管管

部部部部 局局局局

指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

出出出出 資資資資 等等等等

役役役役 員員員員 のののの

受受受受 けけけけ入入入入れれれれ

事事事事 由由由由

内内内内 訳訳訳訳

Ａ
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 ＜特例（非公募）施設＞＜特例（非公募）施設＞＜特例（非公募）施設＞＜特例（非公募）施設＞ 

 

（注１） 平成２６年度においては、国際水産・海洋総合研究センターのオープン

に伴い、補助対象事業の一部（産学官連携促進業務など）を、指定管理者

業務へ移管したことから、補助金を削減した。 

    

（注２） 文化・スポーツ振興事業を指定管理者業務に位置付け、平成２６年度末

で補助金を廃止した。 

有

（注2）

事事事事 由由由由

内内内内 訳訳訳訳

Ｂ

Ｂ

Ｅ

Ｂ

Ｂ

Ｄ

無 無46 函館市ホテル恵風

椴 法 華

支 所

株式会社椴法華振興開発 無

無 無

45 函館市元村会館ほか

椴 法 華

支 所

椴法華地区町会連合会 無 無 無

44

函館市恵山コミュニティーセ

ンター

恵山支所 恵山地区町会連合会 無

無 無

62 函館市南茅部青少年会館

教 育

委 員 会

安浦町内会 無 無 無

48 函館市古部会館ほか

南 茅 部

支 所

古部町内会ほか 無

63 函館市縄文文化交流センター

教 育

委 員 会

一般財団法人道南歴史文化

振興財団

無

65 千代台公園陸上競技場

66 千代台公園庭球場

67 千代台公園

公益財団法人函館市文化・

スポーツ振興財団

68

函館市重要文化財旧函館区公

会堂

有 有

73 函館市民プール

72 函館市芸術ホール

71 函館市北洋資料館

目目目目 的的的的 外外外外

使使使使 用用用用 料料料料

のののの 減減減減 免免免免

補補補補 助助助助 金金金金

のののの 受受受受 領領領領

NONONONO 施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名施　　設　　名

所所所所 管管管管

部部部部 局局局局

指定管理者名指定管理者名指定管理者名指定管理者名

出出出出 資資資資 等等等等

役役役役 員員員員 のののの

受受受受 けけけけ入入入入れれれれ

70 函館市文学館

69 函館市北方民族資料館

教 育

委 員 会

Ａ

無 無

64 千代台公園野球場
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    ②②②②    非公募により選定できる事由非公募により選定できる事由非公募により選定できる事由非公募により選定できる事由    

   （（（（    公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱    

                            ４．候補者の選定（４）候補者の選定に係る特例措置４．候補者の選定（４）候補者の選定に係る特例措置４．候補者の選定（４）候補者の選定に係る特例措置４．候補者の選定（４）候補者の選定に係る特例措置    ））））    

    

次に該当するときは，特例措置により候補者を選定することができるものとす

る。 

また，市の施策と密接に関連する事務事業を実施している市の出資団体等を市

の政策推進上の観点等から特例措置により指定している施設であっても，競争原

理の導入による管理運営のさらなる効率化やサービス向上のほか，民間事業者の

受注機会の拡大等の観点から公募化の可能性について常に検討を行うものとす

る。 

 

施設の設置目的，性格，規模等から特に必要があると認められるとき 

※「特に必要があると認められるとき」 

【Ａ】施設設置時の経緯などから特定の者を指定する必要がある施設 

【Ｂ】地縁による団体（地方自治法第２６０条の２第１項）や，それらの連合体な

ど，地域の住民グループ等に管理を行わせることが，施設の設置目的等に照ら

して効果的・効率的と考えられる施設 

【Ｃ】ＰＦＩ法の適用を受けて実施する事業等で，長期契約を前提とした事業方式

等により公の施設を設置し，設置後一定の期間，管理を行う者が限定されてい

る施設 

【Ｄ】施設の管理運営やサービスの提供に関し，専門性や特殊性を有するため，管

理を行う者が限定される施設，または特定の者を指定する必要がある施設（「業

務内容を熟知しており信頼度が高いこと」「当該業務に精通していること」「実

績のある者が他にないこと」「実績が豊富であること」等のみをもって適用で

きない。） 

【Ｅ】当該施設の廃止や経営形態の変更が予定または検討されている施設 

【Ｆ】市の政策推進上の観点，または経済合理性，その他特段の事由により，特定

の者を指定する必要がある施設 

 

 

③③③③    施設別の特例措置により選定する理由施設別の特例措置により選定する理由施設別の特例措置により選定する理由施設別の特例措置により選定する理由    

    

Ｎｏ．２Ｎｏ．２Ｎｏ．２Ｎｏ．２    函館市国際水産・海洋総合研究センター函館市国際水産・海洋総合研究センター函館市国際水産・海洋総合研究センター函館市国際水産・海洋総合研究センター    

当市は、平成１５年に函館国際水産・海洋都市構想（以下構想）を策定し、以

降、地域産学官の連携により、水産資源の新たな有用性の探査や機能性の解明な

ど、地域の活性化に寄与する研究開発において、様々な成果を上げているが、当

該施設は、この取り組みをさらに推進し、産学の研究者が一堂に入居することで、

情報共有を図りながら共同研究に取り組むことにより、地域の学術、教育および

産業の振興に資することを目的に新たに設置するものである。 
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そのためセンターの指定管理者には、単なる施設管理だけではなく、入居者の

研究内容を把握し、共用実験施設の使用スケジュール調整を行うほか、産学官連

携の中核施設として、地域内外の学術研究機関や企業等とのコーディネイトに積

極的に取り組み、地域の活性化に繋がる共同研究を提案し支援する役割が求めら

れる。 

一方、平成２１年には、地域の産学官が構想の推進母体として、またセンター

設立時にはコーディネイターとしての役割を果たすことを期待して「一般財団法

人函館国際水産・海洋都市推進機構」（以下「機構」）を設立し、以降、機構は地

域内外の関係機関とのネットワークを築きながら、共同研究などのコーディネイ

トや支援を行ってきている。 

これらのことから、センターの設置目的を達成するためには、機構がこれまで

に行ってきた構想推進に係る様々な取組みにより築いてきたネットワークや知

識、経験を活用して、施設管理とコーディネイト両方の役割を一体で行うことが

必要不可欠である。 

以上の理由により、平成２６年６月１日から平成２９年３月３１日までの期間

については、一般財団法人函館国際水産・海洋都市推進機構を指定管理者として

当該施設の管理を行わせようとするものであり、選定にあたっては、特例措置に

より指定管理者候補者として選定したい。 

 

 

    Ｎｏ．９Ｎｏ．９Ｎｏ．９Ｎｏ．９    函館市総合福祉センター函館市総合福祉センター函館市総合福祉センター函館市総合福祉センター    

函館市総合福祉センターは、障がい者、高齢者、母子および寡婦、児童などに

対して総合的に各種の福祉サービスを提供し、市民の福祉の増進を図ることを目

的に設置された当市における福祉の拠点施設であり、障害者福祉センター、老人

福祉センター、介護相談センター、母子福祉センター、福祉情報センター、児童

センターなど、それぞれ目的や機能の異なる施設を、総合施設として一体的かつ

有機的に運営しなければならない施設である。 

函館市社会福祉協議会は、社会福祉法に基づく組織として、社会福祉を目的と

する事業の企画および実施や、社会福祉活動への住民参加のための援助、社会福

祉事業の調査、普及宣伝、連絡、調整および助成を行うほか、社会福祉事業の健

全な発達を図るために必要な事業を行うなど、地域福祉の推進を図るため、市や

関係団体と円滑な連携、協働のもと各種の福祉事業を総合的に展開することを目

的とした公益法人である。 

以上のことから、施設の設置目的を効果的・効率的に達成するため、平成２７

年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間については、社会福祉法人函館 

市社会福祉協議会を指定管理者として当該施設の管理を行わせようとするもの

であり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者として選定するこ

ととしたい。 
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Ｎｏ．１０Ｎｏ．１０Ｎｏ．１０Ｎｏ．１０    函館市夜間急病センター函館市夜間急病センター函館市夜間急病センター函館市夜間急病センター    

当該施設については、夜間における初期救急患者に対する応急的な診療を年間

を通じて毎日行うことから、医師等の医療スタッフを安定的かつ長期間にわたり

確保する必要がある。 

 また、初期・二次・三次からなる救急医療体制における初期救急の拠点施設と

して、市内各病院と連携して多数の患者を受け入れることにより、重症患者に対

応する二次・三次救急への軽症患者の流入を抑制し、その負担を軽減する役割を

果たしており、救急医療体制の確保充実においても、その運営にあたっては専門

性や特殊性を要する施設である。 

当該施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、現行の管理業務につ

いては特例措置により上記団体を候補者に選定し、平成２０年１２月から指定管

理者として管理を行わせており、医療スタッフの確保などによる診療サービスの

向上に努めるとともに、救急医療の現状と初期救急の役割を十分に理解した管理

運営がなされているところである。 

これまでの管理実績は、「公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱」に規定す

る評価基準に照らし適正な管理運営がなされており、今後においても施設の効用

を最大限に発揮しながら、安定的な運営が期待できるものである。 

以上の理由により、平成２５年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間

については、公益社団法人函館市医師会を指定管理者として当該施設の管理を行

わせようとするものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補

者として選定したい。 

 

 

Ｎｏ．１３Ｎｏ．１３Ｎｏ．１３Ｎｏ．１３    函館市日乃出いこいの家函館市日乃出いこいの家函館市日乃出いこいの家函館市日乃出いこいの家    

当該施設については、現在も、函館市日乃出町会が特例措置による指定管理者

となっており、これまでも適正な管理運営がなされているところである。 

あらためて指定管理者を選定するにあたっては、当該団体のこれまでの管理運

営実績を踏まえるとともに、指定管理者候補者の選定における評価基準に照らし

ても、今後とも十分な管理を行うことが期待できるものである。 

日乃出清掃工場を建設するにあたっては、日乃出町会をはじめとする近隣町会

から建設反対運動が起こったため、建設条件の一つとして当該施設の整備とその

施設管理を日乃出町会に委託することで合意を得たという経緯がある。 

以上の理由により、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間

については、函館市日乃出町会を指定管理者として当該施設の管理を行わせよう

とするものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者として

選定したい。 
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Ｎｏ．１７Ｎｏ．１７Ｎｏ．１７Ｎｏ．１７    函館市職業訓練センター函館市職業訓練センター函館市職業訓練センター函館市職業訓練センター    

本センターは、昭和４７年に技能労働者に対して職業訓練を行うことにより、

職業に必要な技能の習得および向上を図り、職業人として有為な労働者を養成す

るために設置された、技能労働者に職業訓練を行うための専門的な施設である。 

現行の指定管理者である渡島地方技能訓練協会は、技能労働者に職業訓練を行

う多業種にわたる事業主団体により構成され、技能検定や認定職業訓練の実施に

対する支援を行う市内唯一の団体であり、また技能の習得レベルを評価する国家

検定制度である技能検定の渡島地方における唯一の実施可能団体である。 

当該団体は、上記の団体特性を生かし、本センター設立当初から職業訓練を広

く実施するとともに、適正に管理運営を行ってきた実績があることから、施設や

業務内容に精通しているため、職業人として有為な労働者を養成することを目的

とする本センターの効用を効果的に発揮することができる最も適した団体であ

る。 

 経費面においても、当該団体業務従事者が本センターの管理運営業務を兼務す

ることにより、人件費の節減が図られている。 

以上の理由により、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間

については、渡島地方技能訓練協会を指定管理者として当該施設の管理を行わせ

ようとするものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者と

して選定したい。 

 

 

Ｎｏ．１８Ｎｏ．１８Ｎｏ．１８Ｎｏ．１８    函館市旧イギリス領事館函館市旧イギリス領事館函館市旧イギリス領事館函館市旧イギリス領事館    

当該施設は、歴史的建造物を保存し、および活用して、箱館開港の歴史を広く

市民および観光客に伝えるとともに、その利用に供し、もって本市の文化の向上

と観光の振興に資することを目的とした施設であり、当該施設の指定管理者には、

他の観光施設同様、施設の維持管理や利用増進に加え、市や西部地区に存する他

の観光施設等と連携した各種観光振興事業の企画立案・実施などが求められると

ころである。 

一般社団法人函館国際観光コンベンション協会は、市内の観光関連事業者など、

５００社を超える会員を擁し、当市や当市を中心とする南北海道全体の国際観光

の振興・発展のため活動する中枢的団体であり、平成４年から当該施設内に事務

所を置いて、市と連携した観光客誘致活動をはじめ各種イベントの主催運営など、

様々な事業に取り組んでいる。 

当該施設の管理運営は、施設の効率的な維持管理や同協会の活動拠点の確保の

必要性から、同一施設内に事務所を置く同協会を指定管理者として指定してきた

ところであり、同協会は、これまでも利用料金制度を採用する管理形態の中、自

身の持つ観光客誘致等のノウハウや専門知識を活用し、適切かつ安定的な運営を

行っているところである。 

当該施設については、施設の性格上、競争原理の導入による新たな発想や行政

コストの縮減といった公募化によるメリットも期待できる施設であるため、公募
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化に向けた検討も行っているところではあるが、施設を効率的・効果的に維持管

理するためには、現在、同協会が事務所を置く部分も含めて、施設全体を一体的

に管理させることが望ましいものである。 

以上のことから、当該施設については、引き続き早期公募化に向けた検討を進

めることとし、平成２７年度から平成２９年度までの３年間については、「函館

市公の施設に係る指定管理者の指定手続きに関する条例」第６条第１項第１号の

規定に基づき、特例措置により同協会を指定管理者候補者として選定することと

したい。 

 

 

Ｎｏ．２３Ｎｏ．２３Ｎｏ．２３Ｎｏ．２３    函館市漁村センター函館市漁村センター函館市漁村センター函館市漁村センター    

当該施設については、漁民の生活改善および生活活動の向上に資することを目

的に、昭和５５年に開設した施設であるが、地域内の漁業振興を図るうえでの各

種打ち合わせ会議、集会、研修、レクリエーションおよびその他健康管理などで

幅広く活用されている施設である。 

また、当該施設の使用にあたっては、市内に住所を有する漁民およびその家族

としており、開設以降、これまでもほとんどが漁民およびその家族の使用となっ

ていることから、今後においても地域漁業者の実施を把握し、円滑な施設の運営、

使用者へのサービス維持を図る必要がある。 

函館市漁業協同組合は、水産業協同組合法に基づき、組合員（漁民）または会

員のために直接の奉仕をすることを目的に設立された団体であるが、使用者であ

る漁民およびその家族の状況ならびに地域漁業の実態を詳細に把握しており、使

用申請手続きなどの円滑化、これまで行っていたサービスを維持できる唯一の団

体である。 

以上の理由により、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間

については、函館市漁業協同組合を指定管理者として当該施設の管理を行わせよ

うとするものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者とし

て選定したい。 

 

 

Ｎｏ．２４Ｎｏ．２４Ｎｏ．２４Ｎｏ．２４    函館市青果物地方卸売市場函館市青果物地方卸売市場函館市青果物地方卸売市場函館市青果物地方卸売市場    

当該施設については、一般市民の利用に供する施設ではなく、青果物の取引の

適正化および流通の円滑化を図り、市民へ青果物を安定的に供給することによっ

て間接的に市民福祉の増進を図る施設である。 

この市場の設置目的を達成するため、卸売業者や仲卸など、市場において流通

に携わる業者間には、これまで築かれた様々な取引慣習やルールが存在しており、

これらを熟知した団体でなければ円滑な業務は難しいところである。 

函館青果管理株式会社は、自らの事業活動の場である市場を自らの手で運営し

活性化したいとの思いから、市場の卸売業者２社、仲卸業者で組織する団体、買 

受人・買出人で組織する２団体および関連事業者で組織する団体がそれぞれ出資
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し設立した団体であり、業者間の関係調整を図れるとともに指定管理者として業

務を行うために必要な安定した流通に関するノウハウや知識・経験を有している

市内で唯一の団体である。 

以上の理由により、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間

については、函館青果管理株式会社を指定管理者として当該施設の管理を行わせ

ようとするものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者と

して選定したい。 

 

 

Ｎｏ．２５Ｎｏ．２５Ｎｏ．２５Ｎｏ．２５    函館市水産物地方卸売市場函館市水産物地方卸売市場函館市水産物地方卸売市場函館市水産物地方卸売市場    

平成２６年４月１日から函館市水産物地方卸売市場（以下「市場」という。）

に指定管理者制度を導入し、市場の施設の使用条件の指定、使用の許可および期

限に関すること、市場の維持管理に関すること、その他市長が定める業務を指定

管理者に代行させることとしている。 

市場は、一般的な公の施設とは異なり、一般市民の利用に供する施設ではなく、

生鮮水産物等の取引の適正化ならびにその生産および流通の円滑化を図り、市民

等へ生鮮水産物等を安定的に供給することによって、間接的に市民福祉の増進を

図る施設である。 

また、市場は、卸売業者が水産物等を集荷し、仲卸人や買受人に卸売りするこ

とで機能し、市場の設置目的を達成できるところであるが、業者間にはこれまで

築かれた様々な取引慣習やルールが存在しており、これらを熟知した団体でなけ

れば円滑な業務の代行は難しいところである。 

こうした中で、函館魚市場株式会社は、市場内に事務所を構え活動の拠点にし

ているとともに、市場機能を発揮するうえで中心的な役割を担い、他の殆どの市

場関係業者と関わりを持っているなど、指定管理者として業務を代行するために

必要なノウハウや知識・経験を有している市内で唯一の団体であることから、公

の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第６条第１項第１号（注）の

規定に基づき、指定管理者の候補者を特例で選定したい。 

 

 

Ｎｏ．３６Ｎｏ．３６Ｎｏ．３６Ｎｏ．３６    都市公園都市公園都市公園都市公園    

当該施設については、現在、一般財団法人函館市住宅都市施設公社（以下「公

社」という。）が指定管理者として、施設全般に係る管理運営を行っており、こ

れまでも適正な管理運営がなされている。 

こうした実績を基にした事業計画は、設立以来蓄積された経験とノウハウを活

かした自主事業の展開、利用者の目線に立った施設運営、施設の老朽化への適切

な対応など充実しており、また、指定管理者の評価基準に照らしても、良好かつ

安定的な管理運営が期待できる内容である。 

本市の緑化推進施策は、地域の特性を活かし、多様な役割を担っている本市の

緑を将来にわたり望ましい姿で保全していくとともに、なお一層の都市緑化の推
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進と緑化活動の据野の拡大等を目的に、都市公園を拠点施設としたソフト事業を

重点的に展開している。 

その施策推進の中核を担う公社は、公園その他都市施設の迅速かつ柔軟な施設

管理と、花と緑の普及啓発業務併せて行うことを目的とした団体であり、平成３

年に現在の組織として改組されて以来、函館山緑地、五稜郭公園や函館公園とい

った大規模公園から身近な街区公園に至るまで３００を超える都市公園等の管

理運営を長年にわたり行っているほか、市が策定した緑の基本計画に基づき、全

市的な緑化普及活動の実務部隊として、市民・企業・行政が一体となった多彩な

事業を展開し、市民の緑化意識の向上や協働による緑のまちづくりに大きく寄与

してきた。 

本市の緑化推進にあたり、政策の企画立案機能は市が担い、具体的な事業の企

画および実施は公社が行うというそれぞれの役割のもと一体となって継続的に

各種施策を推進していくことが必要である。 

こうしたことから、公社が指定管理者として引き続き、施設の管理運営と自主

事業を展開していくことが、本市の緑化推進と施設の設置目的達成のための効率

的・効果的な管理運営に資すると考える。 

以上の理由により、平成２６年４月１日から平成２９年３月３１日までの期間

については、財団法人函館市住宅都市施設公社を指定管理者として当該施設の管

理を行わせようとするものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理

者候補者として選定したい。 

 

 

Ｎｏ．３７Ｎｏ．３７Ｎｏ．３７Ｎｏ．３７    函館市熱帯植物園函館市熱帯植物園函館市熱帯植物園函館市熱帯植物園    

当該施設は、昭和４５年に水道局（当時）が開設した施設であり、平成２２年

に市（土木部）が移管を受け、市民に熱帯植物に親しむ場と憩いの場を提供し、

もって市民の福祉の増進に資することを目的として設置したものである。 

設置後４５年となる当該施設は、平成２５年度に策定した「今後の公共施設の

あり方に関する基本方針」において、「総合的な視点での検討を要する施設」と

位置付けられており、また、平成２６年度に実施した老朽化診断では、「ガラス

温室やサル山施設の継続的な供用は難しい。」との報告を受けている。 

これらを受けて、時代に合ったエコな観光施設として全体をリニューアルする

との方針の基、現在、整備内容の方向性をまとめているところであり、平成２８

年度から３か年程度で、基本計画、基本設計、実施設計を策定する予定である。  

こうしたことから、次期指定期間については、平成２８年度から平成３０年度

までの３年間とするものであるが、このような（流動的要素がある）状況下で公

募することは、新たに指定を目指す団体にとって安定した事業計画や収支計画の

立案が困難になるなど運営リスクが高く、競争の公平性が損なわれることに加え、

専門性の高いスタッフの雇用確保にも課題が生じることから、多種多様な熱帯植

物の管理や、市内で例のない特殊業務である危険動物（ニホンザル約９０頭）の  

飼育などに豊富なノウハウを持つ現指定管理者による安定的な管理運営が継続



82 

されることが望ましい。 

以上の理由により、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間

については、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）函館エコロジークラブを指定管

理者候補者として当該施設の管理を行わせようとするものであり、選定にあたっ

ては、特例措置により指定管理者候補者として選定したい。 

    

    

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．３８３８３８３８    函館市営住宅等函館市営住宅等函館市営住宅等函館市営住宅等    

Ｎｏ．３９Ｎｏ．３９Ｎｏ．３９Ｎｏ．３９    函館市特定公共賃貸住宅等函館市特定公共賃貸住宅等函館市特定公共賃貸住宅等函館市特定公共賃貸住宅等    

市営住宅等の管理については、入居者に与える安心感や公共性・公平性の担保

のほか、市営住宅にあっては、住宅困窮者のセーフティネットとして、また、高

齢者・障がい者・生活保護者への適切な対応など、福祉施策や行政的な判断を含

めたワンストップ対応ができる公的機関が担うことが相応しいと考えている。 

候補者団体である一般財団法人函館市住宅都市施設公社は、行政補完型の公的

組織として、市営住宅の円滑かつ適正な管理体制を確立することにより、入居者

に対するサービスの向上を図ることを目的に、昭和６３年３月に市が全額出資し

て設立したものであり、指定管理者の選定にあたっては、上記必要条件を満たし

ており、市営住宅等の管理業務全般を一括して長期・安定的に受託できる唯一の

公的な団体である当該公社に特例措置により選定したい。 

 

 

Ｎｏ．４１Ｎｏ．４１Ｎｏ．４１Ｎｏ．４１    函館市小安中央会館ほか函館市小安中央会館ほか函館市小安中央会館ほか函館市小安中央会館ほか    

函館市地域会館（小安中央会館、汐首東会館、瀬多来会館、弁才町会館、泊町

会館、館町会館および原木会館。以下「施設」という。）については、住民に集

会、学習、交流等の場を提供する目的で設置され、その区域で構成されている町

会の活動拠点として利用されるなど、地域住民の利用が大部分であり、地域に根

付いた施設となっていることから、従来より地縁の団体である小安町会ほか６町

（内）会（以下「各町会」という。）に依頼し、管理を行わせてきた施設である。  

平成１８年度から施設の指定管理者として指定を受ける各町会は、これまでの

施設管理においても、町会役員や下部組織が協力して管理業務、環境整備など、

良好な地域社会の維持・形成に努めているほか、利用者の利便性向上に配慮した

適正な管理運営がなされてきたところであり、施設の設置目的を効果的・効率的

に達成するため、今後とも地域と一体化した各町会による施設の管理運営を継続

することが望ましい。 

以上のことから、当該施設については、「函館市公の施設に係る指定管理者の

指定手続等に関する条例」第６条第１項第１号（注）の規定に基づき、特例措置

により各町会を指定管理者候補者として選定することとしたい。 
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Ｎｏ．４３Ｎｏ．４３Ｎｏ．４３Ｎｏ．４３    函館市日浦会館ほか函館市日浦会館ほか函館市日浦会館ほか函館市日浦会館ほか    

当該施設については、住民に集会、学習、交流等の場を提供する目的で設置さ

れ、その区域で構成されている町内会の活動拠点として利用されるなど、地域住

民の利用が大部分であり、地域に根付いた施設となっていることから、従来より

町内会等、地縁の団体に依頼し、管理を行わせてきた施設である。 

平成２１年度から施設の指定管理者として指定を受ける恵山地区町会連合会

は、地域内町内会で構成される連合体であり、これまでの施設管理においても、

町内会相互の連絡調整や交流、環境整備など、良好な地域社会の維持・形成に努

めているほか、利用者の利便性向上に配慮した適正な管理運営がなされてきたと

ころであり、施設の設置目的を効果的・効率的に達成するため、今後とも地域と

一体化した当該団体による施設の管理運営を継続することが望ましい。 

以上の理由により、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間

については、恵山地区町会連合会を指定管理者として当該施設の管理を行わせよ

うとするものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者とし

て選定したい。 

 

 

Ｎｏ．４４Ｎｏ．４４Ｎｏ．４４Ｎｏ．４４    函館市恵山コミュニティセンター函館市恵山コミュニティセンター函館市恵山コミュニティセンター函館市恵山コミュニティセンター    

当該施設については、住民に集会、交流、研修、文化活動等の場を提供するこ

とにより、地域活動の促進と住民福祉の増進を図ることを目的として平成２２年

度に設置した施設である。 

開設時より現指定管理者である恵山地区町会連合会に管理運営を委託してき

たところであるが、現在、市においては同様の性質を持ち、また同じく恵山地区

町会連合会に管理運営を委託している恵山地区の各地域会館について、そのあり

方を検討しており、地域交流の拠点施設として位置づけられる当該施設について

も、地域コミュニティ施設全体のサービス向上や効率化の観点などから、その望

ましい管理運営方法等についてあわせて検討しているところである。 

恵山地区町会連合会は、管内の町内会で構成される連合体であり、町内会相互

の連絡調整や交流、活動するための環境整備など、良好な地域社会の維持・形成

に努めているほか、これまでの施設管理においても、町内会相互のネットワーク

により、行事等への住民参加の促進を図るほか、利用者の利便性向上に配慮した

適正な管理運営がなされてきたところであり、十分な経験と実績を有している。 

以上の理由により、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間

については、恵山地区町会連合会を指定管理者として当該施設の管理を行わせよ

うとするものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者とし

て選定したい。 
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Ｎｏ．４５Ｎｏ．４５Ｎｏ．４５Ｎｏ．４５    函館市元村会館ほか函館市元村会館ほか函館市元村会館ほか函館市元村会館ほか    

当該施設は、住民に集会、学習、交流等の場を提供する目的で設置され、その

区域で構成されている町内会の活動拠点として利用されるなど、地域住民の利用

が大部分であり、地域に根付いた施設となっていることから、従来より町内会に

依頼し、管理を行わせてきた施設である。 

平成２１年度から施設の指定管理者として指定を受ける椴法華地区町会連合

会は、地域内町内会で構成される連合体であり、これまでの施設管理においても、

町内会相互の連絡調整や交流、環境整備など、良好な地域社会の維持・形成に努

めているほか、利用者の利便性向上に配慮した適正な管理運営がなされてきたと

ころであり、施設の設置目的を効果的・効率的に達成するため、今後とも地域と

一体化した当該団体による施設の管理運営を継続することが望ましい。 

以上の理由により、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間

については、椴法華地区町会連合会を指定管理者として当該施設の管理を行わせ

ようとするものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者と

して選定したい。 

 

 

Ｎｏ．４６Ｎｏ．４６Ｎｏ．４６Ｎｏ．４６    函館市ホテル恵風函館市ホテル恵風函館市ホテル恵風函館市ホテル恵風    

当該施設は、平成９年１０月に旧椴法華村における観光振興の中核施設として、

旧村民の多大なる期待のもと開業した温泉ホテルであり、今日においても地域経

済の活性化や地元雇用の創出など、貴重な役割を果たしている。 

このような中、施設の開業時から管理運営を担ってきた現指定管理者（（株）

函館市椴法華振興公社）が、平成２７年度をもって事業から撤退することとなっ

たが、当該地域の地域振興や地元経済にとって、ホテル恵風の存在は不可欠であ

ることから、新たな指定管理者を指定し、平成２８年度以降も営業を継続する必

要がある。 

新たな指定管理者の選定にあたっては、平成２６年３月に市が策定した「今後

の公共施設のあり方に関する基本方針」において、当該施設を「民営化を検討す

る施設」と位置づけ、その検討を進めることとしていることから、今後の経営形

態が大きく変更となる可能性があることを踏まえ、その検討期間である平成２８

年度から３０年度までの３年間は、特例措置を適用し、地域振興など、施設の設

置目的を効果的に達成するため、適当と認められる団体を選定しようとするもの

である。 

（株）椴法華振興開発は、地域自らの手による当該施設の管理運営と更なる地

域振興を図るために設立された会社であり、当該ホテルの経営経験者を有するほ

か、ホテルスタッフは現従業員の継続雇用を基本としていることから、施設の管

理運営を円滑に移行できるとともに、企業経営や幅広い営業ノウハウを持つ人材

を中心に、施設の利用促進や経費削減、さらには新たな地域振興の取組みにも意

欲的であることから、安定的な管理運営と地域振興など施設の設置目的の効果的

な達成に期待を持てる団体である。 
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以上の理由により、平成２８年度から３０年度までの３年間は、特例措置を適

用し、（株）椴法華振興開発を指定管理者候補者として選定することとしたい。 

 

 

Ｎｏ．４８Ｎｏ．４８Ｎｏ．４８Ｎｏ．４８    函館市古部会館ほか函館市古部会館ほか函館市古部会館ほか函館市古部会館ほか    

函館市地域会館（古部会館、木直会館、ポン木直会館、見日会館、黒鷲会館、

尾札部会館、川汲会館、安浦会館、臼尻会館、大船会館、磯谷会館、望路会館。

以下「施設」という。）については、地域住民に集会、学習、交流等の場を提供

する目的で設置され、その区域で構成されている町内会の活動拠点として利用さ

れるなど、地域住民の利用が大部分であり、地域に根付いた施設となっているこ

とや地域コミュニティの維持には欠かすことができないことからも、地域の実態

に即し、従来より各町内会や南かやべ漁協に依頼し、管理を行わせてきた施設で

ある。 

平成１８年度から施設の指定管理者として指定を受ける各町内会や南かやべ

漁協は、これまでの施設管理においても、地域の連絡調整や交流、環境整備など、

良好な地域社会の維持・形成に努めているほか、利用者の利便性向上に配慮した

適正な管理運営がなされてきたところであり、施設の設置目的を効果的・効率的

に達成するため、今後とも地域と一体化した当該団体による施設の管理運営を継

続することが望ましい。 

以上のことから、当該施設については、「函館市公の施設に係る指定管理者の

指定手続等に関する条例」第６条第１項第１号（注）の規定に基づき、特例措置

により指定管理者候補者として選定することとしたい。 

 

 

Ｎｏ．６２Ｎｏ．６２Ｎｏ．６２Ｎｏ．６２    函館市南茅部青少年会館函館市南茅部青少年会館函館市南茅部青少年会館函館市南茅部青少年会館    

当該施設については、青少年の健全育成を推進することを目的で設置され地元

学生のスポーツおよびレクリエーション活動の場として利用されているほか、市

指定無形民俗文化財である「安浦駒踊り」の練習や老人クラブのゲートボールな

ど、青少年のみならず広く地元住民の活動の場として利用されているなど、地域

に根付いた施設となっており、地域の実態に即し、開設当初より安浦町内会に管

理を行わせてきた施設である。 

平成１８年度から施設の指定管理者として指定を受ける安浦町内会は、これま

での施設管理においても、施設の設置目的に沿った適正な管理を行っているほか

定期清掃作業については、町内会の老人クラブに担当させるなど、高齢者の積極

的な地域活動にも貢献している。また、函館市の定める避難所に指定されており、

地元町内会が管理することにより災害時の対応も迅速に行うことができるなど

今後とも地域と一体化した当該団体による施設の管理運営を継続することが望

ましい。 

以上の理由により、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間

については、安浦町内会を指定管理者として当該施設の管理を行わせようとする
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ものであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者として選定し

たい。 

 

 

Ｎｏ．６３Ｎｏ．６３Ｎｏ．６３Ｎｏ．６３    函館市縄文文化交流センター函館市縄文文化交流センター函館市縄文文化交流センター函館市縄文文化交流センター    

当該施設は、北海道初の国宝「中空土偶」をはじめ、函館市の縄文遺跡から出

土した遺物を数多く展示するなど、地域の観光拠点、あるいは各種体験講座や学

習会の場として広く市民等に利用されているほか、縄文文化に関する研究の中核

を担い、普及啓発活動を行うなど、地域や地元経済界の期待が大きい『北海道・

北東北の縄文遺跡群』の世界文化遺産登録に向けた活動拠点ともなっており、そ

のサービス提供に専門性や特殊性を有している施設である。 

このため、当該施設の指定管理者制度導入にあたっては、国宝の適切な維持管

理に対する信頼性の確保はもとより、今後の世界文化遺産登録に向け、行政と地

元経済界などが一体となって取組みを推進する必要があり、市の一定の関与のも

と、効果的な体制を構築することが、この間求められてきたところである。 

選定候補者とした標記財団は、当該施設の管理運営業務を開館当初から受託す

るＮＰＯ法人函館市埋蔵文化財事業団を母体に地元経済界が中心となって設立

した団体であり、文化庁が国宝展示施設の指定管理に必要な要件としている、文

化庁主催セミナーの修了資格を持つ学芸員を道南で唯一有しているなど、高い専

門性や豊富な経験を持つほか、「官民一体」で縄文文化の研究や普及活用等の取

組に一層取り組んでいくため市職員も団体理事および評議員として就任してい

ることから、現時点では、同財団を指定管理者とすることが、施設の設置目的等

を効果的・効率的に達成するため、最良の体制であるといえる。 

以上の理由により、平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間

については、標記財団を指定管理者として当該施設の管理を行わせようとするも

のであり、選定にあたっては、特例措置により指定管理者候補者として選定した

い。 
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Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．６４６４６４６４    千代台公園野球場千代台公園野球場千代台公園野球場千代台公園野球場    

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．６５６５６５６５    千代台公園陸上競技場千代台公園陸上競技場千代台公園陸上競技場千代台公園陸上競技場    

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．６６６６６６６６    千代台公園庭球場千代台公園庭球場千代台公園庭球場千代台公園庭球場    

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．６７６７６７６７    千代台公園千代台公園千代台公園千代台公園    

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．６８６８６８６８    函館市重要文化財旧函館区公会堂函館市重要文化財旧函館区公会堂函館市重要文化財旧函館区公会堂函館市重要文化財旧函館区公会堂    

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．６９６９６９６９    函館市北方民族資料館函館市北方民族資料館函館市北方民族資料館函館市北方民族資料館    

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．７０７０７０７０    函館市文学館函館市文学館函館市文学館函館市文学館    

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．７１７１７１７１    函館市北洋資料館函館市北洋資料館函館市北洋資料館函館市北洋資料館    

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．７２７２７２７２    函館市芸術ホール函館市芸術ホール函館市芸術ホール函館市芸術ホール    

Ｎｏ．７３Ｎｏ．７３Ｎｏ．７３Ｎｏ．７３    函館市民プール函館市民プール函館市民プール函館市民プール    

函館市社会教育施設等１０施設については、当市の文化芸術・スポーツ活動の

主要拠点であり、その管理運営は、「公益財団法人函館市文化・スポーツ振興財

団」に、継続して担わせてきたところである。 

社会教育施設等の指定管理者選定にあたっては、平成２１年度に青年センター

および亀田青少年会館を公募化し、また、平成２７年度からは新たに市民会館に

ついても、函館アリーナと合わせて公募化することとしたところであり、当該 

１０施設についても、順次、公募化することが望ましいと考えている。 

同財団は、文化・スポーツの普及振興のほか、市の文化・スポーツ施設の維持

管理を行うことを目的に、市が１００％出資して設立した団体であり、これまで

当市の文化芸術・スポーツ施策推進の中核を担ってきたところであるが、この間、

市に頼らない自主・自立的な組織への転換を目指して、様々な見直しを進めてき

ているところであり、市としても、平成２６年４月１日付けで新たに移行した「公

益財団法人」としての公益性の維持や、経営基盤の安定化、さらには団体職員の

雇用など、団体設立者としての立場から、一定の配慮が必要な状況にある。 

以上のことから、当該１０施設に係る今後の指定管理者選定については、引き

続き財団の自主・自立に向けた取組みをより一層働きかけながら、段階的な公募

化について検討することとし、平成２７年度から平成２９年度までの３年間につ

いては、「函館市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例」第６条

第１項第１号（注）の規定に基づき、特例措置により同財団を指定管理者候補者

として選定することとしたい。 

なお、当該１０施設のうち、旧函館区公会堂については、平成２６年度に実施

する耐震診断の結果を踏まえたうえで、公募化に向けた検討を進めることとし、

文学館および北方民族資料館においては、資料寄託者から将来的にも同財団が管

理することについて強い意向が示されていることから、資料寄託者と引き続き協

議を行い、問題点等を整理しながら、公募化に向けた検討を進めていくこととす

る。 

以上の理由により、平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間

の当該施設の管理については、公益財団法人函館市文化・スポーツ振興財団を特

例措置により指定管理者候補者として選定したい。 
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（注）（注）（注）（注）（選定の特例）    

第６条 市長等は，次の各号のいずれかに該当するときは，第２条第１項の規定に

かかわらず，適当と認める団体を指定管理者の候補者として選定することが

できる。 

(１) 施設の設置目的，性格，規模等から特に必要があると認められるとき。 

 

（公募) 

第２条 市長，公営企業管理者または教育委員会（以下「市長等」という。）は，

指定管理者に施設の管理を行わせようとするときは，次に掲げる事項を明示

して，指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体を公募するもの

とする。 

(１) 施設の概要 

(２) 申請の資格 

(３) 申請の期間 

(４) 申請書に添付する書類 

(５) 選定の方法および基準 

(６) 管理の基準 

(７) 管理の業務の範囲および具体的内容 

(８) 管理を行わせる期間 

(９) その他市長等が必要と認める事項 

 

 

    ④④④④    平成２６年度包括外部監査（使用料及び手数料等の事務の執行について）平成２６年度包括外部監査（使用料及び手数料等の事務の執行について）平成２６年度包括外部監査（使用料及び手数料等の事務の執行について）平成２６年度包括外部監査（使用料及び手数料等の事務の執行について）

の監査結果に基づく措置（平成２７年９月１１日）の監査結果に基づく措置（平成２７年９月１１日）の監査結果に基づく措置（平成２７年９月１１日）の監査結果に基づく措置（平成２７年９月１１日）    

    

  （ア）（ア）（ア）（ア）    一般財団以降における使用料の徴収（一般財団法人函館市住宅都市施一般財団以降における使用料の徴収（一般財団法人函館市住宅都市施一般財団以降における使用料の徴収（一般財団法人函館市住宅都市施一般財団以降における使用料の徴収（一般財団法人函館市住宅都市施

設公社）設公社）設公社）設公社）    

    ア 意見の概要 

     公益法人改革により一般財団化された同公社における事務室等の使用

料は、従前のとおり免除されている。 

公益目的事業費率が５０％未満であり、法人の創意工夫により柔軟な事

業展開が可能な組織なので、「公共的団体」が「公益のために」使用する

には該当しないことから、規定の使用料を徴収していただきたい。 

 

    イ 措置の内容 

     使用料の減免における、公益社団・財団法人と一般社団・財団法人の取

扱いを明確にし、一般財団法人函館市住宅都市施設公社においては、函館

市財産条例施行規則別表第１（注）により算定される額を徴収する方向で

検討したい。 
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  （イ）（イ）（イ）（イ）    減免率の方針減免率の方針減免率の方針減免率の方針    

    ア 意見の概要 

     「一般社団法人函館国際観光コンベンション協会」および「一般財団法

人函館国際水産・海洋都市推進機構」も事務室の使用料は免除されている。 

市との密接な関係性は理解するものの、公益財団法人とは異なり使用料

を免除する明確な理由は見つからない。 

（ア）免除（１００％）だけではなく、（イ）減額（１～９９％）、（ウ）

減免なし（０％）も含めて、一般社団・財団法人の減免率の方針を検討し

てもらいたい。 

 

    イ 措置の内容 

     使用料の減免等における、公益社団・財団法人と一般社団・財団法人の

取扱いを明確にし、一般社団法人函館国際観光コンベンション協会につい

ては、その設立等の経過を踏まえ、市との密接な関係性を考慮し、免除ま

たは減額を検討したい。また一般財団法人函館国際水産・海洋都市推進機

構については、民間事業者との公平性の観点から、函館市財産条例施行規

則別表第１（注）により算定される額を徴収する方向で検討したい。 

 

    （注）財産条例施行規則別表第１（注）財産条例施行規則別表第１（注）財産条例施行規則別表第１（注）財産条例施行規則別表第１    

区   分 算  定  基  準 

土地 

(１)住宅用 
前年度の市の固定資産税の評価額を算定する方法によ

つて算出した価格×（１．８／１００）×（１／１２） 

(２)非住宅用 

前年度の市の固定資産税の評価額を算定する方法によ

つて算出した価格×（４．５／１００）×（１／１２） 

(３)(１)と(２)との

併用 

前年度の市の固定資産税の評価額を算定する方法によ

つて算出した価格×（３．２／１００）×（１／１２） 

建物 

前年度の市の固定資産税の評価額を算定する方法によ

つて算出した価格×（４／１００）×（１／１２）＋  

土地の使用料または貸付料相当額 

自 動 販

売 機 設

置 に 係

る 土 地

ま た は

建 物 

(１)屋内に設置す

る場合 

１台につき８００円 

(２)屋外に設置す

る場合 

１台につき４００円 

土地、建物および自動販売機設

置に係る土地または建物以外

のもの 

取得価格、評価額等を基準とし、耐用年数等を考慮して

算出した額 
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⑤⑤⑤⑤    平成２７年度包括外部監査（出資団体：公益財団法人平成２７年度包括外部監査（出資団体：公益財団法人平成２７年度包括外部監査（出資団体：公益財団法人平成２７年度包括外部監査（出資団体：公益財団法人    函館市文化・スポー函館市文化・スポー函館市文化・スポー函館市文化・スポー    

    ツ振興財団）の結果に基づく措置（平成２８年８月１０日）ツ振興財団）の結果に基づく措置（平成２８年８月１０日）ツ振興財団）の結果に基づく措置（平成２８年８月１０日）ツ振興財団）の結果に基づく措置（平成２８年８月１０日）    

    

((((アアアア))))    選定結果通知書における特例措置選定理由の記載選定結果通知書における特例措置選定理由の記載選定結果通知書における特例措置選定理由の記載選定結果通知書における特例措置選定理由の記載    

ア 指摘事項の概要 

「選定結果通知書」に選定理由が記載されていない。選定時の詳細な事

情が分からなくなる可能性があるので、今後特例措置により選定する場合

は「選定結果通知書」に選定理由を記載していただきたい。 

イ 措置の内容 

今後特例措置により選定する場合、「選定結果通知書」に選定理由を記載

する。 

 

((((イイイイ))))    特例措置により選定する理由特例措置により選定する理由特例措置により選定する理由特例措置により選定する理由    

ア 指摘事項の内容 

函館市社会教育施設等１０施設については、当市の文化芸術・スポーツ

活動の主要拠点であり、その管理運営は、団体の特性を根拠に「公益財団

法人函館市文化・スポーツ振興財団」に継続して担わせてきたところであ

るが、当該１０施設に係る今後の指定管理者選定については、原則のとお

り公募としていただきたい。 

 

((((ウウウウ))))    選定施設の単位選定施設の単位選定施設の単位選定施設の単位    

ア 指摘事項の内容 

当該１０施設を段階的に公募化する際には、特例の条件（施設の効率的

な管理や効果的な活用により、市民サービスの向上が図られる）を満たす

施設以外は、原則、一施設ごとに候補者を選定していただきたい。 

 

イ 措置の内容 

当該施設の多くは本市の文化・スポーツ振興の拠点施設や付帯施設など

であり、本市の文化・スポーツ活動の中核的団体である現受託者が、これ

まで培ってきた運営ノウハウや各種団体とのネットワーク等を活かし、施

設管理と振興事業を一体的に行うことが設置目的の達成に最も効果的で

あると判断し、現在１０施設一括で現受託者に管理を委託している。（特

例措置） 

しかしながら、指定管理者制度導入から１０年以上経過し、この間、多

くの民間団体等が公共施設の管理を担い、市民サービスの向上が図られて

いることから、施設の性格や状況等を踏まえながら、選定施設の単位を含

め、これまでも段階的に公募化を進めているところであり、当該１０施設

についても、これまでと同様に公募化について検討を進めているところで

ある。 
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⑥⑥⑥⑥    平成２７年度包括外部監査（出資団体：社会福祉法人平成２７年度包括外部監査（出資団体：社会福祉法人平成２７年度包括外部監査（出資団体：社会福祉法人平成２７年度包括外部監査（出資団体：社会福祉法人    函館市社会福祉協函館市社会福祉協函館市社会福祉協函館市社会福祉協    

議会）の結果に基づく措置（平成２８年９月５日）議会）の結果に基づく措置（平成２８年９月５日）議会）の結果に基づく措置（平成２８年９月５日）議会）の結果に基づく措置（平成２８年９月５日）  

 

((((アアアア))))    運営補助と指定管理事業について運営補助と指定管理事業について運営補助と指定管理事業について運営補助と指定管理事業について        

ア 指摘事項の概要 

     施設管理の指定管理業務であれば、管理費の区分をある程度明確にし、

必要最低限の条件を加味すれば一般事業者の参入は可能であり、指定管理

者制度の趣旨に沿った内容となる。 

     また、平成２７年度予算において、法人運営費補助の削減状況、指定管

理委託料の増加状況、指定管理事業から法人運営費へ事業区分間繰入の状

況より、法人運営費補助を削減しても指定管理委託料が増加し事業区分間

繰入が行われているが、事務管理費を除く実質的な管理委託料を積算する

ことで、事業区分間繰入の必要がなくなり、実態に応じた補助額の積算に

なると考える。 

     平成２７年度予算からの積算の見直しは、法人運営費補助の削減分を指

定管理委託料で補填しているのと何ら変わらず、更に、社会福祉協議会の

業務は福祉目的、収益事業でない業務が主体であり、補助金積算の「補助

金のあり方に関するガイドライン」に沿った１／２補助については、法人

の設立経緯、法人の存続維持を踏まえ議論の残すところである。 

 

    イ 措置の内容 

     平成２７年度に行った補助金・委託料の総合的な見直し内容は、これま

で個別の事業毎にそれぞれ改善等を行ってきたことにより、委託事業の積

算において、管理コストや人件費の積算が不明確になるなどの歪みが生じ、

結果として社会福祉協議会運営費補助金に偏重した状態となったものを、

補助金・委託料を総合的に見直すことにより、管理コストの明確化を図っ

たものである。 

     また、人件費積算において補助金と委託料で異なっていた人件費単価を、

統一単価に見直したところである。 

     なお、従前、一部の事業部門や支所部門の経費を管理部門で計上してい

たところであり、真に必要な法人運営経費を管理部門で計上するよう見直

したうえで、管理部門に要する経費は１／２の補助率とし、一方、社会福

祉協議会の根幹事業となる地域福祉活動事業などに要する経費について

は、その公益事業としての性格を踏まえ、１０／１０の補助率としている

ところである。 

     今後においても、平成２７年度に行った見直しに基づき、補助金・委託

料について適正な積算に努めてまいりたい。 
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    ⑦⑦⑦⑦    公募施設選定時における人件費の積算内訳公募施設選定時における人件費の積算内訳公募施設選定時における人件費の積算内訳公募施設選定時における人件費の積算内訳    

        

函館市ＨＰより記載 

 

収支計画書補足資料：人件費の積算内訳（詳細）について収支計画書補足資料：人件費の積算内訳（詳細）について収支計画書補足資料：人件費の積算内訳（詳細）について収支計画書補足資料：人件費の積算内訳（詳細）について    

記記記記    載載載載    要要要要    領領領領    

    

応募者に追加提出していただく本資料は，収支計画書に記載された人件費の積算

内訳について，その詳細を明らかにし，より適正な評価を行うための補足資料です。 

応募者は，指定の期日までに，本資料を担当課へ提出してください。 

なお，本資料は指定管理者候補者の選定における評価資料となり，指定管理者と

して指定を受けた場合には，毎年度，従業員への賃金支払状況等について，本資料

の記載内容に基づき履行確認調査を行いますので，適切に記載されるよう留意して

ください。 

 

項目名 説     明 

    

((((１１１１))))職名職名職名職名    

 

収支計画書における人件費の積算内訳に基づき，業務従事者の職

名について記入してください。 

例）責任者，副責任者，係員Ａ，係員Ｂ，〇〇担当，清掃員など 

 

※１人１項目として記載してください。 

 

    

((((２２２２))))人件費人件費人件費人件費

積算額の内積算額の内積算額の内積算額の内

訳訳訳訳    

 

１人１人の積算額（（（（平成２７年度の年額平成２７年度の年額平成２７年度の年額平成２７年度の年額））））について，下記区分に

よる内訳を記入してください。 

 

①①①①基本給＋基準内手当基本給＋基準内手当基本給＋基準内手当基本給＋基準内手当    

人件費積算額のうち，基本給および基準内手当の相当額を記入し

てください。 

 

※基本給とは，従業員個人の属性（年齢，知識，経験，技能）お

よび職務の要求する要素（職務知識，指導，監督責任，業務責任

等）によって決定される賃金をいいます。 

従って，年齢や勤続年数，学歴などによる本人給，職能給，役

職給，技能給等は含みますが，歩合給等の能率給や家族手当，交

通費などの生活補助給や時間外割増賃金は含めません。 
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※基準内手当とは，毎月きまって支払われる基本的な賃金で最低

賃金制度の所定内給与に区分される手当をいいます。 

    

②②②②基準外手当基準外手当基準外手当基準外手当    

人件費積算額のうち，最低賃金制度において最低賃金の計算に含

めない「臨時的な手当等」の相当額を記入してください。 

 

※「臨時的な手当等」 

ア 臨時に支払われる賃金【結婚手当など】 

イ １箇月を超える期間ごとに支払われる賃金【賞与など】 

ウ 所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金

【時間外割増賃金など】 

エ 所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金【休日割

増賃金など】 

オ 午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われ

る賃金のうち，通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分

【深夜割増賃金など】 

カ 精皆勤手当，通勤手当及び家族手当 

 

※最低賃金制度に関する疑問点等については，最寄りの労働基準

監督署等にご相談ください。 

 

③③③③法定福利費・福利厚生費法定福利費・福利厚生費法定福利費・福利厚生費法定福利費・福利厚生費    

人件費積算額のうち，法定福利費および福利厚生費の合計額につ

いて記入してください。 

 

④④④④合計合計合計合計    

上記①，②，③の合計額を記載してください。 

また，表の最下段の【計】欄に，①～④それぞれの合計を記入し，

収支計画書に記載した平成２７年度の平成２７年度の平成２７年度の平成２７年度の人件費総額と一致すること

を確認してください。 

 

※資料が，２枚以上にわたるときは，それぞれのページごとの

【計】欄を合計した数値を【合計】欄に記入して，収支計画書に

記載した人件費総額と一致することを確認してください。 
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((((３３３３))))左記内左記内左記内左記内

訳のうち、①訳のうち、①訳のうち、①訳のうち、①

の積算根拠の積算根拠の積算根拠の積算根拠    

    

⑤⑤⑤⑤給与形態給与形態給与形態給与形態    

配置労働者の給与形態について，「月給制」，「日給制」，「時

給制」のいずれかから該当するものを選択して記入してください。

（プルダウンメニューから選択可能です。） 

    

⑥⑥⑥⑥積算単価積算単価積算単価積算単価    

①の金額の積算根拠となる⑤に基づく積算単価を記入してくだ

さい。 

 

⑦⑦⑦⑦積算数量積算数量積算数量積算数量    

①の金額の積算根拠となる積算数量を記入してください。 

 

⑧⑧⑧⑧単位単位単位単位    

⑦の単位を記入してください。（例）月，日，時間 

 

⑨⑨⑨⑨年額年額年額年額    

下記計算式にて得られる額を記入し，①の記載額と一致すること

を確認してください。 

 

【計算式】 

年額＝積算単価×積算数量＝① 

⑥     ⑦ 

 

    

((((４４４４))))所定労所定労所定労所定労

働日数働日数働日数働日数    

    

    

⑩⑩⑩⑩年間年間年間年間    

就業規則，雇用契約書，労働条件通知書，本業務仕様書，現場の

シフト等に基づく年間の所定労働日数を記入してください。 

 

    

((((５５５５))))所定労所定労所定労所定労

働時間働時間働時間働時間    

 

⑪⑪⑪⑪１日あたり１日あたり１日あたり１日あたり    

就業規則，雇用契約書，労働条件通知書，本業務仕様書，現場の

シフト等に基づく１日あたりの所定労働時間（休憩時間を除く）を

記入してください。 

 

※勤務シフト等により，１日の所定労働時間が異なる場合には， 

「年間所定労働時間÷年間所定労働日数」により１日あたりの所定

労働時間を算出して記入してください。（単位は「時間」として， 
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小数点第３位を切り上げ表記します。） 

（例）４５分は０．７５時間 

 

⑫⑫⑫⑫年間年間年間年間    

就業規則，雇用契約書，労働条件通知書，本業務仕様書，現場の 

シフト等に基づく年間の所定労働時間を記入してください。 

 

    

((((６６６６))))時間単時間単時間単時間単

価①価①価①価①    

 

⑬⑬⑬⑬時間換算額時間換算額時間換算額時間換算額    

下記計算式により得られた額を記入してください。 

 

【計算式】 

時間換算額＝年額÷年間所定労働時間 

⑨          ⑫ 

※小数点以下は切り捨て 

 

    

((((７７７７))))時間単時間単時間単時間単

価②価②価②価②        

    

 

⑭⑭⑭⑭時間換算額時間換算額時間換算額時間換算額    

下記計算式により得られた額を記入してください。 

 

【計算式】 

時間換算額 

＝{（基本給年額＋基準内手当年額）＋基準外手当}÷年間所定労働

時間      ①          ②       ⑫ 

※小数点以下は切り捨て 

 

    

((((８８８８))))雇用形雇用形雇用形雇用形

態態態態    

 

⑮⑮⑮⑮雇用期間による別雇用期間による別雇用期間による別雇用期間による別    

下記から該当するものを１つ選択し，記入してください。（プル

ダウンメニューから選択可能です。） 

「常雇」・・・・・・雇用期間を定めない契約で雇う者（定年まで

の場合を含む） 

「常雇（有期）」・・１年を超える雇用契約期間で雇う者 

「臨時雇」・・・・・１ヶ月以上１年以内の期間を定めて雇う者 

「日雇」・・・・・・日々または１ヶ月未満の契約で雇う者 

 

⑯⑯⑯⑯勤務先における呼称勤務先における呼称勤務先における呼称勤務先における呼称    

勤務先における雇用上の呼称について，下記から該当するものを 
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１つ選択し，記入してください。（プルダウンメニューから選択

可能です。） 

「正規職員」，「パート」，「アルバイト」，「労働者派遣事業所

の派遣社員」，「契約社員」，「嘱託」，「その他」 

 

※呼称については，全く同じではなくても，意味合いとして最も

近いものを選択・記入してください。 

 

※その他を選択する場合は，「その他（〇〇〇）」と記入してくだ

さい。 

 

    

((((９９９９))))指定管指定管指定管指定管

理業務以外理業務以外理業務以外理業務以外

の業務へ従の業務へ従の業務へ従の業務へ従

事させる予事させる予事させる予事させる予

定定定定    

    

 

配置労働者を，指定管理業務以外の業務（団体における他部門の

業務）に従事させる予定の有無について，記入してください。（プ

ルダウンメニューから選択可能です。） 

 

    

((((１０１０１０１０))))①①①①にににに

含まれる基含まれる基含まれる基含まれる基

準内手当の準内手当の準内手当の準内手当の

名称名称名称名称    

    

※※※※記入欄は記入欄は記入欄は記入欄は

１枚目最下１枚目最下１枚目最下１枚目最下

段です。段です。段です。段です。    

 

①に含まれる基準内手当の名称を記載してください。 

 

※基準内手当とは，毎月きまって支払われる基本的な賃金で最低

賃金制度の所定内給与に区分される手当をいいます。 

下記の「臨時的な手当等」を，①に含めることはできませんの

で留意してください。 

ア 臨時に支払われる賃金【結婚手当など】 

イ １箇月を超える期間ごとに支払われる賃金【賞与など】 

ウ 所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金

【時間外割増賃金など】 

エ 所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金【休日割

増賃金など】 

オ 午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われ

る賃金のうち，通常の労働時間の賃金の計算額を超える部分

【深夜割増賃金など】 

カ 精皆勤手当，通勤手当及び家族手当 
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    ⑧⑧⑧⑧    監査結果監査結果監査結果監査結果    

    

（ア）（ア）（ア）（ア）    Ｎｏ．３６Ｎｏ．３６Ｎｏ．３６Ｎｏ．３６    都市公園、Ｎｏ．３８都市公園、Ｎｏ．３８都市公園、Ｎｏ．３８都市公園、Ｎｏ．３８    函館市営住宅等、Ｎｏ．３９函館市営住宅等、Ｎｏ．３９函館市営住宅等、Ｎｏ．３９函館市営住宅等、Ｎｏ．３９    函函函函            

館市特定公共賃貸住宅等の特例措置により選定する理由【指摘】館市特定公共賃貸住宅等の特例措置により選定する理由【指摘】館市特定公共賃貸住宅等の特例措置により選定する理由【指摘】館市特定公共賃貸住宅等の特例措置により選定する理由【指摘】 

道立都市公園については、原則公募されている。 

「北海道立道南四季の杜公園」（所在地：函館市亀田中野町１９９－２、指

定管理期間：平成２６年４月１日～平成３０年３月３１日）においては、一

般財団法人函館市住宅都市施設公社が選定されている（１団体のみの応募）。 

 

道営住宅及び共同住宅（以下「道営住宅等」という。）についても、原則公

募されている。 

「道営住宅等（函館圏）」（所在地：函館市・北斗市・七飯町、指定管理期

間：平成２６年４月１日 ～平成３０年３月３１日）においても、一般財団法

人函館市住宅都市施設公社が選定されている（申請者数２団体）。 

  

「公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱 ４．候補者の選定（４）候補

者の選定に係る特例措置」には、次のように記載されている。 

「市の施策と密接に関連する事務事業を実施している市の出資団体等を市

の政策推進上の観点等から特例措置により指定している施設であっても、競

争原理の導入による管理運営のさらなる効率化やサ－ビス向上のほか、民間

事業者の受注機会の拡大等の観点から公募化の可能性について常に検討を行

うものとする。」 

 

Ｎｏ．１８ 函館市旧イギリス領事館を管理する一般社団法人函館国際観光

コンベンション協会およびＮｏ．６８ 函館市重要文化財旧函館区公会堂、 

Ｎｏ．６９ 函館市北方民族資料館、Ｎｏ．７０ 函館市文学館を管理する公

益財団法人函館市文化・スポーツ振興財団等の市の出資団体等については、

公募化に向けた検討を進めている。 

つまり、Ｎｏ．３６ 都市公園、Ｎｏ．３８ 函館市営住宅等、Ｎｏ．３９ 函

館市特定公共賃貸住宅等ついて、一般財団法人函館市住宅都市施設公社を特

例措置により選定し続ければ、競争原理の導入による管理運営のさらなる効

率化やサ－ビス向上が図られず、民間事業者の受注機会の拡大等にも繋がら

ないので、他の市の出資団体等のように、公募化に向けた検討を進めていた

だきたい。 
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 （イ）（イ）（イ）（イ）    施設別の特例措置により選定する理由の公表【指摘】施設別の特例措置により選定する理由の公表【指摘】施設別の特例措置により選定する理由の公表【指摘】施設別の特例措置により選定する理由の公表【指摘】    

総務省通知「平成２０年度地方財政の運営について」（平成２０年６月６

日）の「指定管理者制度の運用上の留意事項」には、次の記載がある。    

 

・指定管理者の選定過程に関する留意事項・指定管理者の選定過程に関する留意事項・指定管理者の選定過程に関する留意事項・指定管理者の選定過程に関する留意事項    

「複数の申請者に事業計画書を提出させることなく、特定の事業者を指

定する際には、当該事業者の選定理由について十分に説明責任を果たし

ているか」 

 

また、「公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱 ４．候補者の選定（５）

選定結果の通知・公表」には、次のように記載されている。 

 

・公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱・公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱・公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱・公の施設の指定管理者制度運用取扱要綱    

「選定を行ったときは、速やかにその結果を全ての事業者に通知すると

ともに、選定理由を公表する。（様式例２－１および２－２）」 

 

函館市においては、公募の場合は、市ホームページにおいて結果を公表し

ている。 

特例（非公募）の場合も選定理由について十分に説明責任を果たすために、

市ホームページにおいて選定理由を公表していただきたい。 

 

 

（ウ）（ウ）（ウ）（ウ）    特例（非公募）施設における人件費の積算内訳【指摘】特例（非公募）施設における人件費の積算内訳【指摘】特例（非公募）施設における人件費の積算内訳【指摘】特例（非公募）施設における人件費の積算内訳【指摘】    

公募施設選定時においては、応募者に対して「収支計画書補足資料：人件

費の積算内訳（詳細）について」（⑦「公募施設選定時における人件費の積

算内訳」参照）を提出させている。 

この記載要領（⑦「公募施設選定時における人件費の積算内訳」参照）に

おいて、項目名「（１）職名」の説明に、「※１人１項目として記載してくだ

さい。」と、注意書きがされている。 

また、項目名「（２）人件費積算額の内訳」の説明に「④合計 収支計画

書に記載した平成２７年度の人件費総額と一致することを確認してくださ

い。」と、記載されている。 

しかし、函館市社会教育施設等１０施設（Ｎｏ．６４ 千代台公園野球場、

Ｎｏ．６５ 千代台公園陸上競技場、Ｎｏ．６６ 千代台公園庭球場、Ｎｏ．

６７ 千代台公園、Ｎｏ．６８ 函館市重要文化財旧函館区公会堂、Ｎｏ．  

６９ 函館市北方民族資料館、Ｎｏ．７０ 函館市文学館、Ｎｏ．７１ 函館

市北洋資料館、Ｎｏ．７２ 函館市芸術ホール、Ｎｏ．７３ 函館市民プール。

以下同じ）の平成２７年度～平成２９年度の人件費積算内訳においては、市

嘱託職員等の人件費から１人あたり平均年額を算定し、この平均年額に人数

を乗じて計算している。 
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Ｎｏ．９ 函館市総合福祉センターの平成２７年度～平成２９年度の人件

費積算内訳においても、選定時には記載要領のとおり１人ずつ積み上げ計算

がされていたが、契約締結時には市嘱託職員等の人件費から１人あたり平均

年額を算定し、この平均年額に人数を乗じて計算している。 

特例（非公募）施設における人件費積算についても、公募施設と同様の基

準で適正に評価されなければならない。 

市の出資団体等における特例（非公募）施設においては、なおさら厳格に

人件費の積算をしなければ、過大な指定管理料を支出することとなるので、

特例（非公募）施設選定時における人件費積算も対象にするように、記載要

領に追加していただきたい。 

 

 

（エ）（エ）（エ）（エ）    補助金の指定管理料への付け替え【意見】補助金の指定管理料への付け替え【意見】補助金の指定管理料への付け替え【意見】補助金の指定管理料への付け替え【意見】    

函館市「補助金のあり方に関するガイドライン」（平成２５年４月）の「１ 

ガイドラインの策定にあたって」には、次のように記載されている。 

「補助金とは、その性質上、直接的な反対給付を伴わない給付金であって、

その交付については、地方自治法第２３２条の２において、「公益上特に必

要がある場合」に限られている。 

本来、補助とは、行政の行う業務ではなく、あくまでも補助団体が自主的

に実施する公益的な事業に対する行政からの財政的な支援であり、その財源

は市民からいただいた貴重な税金である。 

このことを踏まえ、限られた財源を有効に活用し、効果的・効率的かつ適

正な執行がされるよう不断の見直しを進めるため、補助金のあり方検討委員

会の提言を基に、ガイドラインを策定するものである。」 

 

Ｎｏ．２ 函館市国際水産・海洋総合研究センターの補助金については、

次のとおり見直された【① 特例（非公募）施設の内訳（注１）】。 

「平成２６年度においては、国際水産・海洋総合研究センターのオープン

に伴い、補助対象事業の一部（産学官連携促進業務など）を、指定管理者業

務へ移管したことから、補助金を削減した。」 

 

函館市文化・スポーツ振興財団に対する事業補助についても、次のとおり

見直された【① 特例（非公募）施設の内訳（注２）】。 

「文化・スポーツ振興事業を指定管理者業務に位置付け、平成２６年度末

で補助金を廃止した。」 

 

このように、削減された補助金の額と同額が、平成２７年度におけるそれ

ぞれの施設の指定管理料に上乗せされた。 

指定管理料の算定方法については、法的規制は特にされていない。 

しかし、従来どおりの補助金として支出する場合には、「補助金のあり方
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に関するガイドライン」に従って、情報公開の徹底（補助金の執行状況等の

透明性を図るため、市ホームページにおいて、実績報告書やチェックシート

を公表すること。）がなされる。 

これに対し、指定管理料に上乗せされる場合には情報公開されなくなるの

で、市の出資団体等における特例（非公募）施設を利用した隠れ補助金の支

出と誤解されるおそれがあるため、従来どおり補助金として支出するか、若

しくは設置条例で施設が行う事業として規定のない事業は、指定管理業務と

分けて業務委託による実施を行うよう検討していただきたい。 

 

 

補助金のあり方に関するガイドライン（函館市補助金のあり方に関するガイドライン（函館市補助金のあり方に関するガイドライン（函館市補助金のあり方に関するガイドライン（函館市    平成２５年４月）平成２５年４月）平成２５年４月）平成２５年４月）    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民市民市民市民    

 

補助事業者補助事業者補助事業者補助事業者    

 

市市市市    

 

統一したルールづくり 

申請、執行、実績報告書 

 

費用対効果の検証 

 

第三者委員会の設置 

税金 公開 

説明責任 

公益 

説明責任 

【補助金の体系】【補助金の体系】【補助金の体系】【補助金の体系】    
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ⅣⅣⅣⅣ    指定管理者制度における財産の管理について指定管理者制度における財産の管理について指定管理者制度における財産の管理について指定管理者制度における財産の管理について    

    

１．１．１．１．財産の管理等について財産の管理等について財産の管理等について財産の管理等について    

 

指定管理者が行う公の施設に係る財産の管理等については、『協定書』及び『管

理業務処理要領』、『仕様書』に規定、または『募集要項』に記述されている。 

 

（１）（１）（１）（１）『協定書』記載事項（抜粋）『協定書』記載事項（抜粋）『協定書』記載事項（抜粋）『協定書』記載事項（抜粋）    

『協定書』には、財産管理等について、各施設とも概ね次表のように定められ

ている。 

 

管理業務の処理方法 

指定管理者は、管理業務を処理するに当たり、必要な公

の施設の附属設備、物品等を無償で使用することができ

る。 

財産の管理等 

指定管理者は、公の施設に係る財産の形状、形質等を変

更してはならない。ただし、あらかじめ市の承認を得た場

合は、この限りではない。 

責任分担 

管理業務に関する責任の分担については、通常は後記

『管理業務処理要領』記載の『リスク分担表』に定めると

おりとし、『リスク分担表』に定める事項について疑義が

ある場合は、両者協議してその責任の分担を定めるものと

する。 

会計区分 

指定管理者は、管理業務に関して、独立した会計区分を

設け、他の会計と区分して経理しなければならない。 

 

なお、次のとおり『協定書』に「備品」について、特別に規定している施設も

ある。 

 

市による備品

等の貸与 

 

市は、「貸与備品一覧」に示す備

品等を無償で指定管理者に貸与す

る。 

指定管理者は、指定期間中貸与備

品を常に良好な状態に保つものと

する。 

 

漁村センター、青果物地方

卸売市場、水産物地方卸売

市場、博物館郷土資料館

（旧金森洋物館）、青年セ

ンター、亀田青少年会館 
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備品等の購入

および帰属 

指定管理者は、貸与備品のほか、

指定管理者の任意により備品等を

購入または調達し、本業務実施のた

めに供することができる。なお、こ

の場合の備品等は、指定管理者に帰

属する。 

 

亀尾ふれあいの里、空港ふ

れあい菜園、漁村センター 

青果物地方卸売市場、水産

物地方卸売市場 

 

備品等の貸与

および帰属 

 

指定管理者は、経年劣化等により

本業務の処理に供することができ

なくなった備品等について、リスク

分担表に定める金額の範囲内にお

いて購入または調達するものとす

る。この場合、当該備品等は、市に

帰属する。 

指定管理者は、市との協議によ

り、リスク分担表に定める金額の範

囲を超えて、備品等を購入または調

達することができる。この場合、当

該備品等の帰属は、両者協議により

定めるものとする。 

指定管理者は、任意により必要と

した物品を購入または調達し、本業

務の実施に供することができる。こ

の場合、当該物品は指定管理者に帰

属する。 

 

青年センター、亀田青少年

会館 

 

備品等の扱い 

 

 

 

 

 

本協定の満了に際し、備品および

物品等の扱いについては、次のとお

りとする。 

（１）指定管理者は、市が貸与し、

または指定管理者が管理委託

料で購入した備品等について

は、市または市が指定する者

に対して引き継がなければな

らない。 

（２）指定管理者が管理委託料以

外の自己の費用で購入または

調達した備品および物品等に 

 

博物館郷土資料館（旧金森

洋物館）、箱館奉行所、南

茅部青少年会館 
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ついては、指定管理者が自己の

責任と費用で撤去・撤収するも

のとする。ただし、両者協議に

おいて両者が合意した場合に

は、指定管理者は、市または市

が指定する者に対して引き継

ぐことができるものとする。 

 

 

 

    

（２）（２）（２）（２）『管理業務処理要領』記載事項（抜粋）『管理業務処理要領』記載事項（抜粋）『管理業務処理要領』記載事項（抜粋）『管理業務処理要領』記載事項（抜粋）    

『管理業務処理要領』では、例として、次のように定められている。 

① 備品の管理および帰属について 

 

 

Ａ：国際水産・海洋

総合研究センターの

場合 

 

・備え付けてある備品等は、使用者が支障なく使用できる

よう、日常的に点検のうえ整理整頓し、適正に管理するこ

と。 

・指定管理者は、管理業務を実施するために備品等が必要

な場合は、市と協議のうえ、購入または調達することがで

きる。 

・上記により指定管理者が購入した備品類は、市に帰属す

るものとする。 

・備品一覧については、備品購入の後、市が作成するが、

この一覧にある備品について、経年劣化等により指定管理

者が購入した備品については、市に帰属するものとする。 

・指定管理者の故意または過失により、備品をき損滅失し

たときは、指定管理者の費用により、当該備品と同等の機

能および価値を有するものを購入または調達しなければ

ならない。 

・指定管理者は、「函館市会計規則」に定められた帳簿等

により物品等を整理し、購入および廃棄等をする場合は、

事前に市と協議するとともに異動について定期的に市へ

報告しなければならない。 

 

 

Ｂ：女性センターの

場合 

 

公の施設を運営するため事務などで要する机、椅子、書

庫、ＯＡ機器その他の事務用機器、また、施設利用者が使

用するための机、テーブル、椅子、座布団、遊具、図書、

映像および音響などの電気機器、ほか調理器具、食器類、
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什器など、指定管理者への業務委託の際から備え付けられ

ていた物品については市の備品とする。 

経年劣化等（ＯＡ機器等の電気、機械器具の突然の故障

も含む。）については指定管理者が、２０万円以上（消費

税等を含む。）については、市が負担し、指定管理者の責

任により滅失または毀損した備品の補充については指定

管理者が負担することとし、いずれの備品においても市に

帰属するものとする。 

 市の備品以外の物品で、指定管理者が必要とするもの

は、市と協議の上、指定管理者が調達することとし、その 

物品の帰属については、別途協議するものとする。 

 

 

② リスク（維持管理リスク）分担表について 

前記『協定書』または『業務処理要領』に規定された『リスク分担表』とは、

概ね次のような形式のものである。 

    

※例として女性センター※例として女性センター※例として女性センター※例として女性センター    

項  目 内     容 市 指定管理者 

 

施設、設備、

備品（各種機

器、図書・什

器等、業務委

託の際に備え

付けられてい

た物品）等の

損傷 

 

経年劣化等による

もの（ＯＡ機器等の

電気、機械器具等の

突然の故障も含む） 

 

１件当たり２０万円未

満の修繕または購入等 

 ○ 

１件当たり２０万円以

上の修繕または購入等 

○  

 

第三者の行為から

生じたもので相手方

が特定できないもの 

 

１件当たり２０万円未

満の修繕または購入等 

 ○ 

１件当たり２０万円以

上の修繕または購入等 

○  

管理上の瑕疵によるもの  ○ 

施設の構造上の瑕疵によるもの ○  

指定管理者の責めに帰すべき理由によるもの  ○ 
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リスク分担の金額（上記リスク分担表の１件当たりの負担額）については、公

の施設ごとに異なっており、各施設の状況は次表（公募施設と非公募施設に区分）

のとおりである。 

なお、指定管理者が負担することとなるリスク分担額が、Ａ：施設・設備の修

繕等の金額と、Ｂ：備品の修繕・取得等の金額に分けることができるが、ＡとＢ

の金額が異なる施設（下線で表示）もある。 

 

Ａ：施設・設備の修繕等の金額Ａ：施設・設備の修繕等の金額Ａ：施設・設備の修繕等の金額Ａ：施設・設備の修繕等の金額    

1 件当たり負担金額 公 募 施 設 非公募（特例）施設 

規定なし、備品の修繕

等の負担がない。また

は、管理上の瑕疵、責

任に帰すべき場合の

み指定管理者が負担

（０円） 

 

 

 

市営住宅等・特定公共賃

貸住宅等、日乃出いこい

の家、夜間急病センター 

 

１０，０００円未満 

 

消費生活センター 

漁村センター、戸井地域

会館、南茅部青少年会館 

３０，０００円未満  

椴法華地域会館、恵山地

域会館 

 

５０，０００円未満 

空港ふれあい菜園、博物館

（郷土資料館）、千代台公園

弓道場 

 

 

１００，０００円未満 

 

梁川公園内交通公園施設、根

崎生活館、児童館（美原・昭

和・神山）、元町観光駐車場、 

五稜郭観光駐車場、はこだて

グリーンプラザ、桟橋駐車

場、函館駅前広場駐車場、西

桔梗野球場 

 

 

職業訓練センター、恵山

コミュニティーセンタ

ー、旧イギリス領事館 

 

２００，０００円未満 

 

青函連絡船記念館摩周丸、地

域交流まちづくりセンター、女

性センター、斎場、老人福祉

センター（湯川・谷地頭・美

原）、亀尾ふれあいの里、 

 

縄文文化交流センター 
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1 件当たり負担金額 公 募 施 設 非公募（特例）施設 

 

 

 

南茅部スポーツセンター、南

茅部プール、南茅部運動広

場、南茅部市民庭球場、臼尻

スキー場、南茅部ふるさと文

化公園、図書館、公民館、青

年センター、亀田青少年会

館、青少年研修センター、亀

田福祉センター、箱館奉行

所、フットボールパーク 

 

 

 

３００，０００円未満 

 

勤労者総合福祉センター（サ

ン・リフレ函館）、産業支援

センター、空港緑地志海苔ふ

れあい広場、すずらんの丘公

園、白石公園、恵山シーサイ

ドパークゴルフ場、東山墓

園、戸井ウォーターパーク、

昭和公園、五稜郭公園、恵山

海浜公園、南かやべ保養セン

ター・ホテルひろめ荘 

 

 

国際水産・海洋総合研究

センター、都市公園、熱

帯植物園、ホテル恵風 

 

５００，０００円未満 

 

 

港町ふ頭コンテナヤード施設 

 

 

８００，０００円未満 

 

市民会館・アリーナ 

 

千代台公園陸上競技場、

千代台公園庭球場、千代

台公園、重要文化財旧函

館区公会堂、北方民族資

料館、文学館、北洋資料

館、芸術ホール、市民プ

ール 

 

 

１，０００，０００円未満 

 

総合福祉センター、青果

物地方卸売市場、水産物

地方卸売市場 
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Ｂ：備品の修繕・取得等の金額Ｂ：備品の修繕・取得等の金額Ｂ：備品の修繕・取得等の金額Ｂ：備品の修繕・取得等の金額    

1 件当たり負担金額 公 募 施 設 非公募（特例）施設 

 

規定なし、備品の修繕

等の負担がない。また

は、管理上の瑕疵、責

任に帰すべき場合の

み指定管理者が負担 

（０円） 

 

元町観光駐車場、五稜郭観

光駐車場、亀尾ふれあいの

里、空港ふれあい菜園、南

茅部スポーツセンター、南

茅部プール、南茅部運動広

場、南茅部市民庭球場、臼

尻スキー場、南茅部ふるさ

と文化公園 

 

 

市営住宅等・特定公共賃貸

住宅等、旧イギリス領事

館、漁村センター、日乃出

いこいの家、夜間急病セン

ター 

 

 

１０，０００円未満 

消費生活センター、児童館

（美原・昭和・神山） 

戸井地域会館、南茅部青少

年会館 

３０，０００円未満  

恵山地域会館、椴法華地域

会館 

５０，０００円未満 

博物館（郷土資料館）、千代

台公園弓道場 

 

 

１００，０００円未満 

 

梁川公園内交通公園施設、

根崎生活館、はこだてグリ

ーンプラザ、桟橋駐車場、

函館駅前広場駐車場、西桔

梗野球場 

 

職業訓練センター、恵山コ

ミュニティーセンター 

 

２００，０００円未満 

 

青函連絡船記念館摩周丸、

地域交流まちづくりセンタ

ー、女性センター、斎場、

老人福祉センター（湯川・

谷地頭・美原）、図書館、公

民館、青年センター、亀田

青少年会館、青少年研修セ

ンター、亀田福祉センター、

箱館奉行所、市民会館・ア

リーナ、フットボールパー

ク 

 

縄文文化交流センター、 

千代台公園陸上競技場、千

代台公園庭球場、千代台公

園、重要文化財旧函館区公

会堂、北方民族資料館、文

学館、北洋資料館、芸術ホ

ール、市民プール 
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1 件当たり負担金額 公 募 施 設 非公募（特例）施設 

 

３００，０００円未満 

 

勤労者総合福祉センター

（サン・リフレ函館）、産業

支援センター、空港緑地志

海苔ふれあい広場、すずら

んの丘公園、白石公園、恵

山シーサイドパークゴルフ

場、東山墓園、戸井ウォー

ターパーク、昭和公園、五

稜郭公園、恵山海浜公園、

南かやべ保養センター・ホ

テルひろめ荘 

 

 

国際水産・海洋総合研究セ

ンター、都市公園、熱帯植

物園、ホテル恵風 

５００，０００円未満 港町ふ頭コンテナヤード施設 

 

 

１，０００，０００円未満 

  

総合福祉センター、青果物

地方卸売市場、水産物地方

卸売市場 

 

 

（（（（３３３３））））    募集要項募集要項募集要項募集要項    

指定管理者を公募する際の『募集要項』には、各施設とも概ね次のとおり記載

されている。 

 

備品の管理及び

帰属 

 

市が備え付ける備品は、別添『管理業務処理要領』のとお

りである。 

経年劣化等による備品の更新に係る費用は、『リスク分担

表』のとおり、１件当たり○○万円未満（消費税等を含む）

については指定管理者が、○○万円以上（消費税を含む）に

ついては市が負担し、指定管理者の責任により滅失しまたは

毀損した備品の補充については指定管理者が負担すること

とし、いずれの備品においても市に帰属するものとする。 

なお、市の（「備品一覧」に定める）備品以外の物品で、

指定管理者が必要とするものは、指定管理者の負担で調達す

ることとし、当該調達した物品については、指定管理者に帰

属するものとする。 

なお、「指定管理者が指定管理委託料で購入した備品等は、市に帰属するもの

とする。」という記述の入っている施設もある。 
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２．２．２．２．財産（備品）の帰属について財産（備品）の帰属について財産（備品）の帰属について財産（備品）の帰属について    

 

（１）指定管理者が、購入または調達した備品の帰属については概ね、 

① 市から貸与された備品の更新 

② 市から貸与された備品以外で独自に購入または調達した備品 

に分類される。 

各施設とも前者（上記①）については、市に帰属することになっているが、

後者（上記②）の帰属については、各施設により、概ね次のように異なる取

り扱いがされている。 

 

規  定  等 施  設  名 

 

特に備品の帰属に関する

規定が存在しないまたは

両者協議により決定する

施設 

消費生活センター、女性センター、夜間急病センタ

ー、根崎生活会館、児童館（美原・昭和・神山）、日

乃出いこいの家、旧イギリス領事館、桟橋駐車場、

函館駅前広場駐車場、市営住宅等、特定公共賃貸住

宅等、地域会館、恵山コミュニティーセンター、千

代台公園野球場、千代台公園陸上競技場、千代台公

園庭球場、千代台公園、重要文化財旧函館区公会堂、

北方民族資料館、文学館、北洋資料館、芸術ホール、

市民プール 

 

指定管理委託料で購入し

た備品は、すべて市に帰属

する規定となっている施

設 

梁川公園内交通公園施設、元町観光駐車場、五稜郭

観光駐車場、空港緑地志海苔ふれあい広場、すずら

んの丘公園、白石公園、恵山シーサイドパークゴル

フ場、昭和公園、箱館奉行所、市民会館・アリーナ、

フットボールパーク、南茅部青少年会館 

 

指定管理者に帰属する規

定となっている施設 

 

青函連絡船記念館摩周丸、斎場、老人福祉センター

（湯川・谷地頭・美原）、総合福祉センター、勤労者

総合福祉センター（サン・リフレ函館）、産業支援セ

ンター、はこだてグリーンプラザ、職業訓練センタ

ー、亀尾ふれあいの里、空港ふれあい菜園、漁村セ

ンター、青果物地方卸売市場、水産物地方卸売市場、

東山墓園、戸井ウォーターパーク、五稜郭公園、   

都市公園、熱帯植物園、港町ふ頭コンテナヤード施

設、恵山海浜公園、ホテル恵風、南かやべ保養セン

ター・ホテルひろめ荘、図書館、博物館（郷土資料

館）、公民館、亀田公民館、青年センター、亀田青少

年会館、西桔梗野球場、千代台公園弓道場、青少年

研修センター、亀田福祉センター  
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規  定  等 施  設  名 

 南茅部スポーツセンター、南茅部プール、南茅部運

動広場、南茅部市民庭球場、臼尻スキー場、南茅部

ふるさと文化公園、縄文文化交流センター 

すべて市に帰属する規定

となっている施設 

国際水産・海洋総合研究センター、地域交流まちづ

くりセンター 

 

（２）さらに、上表の備品の帰属に関する取り扱いの規定等については、次表の

通り、 

① まったく規定等のないもの 

② 『協定書』に規定しているもの 

③ 『管理業務処理要領、仕様書』に規定しているもの 

④ 『募集要項』に記載されているもの 

に分けられる。 

 

①①①①    まったく規定等のない施設まったく規定等のない施設まったく規定等のない施設まったく規定等のない施設    

施   設   名 

根崎生活会館、日乃出いこいの家、旧イギリス領事館、桟橋駐車場、函館駅前広

場駐車場、市営住宅等・特定公共賃貸住宅等、地域会館、恵山コミュニティーセ

ンター、千代台公園野球場、千代台公園陸上競技場、千代台公園庭球場、千代台

公園、重要文化財旧函館区公会堂、北方民族資料館、文学館、北洋資料館、芸術

ホール、市民プール 

 

②②②②    『協定書』に規定のある施設『協定書』に規定のある施設『協定書』に規定のある施設『協定書』に規定のある施設 

規   定 施 設 名 

（管理施設の改修等）（管理施設の改修等）（管理施設の改修等）（管理施設の改修等）    

管理施設の改造、増築、移設および修繕につい

ては、市が自己の費用と責任において実施するも

のとする。 

（設備および整備）設備および整備）設備および整備）設備および整備）    

管理施設の医療機器、設備および整備等につい

ては、市、指定管理者協議のうえ、市の負担にお

いて行うものとする。 

 

夜間急病センター 

（指定管理者による備品等の購入等）（指定管理者による備品等の購入等）（指定管理者による備品等の購入等）（指定管理者による備品等の購入等）    

指定管理者は、貸与備品のほか、指定管理者の

任意により備品等を購入または調達し、本業務実

施のために供することができる。なお、この場合

の備品等は、指定管理者に帰属する。 

亀尾ふれあいの里、空港ふれ

あい菜園、漁村センター、青

果物地方卸売市場、水産物地

方卸売市場 
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規   定 施 設 名 

 

（備品等の扱い）（備品等の扱い）（備品等の扱い）（備品等の扱い）    

本協定の満了に際し、備品および物品等の扱い

については、次のとおりとする。 

（１）指定管理者は、市が貸与し、または指定管

理者が管理委託料で購入した備品等について

は、市または市が指定する者に対して引き継

がなければならない。 

（２）指定管理者が管理委託料以外の自己の費用

で購入または調達した備品および物品等につ

いては、指定管理者が自己の責任と費用で撤

去・撤収するものとする。ただし、両者協議

において両者が合意した場合には、指定管理

者は、市または市が指定する者に対して引き

継ぐことができるものとする。 

 

 

博物館郷土資料館（旧金森洋

物館）、南茅部青少年会館 

 

（備品等の貸与および帰属）（備品等の貸与および帰属）（備品等の貸与および帰属）（備品等の貸与および帰属）    

指定管理者は、経年劣化等により本業務の処理

に供することができなくなった備品等について、

リスク分担表に定める金額の範囲内において購入

または調達するものとする。この場合、当該備品

等は、市に帰属する。 

指定管理者は、市との協議により、リスク分担

表に定める金額の範囲を超えて、備品等を購入ま

たは調達することができる。この場合、当該備品

等の帰属は、両者協議により定めるものとする。 

指定管理者は、任意により必要とした物品を購

入または調達し、本業務の実施に供することがで

きる。この場合、当該物品は指定管理者に帰属す

る。 

 

 

青年センター、亀田青少年会

館 
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③③③③    『管理業務処理要領、仕様書』に規定している施設『管理業務処理要領、仕様書』に規定している施設『管理業務処理要領、仕様書』に規定している施設『管理業務処理要領、仕様書』に規定している施設    

規   定 施 設 名 

（備品の管理業務）（備品の管理業務）（備品の管理業務）（備品の管理業務）    

・指定管理者は、管理業務を実施するために備品

等が必要な場合は、市と協議の上、購入または調

達することができる。 

・上記により指定管理者が購入した備品類は、市

に帰属するものとする。 

・備品一覧については、備品購入の後、市が作成

するが、この一覧にある備品について、経年劣化

等により指定管理者が購入した備品については、

市に帰属するものとする。 

・指定管理者の故意または過失により、備品をき

損滅失したときは、指定管理者の費用により、当

該備品と同等の機能及び価値を有するものを購入

または調達しなければならない。 

・指定管理者は、「函館市会計規則」に定められた

帳簿等により物品等を整理し、購入及び廃棄等を

する場合は、事前に市と協議するとともに異動に

ついて定期的に市へ報告しなければならない。 

 

国際水産・海洋総合研究セン

ター 

    

（備品等）（備品等）（備品等）（備品等）    

（１）市が貸与する備品類 

管理業務の実施にあたり市が貸与する備

品類は、別表のとおりとする。 

（２）指定管理者は、管理業務を実施するために

備品等が必要な場合は、市と協議の上、購入

または調達することができる。 

（３）上記（２）により指定管理者が購入した備

品類は、市に帰属するものとする。 

（４）指定管理者は、備品等を台帳により管理す

ること。 

（５）指定管理者の故意または過失により、備品

等をき損滅失したときは、指定管理者の費用

により当該備品等と同等の機能および価値を

有するものを購入または調達しなければなら

ない。 

 

地域交流まちづくりセンタ

ー、箱館奉行所、市民会館・

アリーナ 
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規   定 施 設 名 

 

（備品の管理および帰属に関すること）（備品の管理および帰属に関すること）（備品の管理および帰属に関すること）（備品の管理および帰属に関すること）    

公の施設を運営するため事務などで要する机、

椅子、書庫、ＯＡ機器その他の事務用機器、また、

施設利用者が使用するための机、テーブル、椅子、

座布団、遊具、図書、映像および音響などの電気

機器、ほか調理器具、食器類、什器など、指定管

理者への業務委託の際から備え付けられていた物

品については市の備品とする。 

 経年劣化等（ＯＡ機器等の電気、機械器具の突

然の故障も含む。）については指定管理者が、２０

万円以上（消費税等を含む。）については、市が負

担し、指定管理者の責任により滅失または毀損し

た備品の補充については指定管理者が負担するこ

ととし、いずれの備品においても市に帰属するも

のとする。 

 市の備品以外の物品で、指定管理者が必要とす

るものは、市と協議の上、指定管理者が調達する

こととし、その物品の帰属については、別途協議

するものとする。 

 

 

女性センター、児童館 

 

    

物品の帰属等物品の帰属等物品の帰属等物品の帰属等    

（１） 指定管理者は、委託料により物品を購入し、

または修繕により結果として資産を取得した

場合は、その物品または資産は、函館市に帰

属する。 

（２）指定管理者は、「函館市会計規則」に定めら

れた帳簿により物品を整理し購入および廃棄

等の移動があった場合は、定期的に市に報告

しなければならない。 

 

梁川公園内交通公園施設、元

町観光駐車場、五稜郭観光駐

車場 

 

 

（備品等の管理業務）（備品等の管理業務）（備品等の管理業務）（備品等の管理業務）    

市が備え付ける備品は、別添「備品一覧表」の

とおりですが、経年劣化等による備品の更新に係

る費用は、別添「リスク分担表」のとおり、１件

当たり○○万円未満については指定管理者が、○

○万円以上については市が負担し、指定管理者の

 

老人福祉センター、総合福祉

センター、勤労者総合福祉セ

ンター、職業訓練センター、 

東山墓園、戸井ウォーターパ

ーク、五稜郭公園、都市公園、 

熱帯植物園、恵山海浜公園、 
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規   定 施 設 名 

責任により滅失しまたは毀損した備品の補充につ

いては指定管理者が負担することとし、いずれの 

備品においても市に帰属するものする。 

「備品一覧表」に定める備品以外の物品で、指定

管理者が必要とするものは、指定管理者の負担で

調達することとし、当該調達した物品については、

指定管理者に帰属するものとする。 

 

ホテル恵風、南かやべ保養セ

ンター・ホテルひろめ荘、図

書館、縄文文化交流センター 

 

    

（物品等の管理および帰属）（物品等の管理および帰属）（物品等の管理および帰属）（物品等の管理および帰属） 

（１）指定管理者は、「函館市会計規則」に定めら

れた帳簿等により物品等を整理し、購入およ

び廃棄等をする場合は、事前に市と協議する

とともに異動について定期的に市に報告しな

ければならない。 

（２）経年劣化等による備品の更新に係る費用は、

１件当たり○○万円未満については指定管理

者が、○○万円以上については市が負担し、

指定管理者の責任により滅失しまたは毀損し

た備品の補充については指定管理者が負担す

ることとし、いずれの備品においても市に帰

属するものとする。 

 貸与備品以外の物品で、市が指定管理者に

購入・調達を指示し、指定管理料により購入

しようとする物品は、施設運営のため市が購

入する代わりに指定管理者に購入を依頼する

ものであるため、その所有権は市に帰属する

ものとする。ただし、指定管理者が任意に購

入した什器や備品については指定管理者に帰

属するものとする。 

 

 

空港緑地志海苔ふれあい広

場、すずらんの丘公園、白石

公園、恵山シーサイドパーク

ゴルフ場、昭和公園 
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④『募集要項』にのみ記載されているもの④『募集要項』にのみ記載されているもの④『募集要項』にのみ記載されているもの④『募集要項』にのみ記載されているもの    

記 載 事 項 施 設 名 

    

備品の管理及び帰属備品の管理及び帰属備品の管理及び帰属備品の管理及び帰属    

市の（「備品一覧」に定める）備品以外の物品で、

指定管理者が必要とするものは、指定管理者の負

担で調達することとし、当該調達した物品につい

ては、指定管理者に帰属するものとする。 

 

青函連絡船記念館摩周丸、消

費生活センター、斎場、産業

支援センター、はこだてグリ

ーンプラザ、港町ふ頭コンテ

ナヤード施設、公民館・亀田

公民館、西桔梗野球場、千代

台公園弓道場、青少年研修セ

ンター、亀田福祉センター、

フットボールパーク、南茅部

スポーツセンター、南茅部プ

ール、南茅部運動広場、南茅

部市民庭球場、臼尻スキー

場、南茅部ふるさと文化公園 

 

    

    

３．３．３．３．指定管理委託料の市の積算（見積もり）について指定管理委託料の市の積算（見積もり）について指定管理委託料の市の積算（見積もり）について指定管理委託料の市の積算（見積もり）について    

 

市は、指定管理者管理委託料債務負担行為設定額の算定において、おおむね次

のような積算を行っている。 

１ 人件費 

当該施設管理に係る勤務時間、配置人員及び休憩時間を見積も

り、そこに正職員や臨時職員等を配置した場合の職種別の給料（賃

金）・手当、福利費を積算し算定している。 

２ 物件費 

物件費の内訳は、消耗品費、燃料費（燃油、ガス等）、印刷製本

費、光熱水費（電気、ガス、水道等）、修繕費、通信運搬費（電話

料、インターネット接続料等）、手数料、施設賠償責任保険料、委

託費（警備、清掃、定期点検等）、使用料及び賃借料（複写機リー

ス・使用料、ＮＨＫ受信料等）、原材料費、備品購入費、その他諸

経費などとなっており、この積算に当たっては市の直営時の実績

や、直近の実績を基に積算しているものが多い。 

３ その他 

上記以外に積算しているものには、事業費、一般管理費、消費税

相当額などがある。 

 

なお、新設の施設については、他の市町村の同種同規模程度の施設の実績など

を参考にして積算している。 
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例として、『募集要項』では次のように記載され、大きなくくりの積算の金額

を公表しているが、元町観光駐車場のように、まったく備考欄に具体的な費目を

記載していない施設もあれば、はこだてグリーンプラザや公民館のように、ある

程度備考欄に費目を記載している施設もある。 

しかし、市が積算したその費目の詳細については公表されていない。 

 

Ａ：元町観光駐車場の場合（管理に関する経費） 

市が設定している管理委託料の限度額は、平成２９年度から平成３３年度まで

の５年間 で、５９，０２５千円（消費税等は１０％で算定）となっている。  

 

（経費内訳：５か年総額）  

区   分 金  額（千円） 備     考 

人 件 費 ２６，４１５ 
 

運 営 費 ２７，２４５ 
 

消 費 税 等  ５，３６５ 
 

合   計 ５９，０２５ 

 

 

 

Ｂ：はこだてグリーンプラザの場合（管理に関する経費） 

   市が設定している管理委託料の限度額は、平成２９年度から平成３３年度まで

の５年間で、４４，０３０千円（消費税等は１０％で算定）となっている。 

  

（経費内訳：５か年総額）  

区   分 金  額（千円） 備     考 

人 件 費 ４，６６５ 給与、社保等 

施設管理費 ３２，４００ 施設修繕料、光熱水費等 

一般管理費 ２，９６５ 
 

消 費 税 等  ４，０００ 
 

合   計 ４４，０３０ 
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Ｃ：公民館および亀田公民館の場合（管理に関する経費） 

  市が設営している管理委託料の限度額は、平成２７年度から平成３１年度まで

の５年間で、１６８，４１０千円（消費税等は現行税率８％で算定）となってい

る。 

 

（経費内訳：５か年総額） 

区  分 金額（千円） 備    考 

支

 
 

 
 

 

出

 

人 件 費 １１０，２２０ 
 

維

持

管

理

費

 

燃 料 費 ３，４９５ 灯油 

光熱水費 １３，７５５ 電気料、水道料、下水道使用料、ガス料 

委 託 費 １０，７２０ 

機械警備、清掃、消防用設備、塵芥収集、 

自動扉保守点検、エレベータ保守点検等 

その他の 

諸 経 費 

２０，４３５ 

消耗品費、物品修繕費、通信運搬費、手

数料、保険料、使用料及び手数料、備品

購入費ほか 

事  業  費 ４，１３０ 報償費、消耗品費、通信運搬費 

消 費 税 等 １３，０１５ 
 

小 計 ( Ａ )  １７５，７７０  

収

入

 

利用料金(Ｂ) ７，３６０ 

 

支出(Ａ)－収入(Ｂ) １６８，４１０ 

 

 

なお、市の備品の積算については、「過去の維持補修費の平均値」や「リスク

分担の上限額×管理期間の年数」を用いて、管理委託料に計上しているケースが

多い。 
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４．４．４．４．市に帰属する物品の取扱い（「市に帰属する物品の取扱い（「市に帰属する物品の取扱い（「市に帰属する物品の取扱い（「物品出納事務処理要領物品出納事務処理要領物品出納事務処理要領物品出納事務処理要領」）について」）について」）について」）について    

 

市では、物品の管理について、『物品出納事務処理要領』を定め、これに基づ

き事務処理を行うこととなっている。 

『物品出納事務処理要領』の概略は次のとおりである。 

 

（（（（１１１１））））    物品の区分物品の区分物品の区分物品の区分        

① 物品は、次のとおり区分整理する。  

ア 備  品・・・１品の取得価額が１０，０００円以上の物品で、その

性質・形状を変えることなく長期間（概ね２年以上）の

使用に耐えるものとし、次のとおり区分する。  

（ア） 一  般  備  品   １品の取得価額が５０万円未満のもの  

（イ） 重  要  備  品   １品の取得価額が５０万円以上のもの  

（ウ） 集中管理等備品   一般備品のうち指示するもの  

 

      ※ なお、次に掲げるものについては、備品として取扱わないものとする。  

       ・ 建物等に取付けて使用する器具、調度品 、換気扇、蛍光灯、 

カーテン、ブラインド等    

      ※ 一品の取得価額は、消費税および地方消費税を含む。  

イ 消耗品等・・・備品以外の物品  

（ア） 消  耗  品  

（イ） 原  材  料  

（ウ） そ  の  他 

② 備品は、備品分類表により分類整理するものとする。 

 

 備備備備    品品品品    分分分分    類類類類    表（会計規則第表（会計規則第表（会計規則第表（会計規則第９９９９９９９９条条条条    別表７）別表７）別表７）別表７）        

大  分  類 大  分  類 

番号 品     目 番号 品     目 

１ 机椅子類 １２ 運動用具遊具類 

２ 箱棚台類 １３ 被服寝具類 

３ 事務用機械器具類 １４ 厨具類 

４ 計量測定器具類 １５ 暖冷房用具及び火具類 

５ 工作木工機械器具類 １６ 諸車類 

６ 土木産業機械器具類 １７ 防火用具類 

７ 電気機械器具類 １８ 医療機器類 

８ 通信用機械器具類 １９ 雑用具類 

９ 視聴覚機械器具類 ２０ 図書類 

１０ 研究用具類 ２１ 動物類 

１１ 標本及び模型類   



121 

（（（（２２２２））））    帳簿等の記録帳簿等の記録帳簿等の記録帳簿等の記録            

① 物品出納員は、物品の出納および保管状況について下記により帳票等 

を作成し、記録管理しなければならない。     

ア 備  品・・・所定の帳票等によりその出納および保管状況を記録管理

しなければならない。  

イ 消耗品等  

（ア） 取得し、直ちに使用または消費するもの等については、帳票等に

よる記録を要しないものとする。  

（イ） 原材料等貯蔵することとなるものについては、各部局において適

宜帳簿を作成し、その出納および保管状況を記録管理するものとす

る。  

   ② 物品の出納事務に関する帳票等   

ア 物品の出納事務に関する帳票等は次のとおりとする。  

 

伝票の種別 構       成 伝票の保管箇所 使 用 目 的 

Ａ号票 

１. 備品カード（副）〔保管替伺〕 

２. 備品カード 

使用課等  

物品出納員 

一般備品の出納事務

に使用する 

Ｂ号票 

１. 重要備品カード（副）〔保管

替伺〕  

２. 重要備品カード  

３. 重要備品出納報告票  

４. 重要備品出納報告票 

使用課等  

物品出納員  

会計部会計課  

財務部管理課 

重要備品の出納事務

に使用する 

Ｃ号票 １. 集中管理等備品カード 物品出納員 

集中管理等備品の出

納事務に使用する 

Ｄ号票 

１. 不用備品処理伺票  

２. 不用備品処理決定通知票  

３. 重要備品出納報告票  

  （不用備品処理報告票）  

４. 重要備品出納報告票  

  （不用備品処理報告票） 

財務部調度課  

物品出納員  

会計部会計課  

財務部管理課 

不用備品の処理に使

用する 

Ｅ号票 

１. 不用物品処理伺票  

２. 不用物品処理決定通知票 

財務部調度課  

物品出納員 

備品以外の不用物品

の処理に使用する 

Ｆ号票 

１. 寄付（生産・発生）物品受

払伺票  

２. 寄付（生産・発生）物品受

払票 

財務部調度課  

物品出納員 

購入および保管替以

外の方法による物品

の取得の受払手続き

に使用する 

備品ラベル 

一般備品用        ライトブルー  

重要備品用        グリーン  

集中管理等備品用  ブラック 

備品に貼付表示する 
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イ ファイルの方法等  

（ア） Ａ号票②－２票、Ｂ号票④－２票、Ｃ号票等をファイルするこ

とにより、備品出納簿および備品供用簿とする。  

（イ） Ａ号票およびＣ号票は年度ごとに、Ｂ号票は年度ごとの分類別

にファイルすることを基本とする。  

（ウ） 保管替および不用の処理を行ったものは、別にファイルしてお

くこと。この場合の保存期間は、当該年度末から５年間とする。  

 

ウ 一般備品のうち次に掲げるものについては、前各項の帳簿等の作成

を要しないものとする。  

（ア） 図書館および学校の図書館の図（蔵）書で、図書台帳等により

整理されているもの。  

（イ） 博物館の標本類で、博物館台帳等により整理されているもの。 

（ウ） 公園に設置してある備品で、公園台帳により整理されているも

の。  

（エ） 動物で、動物台帳等により整理されているもの。  

（オ） その他、認めたもの。（議会事務局の図書等） 
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５．５．５．５．指定管理者の物品の管理要領指定管理者の物品の管理要領指定管理者の物品の管理要領指定管理者の物品の管理要領    

    

指定管理者の備品管理の事務処理要領については、概ね次のようになっている。 

 

 

規定等がないもの 

 

青函連絡船記念館摩周丸、消費生活センタ

ー、女性センター、斎場、老人福祉センター、

総合福祉センター、夜間急病センター、根崎

生活館、児童館、日乃出いこいの家、産業支

援センター、はこだてグリーンプラザ、旧イ

ギリス領事館、亀尾ふれあいの里、空港ふれ

あい菜園、青果物地方卸売市場、水産物地方

卸売市場、桟橋駐車場、函館駅前広場駐車場、

市営住宅・特定公共賃貸住宅、港町ふ頭コン

テナヤード施設、地域会館、恵山コミュニテ

ィーセンター、図書館、博物館郷土資料館、

公民館、西桔梗野球場、千代台公園弓道場、

青少年研修センター、亀田福祉センター、フ

ットボールパーク、南茅部スポーツセンタ

ー、南茅部プール、南茅部運動広場、南茅部

市民庭球場、臼尻スキー場、南茅部ふるさと

文化公園、南茅部青少年会館 

 

 

管理業務処

理要領に規

定があるも

の 

 

指定管理者は、「函

館市会計規則」に定

められた帳簿等によ

り物品等を整理し購

入及び廃棄等をする

場合は、事前に市と

協議するとともに異

動について定期的に

市へ報告しなければ

ならない。 

 

国際水産・海洋総合研究センター、梁川公園

内交通公園施設、勤労者総合福祉センター、

職業訓練センター、元町観光駐車場、五稜郭

観光駐車場、空港緑地志海苔ふれあい広場、

すずらんの丘公園、白石公園、恵山シーサイ

ドパークゴルフ場、東山墓園、戸井ウォータ

ーパーク、昭和公園、五稜郭公園、都市公園、

熱帯植物園、恵山海浜公園、ホテル恵風、  

南かやべ保養センター・ホテルひろめ荘、縄

文文化交流センター 

 

指定管理者は、備

品等を台帳により管

理すること。 

 

 

地域交流まちづくりセンター、漁村センタ

ー、箱館奉行所、市民会館・アリーナ 
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備品を台帳により

適正に管理し、常に

良好な状態を保つこ

と。 

 

 

青年センター、亀田青少年会館 

 

協定書に規

定している

もの 

 

指定管理者は、備

品について購入また

は調達した後、直ち

に市へ報告し、台帳

を整備して適正な管

理に努めなければな

らない。 

 

 

千代台公園野球場、千代台公園陸上競技場、

千代台公園庭球場、千代台公園、重要文化財

旧函館区公会堂、北方民族資料館、文学館、

北洋資料館、芸術ホール、市民プール 

 

 

６．監査結果６．監査結果６．監査結果６．監査結果    

 

上記状況を踏まえ、物品（備品）の管理状況等について、監査した結果、次の

問題点が把握された。 

 

（（（（１１１１））））『業務処理要領』の『リスク分担』について『業務処理要領』の『リスク分担』について『業務処理要領』の『リスク分担』について『業務処理要領』の『リスク分担』について    

① 備品の「リスク分担」は、「施設、設備、備品等の損傷」の同一区分に

おいて「１件当たり○○万円」の修繕または購入等として区分されてい

るが、施設によっては、備品１件についての解釈運用が異なる場合も見

られた。    

市や指定管理者の備品１件についての認識が異なれば、指定管理者が市

の指示に従えないことや、一方で、市においても、その基準が不明確なこ

とにより、予算の確保ができないことも想定される。 

② 指定管理者のリスク分担額が０円から１００万円までと施設ごとに異

なっている。 

リスク負担額が高い施設については、公募要件のリスク分担のハードル

が高く、手が出せないと感じる民間業者が少なくないものと想定され、公

募等における公平性が阻害されているものと考える。 

なお、上記３で記述の通り、市は指定管理料の当初予算の積算において、

施設の経年劣化等による修繕費や備品の更新のための費用相当を積算し

ており、前年度以前に実際に指定管理者が支出した施設の修繕費や備品購

入費を含めて次回の委託料を算定している。 
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上表のような『リスク分担表』を作成し、「１件当たり○○万円」とし

ているが、過去の実績等を基に施設修繕や備品購入を行うための予算がす

でに計上されているのであれば、指定管理者のリスクは相当程度軽減され

ており、金額設定自体が形がい化されている。 

③ この備品の積算の詳細は、公募時等には非公開であり、公募する側か

ら見れば、負担の程度が分からず、結果としてリスク負担の懸念から公

募するマインドが失われることが予測される。 

 

上記のことから、市は「リスク分担表」の「１件当たり」の定義を、協定書

や業務処理要領などに明確に記載し、リスク分担額についても実質の負担が明

らかになるよう見直す必要がある。【意見】【意見】【意見】【意見】 

 

（（（（２２２２））））指定管理者が指定期間中に購入した備品等の帰属について指定管理者が指定期間中に購入した備品等の帰属について指定管理者が指定期間中に購入した備品等の帰属について指定管理者が指定期間中に購入した備品等の帰属について    

① 明確に『協定書』に規定されている施設は、上記２でも示したとおり、

１１施設程度であり、その他の施設は、まったく規定のないものもある

など、その帰属が不明瞭となっている。 

② 施設によって、指定管理者が指定期間中に購入した備品等の所有権の

帰属の取り扱いが異なっており、不公平である。 

③ 「指定管理者の負担により購入または調達した物品」について、指定管

理者が負担するという定義が、指定管理料で負担したものを含むものな

のか不明の施設もある。 

④ 上記２で記述した通り、指定管理者が市から貸与された備品以外で独

自に購入または調達した備品の帰属については各施設により、 

（ア） 特に備品の帰属に関する規定が存在しないまたは両者協議によ

り決定する施設。 

（イ） 指定管理委託料で購入した備品は、すべて市に帰属する規定と

なっている施設。 

（ウ） 指定管理者に帰属する規定となっている施設。 

（エ） すべて市に帰属する規定となっている施設。 

に概ね分かれており、指定管理者が指定期間中に購入した備品等の所有

権の帰属が施設により異なっており、不公平と言わざるを得ない。 

 

市からの貸与備品を指定管理者の故意過失等の指定管理者の責めに帰す

原因で、代替の備品等の購入費用を指定管理者が負担した場合は、損害賠償

的なものとして当然に市に帰属するものは論外として、本来、指定管理者が

指定管理料で負担して購入した備品等の所有権は、指定管理者のものである。 

指定管理料の本質として、指定管理者は市が支出する指定管理料によって

管理経費を賄い、経費が不足する場合でも、原則としてその不足分は補填さ

れないが、指定管理者の自主的な経営努力により、市の要求基準を満たしつ

つ、コストが削減され、指定管理料に余剰金が発生した場合は、利益として
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指定管理者に帰属するものと考える。 

したがって、指定管理者が、指定管理期間中に購入または調達した備品が

自動的に市に帰属するという規定には問題があり、早急に規定を見直す必要

がある。【指摘】【指摘】【指摘】【指摘】    

 

（（（（３３３３））））指定指定指定指定管理者が購入した備品等の所有権移転等の手続き管理者が購入した備品等の所有権移転等の手続き管理者が購入した備品等の所有権移転等の手続き管理者が購入した備品等の所有権移転等の手続き    

① 指定管理者が購入した備品等の所有権移転等の手続きが不明な施設が

多い。    

このような状態では、指定管理者が交代する場合に必要な備品等が引き

継がれないなど、トラブルが発生する可能性も高いので、『協定書』で所

有権の取り扱いを明確に示す必要がある。【意見】【意見】【意見】【意見】 

② 上記（２）でも述べたが、指定管理者が指定期間中に購入した備品等

は指定管理者に所有権があることを前提に考えれば、指定管理者が指定

期間中に購入した備品等を市に帰属させるためには、備品購入時又は指

定管理期間終了時に、指定管理者から市に対して寄付をし、市はその寄

付を受け入れるという行為（手続き等）が必要であるが、寄付による備

品の受入れ手続きを全くしていないので、市は寄付があった場合の事務

処理を行うべきである。【指摘】【指摘】【指摘】【指摘】 

③ 市の直営施設について、その施設に必要な備品は、更新等の都度、市

の備品費として予算計上し、購入後は『物品出納事務処理要領』に基づ

き、適正な手続きをすることとなるが、指定管理となっている施設の備

品の更新手続きについては、市に報告するにとどまり、『物品出納事務処

理要領』に定める『備品カード』の更新や作成・管理をしていない施設

が散見された。『物品出納事務処理要領』に基づき適正に管理すべきであ

る。【指摘】【指摘】【指摘】【指摘】 

④ 備品としての取り扱いの基準が、１品の取得価格が１０，０００円以

上であることから、その管理しなければならない備品が膨大で、その管

理および整理に費やす事務量が相当程度投下されているものと想定され

る。 

このことが備品を適正に管理できていない原因であるならば、備品の取

り扱い基準価格の引き上げなどの見直しも検討されたい。【意見】【意見】【意見】【意見】 

ちなみに、会計実務上、多くの企業や団体では１０万円という金額を一

つの判断基準として、１個または１組の取得価額が１０万円未満であれば

消耗品費などの費用とし、１０万円以上であれば什器備品などの固定資産

として会計処理している。 

これは、「使用可能期間が１年未満又は取得価額が１０万円未満である

ものについて、その事業の用に供した日の属する事業年度おいて、その取

得価額の全額を損金経理により損金とすることができる。」という法人税

法施行令に基づいて、１０万円という基準を参考にして会計処理をしてい

る。 
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市民の税金を使っているのに、企業と同じ１０万円の基準が妥当かどう

かは、議論の分かれるところであるが、この基準価格を見直すことなどに

より、備品としての管理および整理に要する事務量の負担は相当程度軽減

するものと考える。 

ただし、この場合でも、「１品の取得価格」の定義を明確にしなければ

ならないことは言うまでもない。 

 

（（（（４４４４））））財産管理の全般について財産管理の全般について財産管理の全般について財産管理の全般について【意見】【意見】【意見】【意見】    

① 指定管理委託料に、市が予測して積算した備品更新費等を含めている

ということは、指定管理者が実際に備品購入等をしなかった場合には、

その分の委託料は指定管理者の利益になり、予算執行上問題があるもの

と考える。 

② 指定管理者が指定期間中に購入および調達した備品の帰属を市とする

規定が存在する理由は、指定管理委託料に備品の更新等に要する予算を

すでに計上していることで、市が、指定管理委託料のうち備品購入費相

当は預け金的性格のものと捉えていることが原因とも考えられる。 

本来、指定管理者が管理する公の施設や、その施設管理に要する備品等

は、市の財産であることから、施設の修繕や備品の購入に要する経費は、

市において負担すべきものと考える。 

なお、施設を運営していくうえで、自然災害や突発的な機器等の故障な

ど、不測の事態により修繕や備品の更新が必要となる場合もあるので、全

てを市が負担するということになれば、予算の都合等、迅速な事務処理の

観点からは困難であり、市民の利用にも支障を来たすことにもなりかねな

い。 

したがって、市が備品購入費等を「預け金的性格」のものと捉えようと

するのであれば、 

（ア） あらかじめ、公募要項等に施設の修繕や備品の購入に要する経

費及び予備費で、比較的軽易なもの又は緊急を要するものに対応

するため、これらを指定管理料に含めて支払うことを明確にし、 

（イ） 備品等の更新条件について市と指定管理者で解釈が異なること

がないよう、特に解釈が分かれる可能性のある備品等については、

どのような状態になったら更新すべきかを示し、 

（ウ） この施設の修繕や備品等の購入に要する経費及び予備費に剰余

金が発生した場合には、指定管理料を返還してもらうことを明確

にし、運営させることが必要と考える。 

 

なお、このような運用は、埼玉県和光市の「指定管理者制度運用ガイ

ドライン（平成２１年５月）」においても取り入れられており、参考にな

るものと思われる。 

また、前述の「預け金的性格」の方法により難い場合、備品の購入に
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ついて現状のリスク分担を見直し、市からの貸与備品と貸与備品以外の

備品に分け、貸与備品の購入は市が、貸与備品以外の備品については、

指定管理者がそれぞれ負担することにより、指定管理委託料に含めた備

品購入費の取扱いや備品の帰属先に係る諸課題が解決できるものと思わ

れる。 

ただし、いずれの場合においても、市からの貸与備品と貸与備品以外

の最終的な帰属先や手続きについて協定書に明記するとともに、貸与備

品の更新計画に基づき適切な予算措置を行う必要がある。 
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ⅤⅤⅤⅤ        まとめまとめまとめまとめ    

    

平成１５年地方自治法の改正により、従前の「管理委託制度」に代わり、新た

に創設された「指定管理者制度」は、平成１８年度より函館市においても積極的

に制度導入を推進してきたところである。    

また、制度導入にあたっては、条例や要綱を整備し指定手続きの透明性を高め、

円滑な導入と統一した事務処理を行ってきたところである。    

今回の包括外部監査においては、指定管理者制度導入から１０年を経過したこ

の機に、指定手続きや事務処理等が適正に行われているか、制度全般的な観点か

ら監査してきたところである。    

監査結果については前述してきたとおりであるが、「管理委託制度」が廃止さ

れ「指定管理者制度」が創設された背景・目的に照らすと、決して十分と言えな

い運用がされていたと考える。    

    

公の施設の管理については、自治法改正前の「管理委託制度」では、市の出資

団体や公共団体若しくは公共的団体に制限されていたが、「指定管理者制度」の

創設によって民間事業者等の参入が可能になり、多様化する住民ニーズにより効

果的・効率的に対応するため、民間事業者等が有するノウハウを活用することに

より、住民サービスの質の向上や、行政コストの削減を図ることが目的とされた。        

指定管理者は、市議会の議決により指定されるが、その候補者の選定にあたっ

ては公募が原則になっているものの、「管理委託制度」により従前から公の施設

の管理を受託してきた市の出資団体や公共団体等を、指定管理者の候補者として

選定しており、このいわゆる特例措置が民間事業者等の参入を妨げるものとなっ

ている。    

さらに、複数施設を一括して指定管理業務を行わせることや指定管理業務以外

の事業を業務処理要領等の仕様に含めることも民間事業者等の参入の妨げにな

っている可能性があると考えられる。    

指定管理者制度導入から１０年を経過し、未だに民間事業者等の参入を妨げて

いる状況にあることは、改正前の「管理委託制度」と何ら変わることがなく、自

治法の改正趣旨に反していると言わざるを得ない。    

 

次に、指定管理者制度が導入された公の施設の財産の管理方法等については、

事業費の積算、リスク分担、投資資産の帰属などについて明確にし適切な運用と

ともに透明性を確保していかなければ、民間事業者等の参入意欲や指定管理者に

よる市民サービス向上のための資産購入に大きく影響を与えることとなる。    

また、市と民間事業者では資産に対する視点が大きく異なっており、リスク分

担をはじめ、減価償却資産と消耗品の区分、資産の減価償却の考え方、購入資産

の帰属などについて今後検討すべき必要があると考える。    
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最後に、モニタリングの実効性について、モニタリングは指定管理者による管

理運営が適切に履行されているか確認・評価し、必要に応じ改善に向けた指示や

是正等を行い、公の施設の設置者としての責任を果たすため的確に実施すること

が重要であり、指定管理者による適正な管理運営と市民サービスの向上を担保す

るものである。    

したがって、行政の評価を形式的に行うのではなく、立ち入りによる実地調査

などモニタリングの厳格な運用を行うべきであると考える。    

    

このように全般的な運用面における諸課題について、指摘や意見を述べてきた

が、指定管理者制度導入から１０年の節目を迎えたこの機会に、いま一度、指定

管理者制度が創設された趣旨に照らし、諸課題の改善に向けた検討を行い、一層

の市民サービスの向上と適切な施設運営が図られるようにしてもらいたい。    
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